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－９３－ 

再    開  （午前  ９時００分）  

 

○議  長  

 皆様、おはようございます。  

 ただいまの出席議員は１２名で定足数に達しておりますので、これより令和

３年平群町議会第５回定例会を再開いたします。  

 これより本日の会議を開きます。  

（ブー）  

○議  長  

 町長より、一般質問時における理事者側の課長級の対応についての申入れが

ありましたので、この取扱いについて、議会運営委員会を開催していただきた

いので、暫時休憩いたします。  

（ブー）  

休    憩  （午前  ９時００分）  

 

再    開  （午前  ９時２５分）  

 

○議  長  

 休憩前に引き続き再開をいたします。  

（ブー）  

○議  長  

 先ほど開催されました議会運営委員会の結果の報告を求めます。  

 議会運営委員会委員長。  

○議会運営委員長（下中一郎）  

 それでは、議会運営委員会の報告をさせていただきます。  

 町長より、一般質問時における理事者側の課長級の対応についての申入れが

ございました。  

 その取扱いについて、先ほど協議をいたしましたところ、その結果、一般質

問時における課長級の対応については、試行的に質問者の質問事項の担当課長

だけが出席するということに決定をいたしました。  

 以上でございます。  

○議  長  

 ありがとうございます。  

 お諮りします。  

 委員長の報告のとおり決定することに異議ございませんか。  



 

－９４－ 

 

「異議なし」の声あり  

 

○議  長  

 異議なしと認めます。よって、一般質問時における課長級の対応については、

試行的に質問者の質問事項の担当課長だけが出席することに決定をいたしまし

た。  

 それでは暫時休憩いたします。  

（ブー）  

休    憩  （午前  ９時２５分）  

 

再    開  （午前  ９時２７分）  

 

○議  長  

 休憩前に引き続き再開をいたします。  

（ブー）  

○議  長  

 本日の議事日程は、お手元に配付をしております議事日程表のとおり、一般

質問であります。  

 日程第１  一般質問を行います。  

 今定例会の一般質問は１１名の議員から提出をされております。本日は発言

順位１番から６番までといたします。順次質問を許可いたします。  

 まず発言番号１番、議席番号１１番、下中議員の質問を許可いたします。下

中議員。  

○１１番  

 １１番、下中一郎でございます。本日の１番ですので、よろしくお願いいた

します。  

 それでは、２点について質問通告をいたしておりますので、１点目から入り

ます。  

 １番、住民参加のまちづくりについてであります。  

 町の活性化を求め、各自治体はそれぞれ知恵を出し、まちづくりを進めてい

ます。まちづくりは行政が主体を持って旗を振っても成果が上がらないことも

多分にあります。まちづくりの主役は住民であるという認識の下、住民参加の

行政は不可欠であります。多様化する住民ニーズを迅速かつ的確に反映させて

いくためには、今後さらに行政への住民参加が求められ、住民活動と行政施策



 

－９５－ 

が両輪となって進めていくことが必要です。  

 住民参加の意義は、まちづくりへの直接、間接の参加により自治意識の高揚

とともに、地域コミュニティーの形成や住民相互の交流、連携にあります。本

町においても、これまで自治会をはじめ各種団体による様々な活動に対し、積

極的な取組をされてきました。住民の価値観の多様化に伴い住民要望も拡大し、

施策の選択も今まで以上に難しい状況であります。そうした中で住民が愛着と

誇りを持って地域社会を構築するには、住民参加による開かれた施策の形成が

重要であります。特に住民による自主的な活動の増加や、定年退職後の活動を

求めて高齢者等、意欲的な住民が増加しつつある一方で、住民発意の主体的な

取組や自治会等の活動に対して、町が協働していくための新たな制度や仕組み

についてはまだ十分に確立されているとは言えません。  

 そこでお尋ねいたします。今後、行政と住民が協働してまちづくりを進めて

いくためにはどのような制度、仕組みを考えておられるのか、お聞きをいたし

ます。  

 次に、２点目でございます。南都銀行との連携協定についてであります。  

 平成２８年８月２９日、本町は南都銀行と地方創生に係る包括連携協力に関

する協定を締結されました。この包括連携協定は平群町と南都銀行がまち・ひ

と・しごとの各分野において、おのおのの持ち得る資源を有効に活用し、綿密

な相互連携の協力の下、地域活力の増進、地域経済の発展及び町民サービスの

向上を図ることを目的としています。今まさに私たちが直面している大きな課

題である人口減少と地域経済の縮小をいかに克服するかであります。この点に

ついては、令和２年３月３１日に４年間の連携協定が終了いたしましたけれど

も、引き続き連携協定をしていくということであります。  

 それでは、その中で連携事業としては、１、地域産業の振興と安定した雇用

の創出に資する事業、２、創業支援及び地域経済の活性化に資する事業、３、

地域づくり、地域の活性化及び移住定住促進に資する事業、４、その他地方創

生の推進に資する事業が掲げられております。具体的には、創業支援、地域ブ

ランド、いわゆる平群ブランドのＰＲ支援や販路拡大支援、平群町の観光資源

のＰＲ、移住定住支援制度との連携等に取り組んでいくことです。まさに連携

協定の締結により、銀行の知的、人的資源を有効に活用して、この取組をより

強力に進めることが大切であります。  

 そこで、以下４点についてお聞きをいたします。  

 まず１点目は、この大きな四つの連携事業を掲げておりますが、令和２年度

において取り組まれた事業の内容をお聞きいたします。  

 ２点目としては、令和３年度に取組をされる予定の事業があるのか。  



 

－９６－ 

 ３点目として、この連携事業の中で何か一つか二つぐらいのテーマを絞って、

定期的な会合を重ねて、少しでも効果が上がるのではないかと思われますが、

どのように考えておられるのか、お聞きをいたします。  

 ４点目として、南都銀行以外の金融機関、例えば、町内の３郵便局の件です

けれども、３年か４年前に協定を締結されていますが、どのような活動をされ

たのかお聞きをいたします。併せて、町内の２信用金庫とは、どのような取組

を予定されているのか、お尋ねをいたします。  

 以上、２点でありますので、よろしくお願いいたします。  

○議  長  

 総務部長。  

○総務部長  

 それでは、下中議員の１点目の御質問、住民参加のまちづくりについてお答

え申し上げます。  

 令和元年６月議会におきまして同様の質問を頂いており、まちづくりの全体

的な考え方として、４点に分けてお答えをさせていただいたところであります

が、現在も引き続いて取り組んでいるところでございます。  

 また、参加ではなく、一歩進んだ参画となるように具体的な協働の手法とい

たしまして、審議会、委員会、実行委員会、協議会、あるいは各種団体の総会

や定期会議などの情報交換、情報の提供などにより、住民の皆様への参画を頂

いておるというところでございます。  

 しかしながら、地方自治体を取り巻く環境は、進化する技術革新により日々

目まぐるしく変化しております。今後、総合計画及び総合戦略の策定に取り組

んでいくわけでありますが、新たに持続可能な町の運営に向けて、ＳＤＧｓや

アフターコロナの観点やソサエティ５．０など、社会の新たな技術、手法の導

入について提案を求めることを検討してまいります。その中で、議員お述べの

新たな仕組みづくりについても検討してまいりたいと考えております。  

 また、一つの例としまして、平群町においてもＬＩＮＥの公式アカウントを

６月よりスタートしましたが、ＬＩＮＥのデータセキュリティーが本町の管理

下にない範囲にあるため、まだまだ活用に関しては十分検討が必要な段階では

ありますが、ＬＩＮＥだけでなく、情報系端末を活用したパブリックコメント

の収集などにより、住民の皆様の意見が非常に反映しやすい仕組みをつくれる

こともこれからの時代の新たな住民の参画になるものと考えております。  

 住民参画のまちづくりは今後も重要な理念だと捉えており、今年度より２か

年かけて第６次総合計画の策定作業に入ってまいりますが、その点も引き継ぐ

ことを念頭に置きながら、計画策定をしていきたいと思いますので、よろしく
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お願いいたします。  

 以上でございます。  

○議  長  

 下中議員。  

○１１番  

 川西部長、ありがとうございます。二、三、再質問をさせていただきます。  

 いろいろ新しい手段を講じていくということで、最終的には住民参画を求め

ていくというそういう姿勢でありますので、それは大変結構なことだと思いま

す。初めに言われてました、各種団体とか審議会等のいろいろ参加ということ

ですねけども、これは前回の質問のときにも申し上げましたが、何と言います

のかな、自治会活動や住民発意の活動に意欲をお持ちの方々に様々な切り口か

らまちづくりに参加していただくための学習機会を設けておりますというよう

なことに近いのかなと思います。確かに今、いろんな観点でそれをやっていく

ということはありがたいことですねけども。  

 それから、情報系でもいろいろと考えているということですねけども、それ

とね、ちょっとこれ、あれやねけども、来年度に見直しされております総合計

画、総合戦略の位置づけについてですねけども、こういう部分も入れていくと

いうことですねけども、具体的にどう変えていくのかというと難しいところも

あると思いますねけども、その点ね、どのように反映されていくのか、ちょっ

とお聞きしたいと思います。  

○議  長  

 総務部長。  

○総務部長  

 今頂きました、来年度で満了します第６次総合計画、また総合戦略について、

どのように具体的にしていくのかということでございますけれども、第６次総

合計画の目的が町の最上位の計画ということで、長期的、総合的な事業の全般

の指針であります。また、総合戦略につきましては、人口減少の克服や地方創

生の目的というのがあるというふうになっております。  

 計画策定の方針につきましては、まだまだ内部の議論ということでございま

すけども、先ほど申し上げましたようなＳＤＧｓやソサエティ５．０という横

文字なんですけども、そういったものの考え方を取り入れた持続可能な町の運

営ですね、財政問題も含めてできるような計画にする、こういうことを目的、

目標にですね、町の将来につながるような策定というふうな形で持っていきた

いというふうに現在のところ考えております。  
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○議  長  

 下中議員。  

○１１番  

 確かに言われたとおり、持続可能な町政運営ということで、これは持続可能

になってもらわなければ困りますのでね、それは確かです。その中で、総計の

中でも持続可能な計画を持っていくということですねけども、これ、ちょっと

それるかも分かりませんねけども、これ、総計と総合戦略は、何というのかな、

別物ですね、これ。一緒ではないやろな。ちょっとそれ確認したいのと、その

中でどういうふうにうたっていくのか、反映していくのかということで、恐ら

く総計のほうに重点が置かれていくのではないかなと私は思います、この住民

参加のまちづくりについてはね。やはり、住民参加がして、みんなでやってい

くというそういう動きから見ればね、総合戦略でうたうよりも総合計画でうた

うほうが多いのかなと思いますねけれども、その点についてはいかがですか。  

○議  長  

 総務部長。  

○総務部長  

 第６次の総合計画と総合戦略の関係といいますか、そのことで御質問いただ

いて、今議会の補正予算の中でも少し触れたような形だったかと思うんですけ

ども、総合戦略につきましては、まち・ひと・しごと創生法第１０条第１項に

載ってるものということで、総合計画につきましては地方自治法ということで、

現在二つあるわけなんですけども、考えておりますのが、これをまとめたよう

な形というふうな、今の構想では思っております。ですんで、両方の、総合計

画というのは全般的な計画、町全体の計画になっていくのかなと思っておりま

すけども、総合戦略につきましては人口の関係であるとかそんなんも含めて、

最終的には町の発展に向けた計画策定になっていくというふうに考えていると

ころでございます。  

○議  長  

 下中議員。  

○１１番  

 なかなか難しいところでございますけれども、ちょっと最後に聞きますけど

も、これ、実際に新しい制度、仕組みをどのように構築していくかということ

が一番問題ですねけども、先ほど川西部長のほうからいろいろ提案もございま

したけれども、結局のところ、これがみそだと、これが本丸だというような部

分がなかなか見えてこないのが難しいところだと思います。確かにね、いや、

プロジェクトチームをつくって、それで一括したらいいよという意見もあろう
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かと思いますけれどね、やっぱりその中でどれを核にするかというと難しいと

ころがありますが、今ね、現在考えておられる中で、いや、これが核らしいも

のであるというのがあれば、ちょっと示していただきたいと思います。  

○議  長  

 総務部長。  

○総務部長  

 総合計画、総合戦略につきまして、まだ少し入り口の議論をしているところ

でございまして、議員から質問いただきました、これが核だと自信持って言え

るような確立した議論はないんですが、今、平群町が直面してますのは一番大

きなのはやっぱり財政の関係の課題なのかなというふうに考えておりますの

で、持続可能なという言葉が最近よく出てきます。町についても、町の未来と

いうことで持続可能な平群町、これをやっぱり築いていけるようにすることが

一番大事なのかなということ。そのためには財政面もしっかり基盤を整えて、

地域の方々にとって、大事なことをやっていかなければいけませんので、そん

なんを総合的に、計画ですんで紙の中に落としてしまうわけなんですけども、

実行できるような政策をつくっていきたいなと考えておるところです。  

○議  長  

 下中議員。  

○１１番  

 ということは、住民協働の一番基本になるのは住民と行政の協働であるとい

うことで、その中で今現在一番取り組まなければならない、財政問題等もあり

ますけれども、やはり、持続可能なまちづくりということに尽きると思います。

確かにこれは誰が言っても同じことですねけども、やはり持続可能な町政運営

ということで、今後とも頑張っていただきたいと思います。これは結構でござ

います。  

○議  長  

 総務部長。  

○総務部長  

 続きまして、下中議員の２項目めの質問、南都銀行との連携協力についてお

答えを申し上げます。  

 この南都銀行との連携協力につきましては、平成２８年６月議会での議員か

らの一般質問を踏まえ、起業支援や融資、地域経済の分析といった専門的な見

識を持った金融機関との地方創生に係る連携協定を締結すること、本町の地方

創生の推進に有意義であることから、平成２８年８月に包括連携協定の締結に

至ったところでございます。  
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 まず、御質問の１点目、令和２年度での事業計画についてでありますが、一

つ目として、制度は満了しましたが、令和２年１２月まで実施してきました定

住促進奨励交付金制度に関わって、銀行ホームローンの優遇金利を実施してま

いりました。二つ目として、双方の情報交換を念頭に、地方創生に向けた企業

との橋渡し役や町の情報発信への協力を、三つ目として遊休施設の利活用や空

き家の流通、活用などの課題について意見交換を行ってまいりました。しかし

ながら、この連携協力によって新たな企業の誘致ができたとか、町遊休地を活

用した民間活力の導入ができたといった目に見えた成果については、実績とし

てありませんでした。  

 次に、御質問の２点目、令和３年度の予定についてですが、この協定を継続

していき、少しでも目に見えた形で実績ができるように、引き続き銀行と協力

してまいります。  

 そこで、質問の３点目なんですけども、「少しでも効果が上がるためにテーマ

を絞っては」についてということなんですけども、町として期待するところに

つきましては、銀行が持つ様々な知見を活用する上で町の活性化が図れるとこ

ろでございます。経済状況や企業動向の情報、新規事業者の起業情報などの情

報収集や様々な業態の企業との関係づくりによる町施策との連携などをテーマ

に、包括協定のメリットを町行政に生かすことができるよう取り組んでまいり

たいと考えております。  

 御質問の４点目でございます。南都銀行以外の金融機関との連携についてで

すが、まず、町内の郵便局とは平成２９年４月に地域における協力に関する協

定を締結しており、これは町内の三つの郵便局との協定で、郵便局員による高

齢者等の見守り、不法投棄や道路の傷みなどの情報提供に協力いただく内容と

なっております。  

 現在、３郵便局だけではなく、全体の日本郵便株式会社と地方公共団体とが

一体となり、地域の活性化に取り組むことを目的に包括連携の協定に向けて、

事務者レベルでありますけども、連携事項の協議を行っていく予定であります。

協議が整い次第、包括連携協定の締結を行いたいと考えております。  

 また、町内の二つの信用金庫との取組については、現時点では特に考えてお

りませんが、地方債の借入れなどで、日頃からお付き合いのある金融機関であ

りますので、南都銀行のように包括的な連携協定までとはいきませんが、様々

な面で相互の情報共有を図れるよう努めてまいりたいと考えております。  

 以上でございます。  

○議  長  

 下中議員。  
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○１１番  

 ありがとうございます。２年、３年度の実施内容、予定事業ということでお

聞きしました。  

 これは前回お聞きしたときとあまり変わってないような状況で、定住促進の

交付金制度のホームローンとか、それから地方創生に向けた企業との橋渡し役、

遊休施設の利活用についてでありますが、これは定期的にいろいろ情報交換さ

れておりますけれども、今、川西部長が言われたように、実際、成果としては

上がってないのが実情やと思います。西小学校の跡地についてもいろいろと議

論を頂いたところですけれども、そういう遊休施設が完全にどっかに行き届い

たというようなことではないと思います。それとまた、新たな企業が来たとい

うような状況でもないということが実情ですねけども、ちょっと残念なところ

はありますねけども、それと、３年度の予定事業ということで、今まで１年、

２年、３年、過去４年間ありますけれども、ずっとやってこられた事業の継続

ということで、やっていかれると思いますけれども、今ここであまり川西部長

から言葉なかったですねけども、私、初めに申し上げたように、特産品や平群

ブランドの販路開拓、それから町内事業者に対する創業支援、それから企業と

コラボした観光振興等の企画提案について今後どのように考えておられるの

か、お聞きをいたします。  

 それと、３点目のテーマを絞った定期的な会合ということですねけども、こ

れは銀行の知見によるところが大きいですねけども、地域の活性化、経済状況

の把握など、いろいろと連携されていくと思いますけれども、ここで仮に令和

３年度であれば、地域活性化やったら活性化でよろしいけども、何か一つテー

マを絞ってやっていくほうがいいのかなと思いますねけども、その点について、

もう一度お聞きしたいと思います。  

 それと他の金融機関、これ、郵便局との関わりということで、平成２９年４

月ですかな、町内３郵便局と協定を結ばれました。高齢者、不法投棄等の見守

りとかいうようなことですねけども、これね、もっと以前にも郵便局と提携さ

れまして、そのときも不法投棄とかもありましてんけども、実際に郵便局員さ

んが一生懸命集配しててね、なかなかそこまで目につかないのが実情だと思い

ます。だからね、これは、全然結ばないというよりもね、やっぱりそれはその

中でも見つけてくださる方もあるし、高齢者の訪問等もありますのでね、やっ

ていただいたら結構ですねけども、これは引き続いて町内３郵便局とはやって

いくということだと思いますねけど、その点についてと、これ、ちょっと日本

郵政のほうから地方活性化に向けていろんな話があるということで、事務者レ

ベルで少し続けてるということですねけども、その辺、分かればもう少し詳し
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くお願いしたいと思いますけども。  

○議  長  

 総務部長。  

○総務部長  

 すみません、答弁の中でなかなか。まず１点目、再質問いただきました中で

特産品の販路拡大であるとか起業支援、それから平群町の観光資源のＰＲとい

ったことが、移住定住支援制度ですか、これも少し言えなかったとこなんです

けども、こういったことにつきましてもですね、なかなか南都銀行さんとの持

っておられる知見というんですか、それと我々が思ってる部分がどこまでニー

ズが合うかというのも少し課題もあるんですけども、こういったことを連携協

定に上げておりますので、今日、質問を頂きまして、今後、南都銀行さんとも

こういったことについても、何か良い方向に見いだせるものはないかというこ

とで協議を進めていかせていただきたいと思います。  

 それから二つ目の再質問で、テーマを絞ってということで最初の質問でも頂

いてるんですけども、おっしゃるとおりだと思います。いろいろ、一気に全て

の協定のことをやるということはもうやることだけが仕事になってしまうよう

なことになってもいけませんので、今おっしゃられたような、できるだけ平群

町にとってタイムリーなテーマを絞って、南都銀行とも協定できていけたらな

というふうに考えます。  

 それから、三つ目の質問でございます。郵便局とのことでございますけども、

確かに三つの郵便局の中でもそれなりに、それなりにというんか、あまり成果

というんですか、はっきりと見えたものはなかなかない状況でございます。そ

んな中で現在、最初の答弁でも申し上げましたけども、日本郵便株式会社と全

体との包括連携協定というのもちょっと話がございまして、まだ全然具体的に

まとまったということでないんですが、少し提案いただいてる内容をちょっと

簡単に言いましたら、ほぼ今、三つの郵便局でやってることについては内容的

に継続するようなことでございます。  

 それ以外におきましては、もらってる中では地域経済活性化に向けた支援と

してふるさと小包にカタログやチラシを全国の郵便局に展開するということ

で、平群町の地域商品ＰＲの販路拡大をするというこういった提案もございま

す。また、移住サポートとして移住定住希望者への地域の習慣や文化を案内す

るといった提案、それから、未来を担う子どもの育成に向けた支援として郵便

局の見学会や職場体験、さらには地域住民の利便性向上に向けた取組としては

郵便局での各種証明書やバス回数券等の販売など、そういったメニューですね、

郵便局のほうからはそういうメニューを今、提案を頂いて、事務者レベルで協
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議をしているというところでございます。  

 以上でございます。  

○議  長  

 下中議員。  

○１１番  

 ３年度の予定事業については、先ほど川西部長言われたように、令和２年度

の取組状況プラス、私、申し上げたような平群ブランドの販路拡大等を継続し

てやっていくということですけねけども、これはよろしくお願いしたいと思い

ます。  

 ただ、これもね、仮に特産品、平群ブランドの販路開拓となっておりますね

けども、これの企画提案とだけしかなっておりませんのでね、その辺、具体的

にどのようにやってもらえるのかね、その辺がちょっと見えてこないのが残念

ですねけども、いろいろ四つも五つもありますねけども、ちょっと一つだけね、

この特産品や平群ブランドの販路拡大について具体的にどのような策がしても

らえるのか。もし分かればそれをお答え願いたいと思います。  

 それと、川西部長言われたように定期的な会合、これは私、必要やと思いま

すので、今年度、半分は過ぎてませんけども、テーマを絞って年一、二回、定

期的な会合をして、実のあるものにしていくということが大事だと言われてお

りますので、これはテーマは何でも結構ですねけど、何か一つテーマを絞って

やっていただきたいと思います。  

 それと、他の金融機関ということで、ちょっと信金の件ね。信金、町内は二

つありますけど、これは特段に連携に向けた動きもないし、そういうこともな

いねけども、相互の情報共有だけやってるということですねけども、万が一そ

ういう動きがあるのかないのか。中信のほうか、奈良信のほうからか話がある

のかどうか知りませんけどね、そういうような場合、南都銀行のようにやっぱ

り一緒にやっていこうというようなお話があればそれに乗っていくというと語

弊ありますねけども、連携をしていくというお考えがあるのかないのかをお聞

きいたします。  

 それと、郵便局ね。これは確かに大事なことで、町内３郵便局の締結はその

まま維持して、さらに大きい日本郵便との提携ということですねけども、これ

についても具体的に移住とか未来の子どもたちとか、郵便局で行われる事業と

か、また郵便局の施設見学とか、いろいろ言われましたけども、そういうこと

もいろいろ含めてね、連携協定を結んでいただくようにお願いしたいと思いま

すが、その２点だけちょっとお願いします。  

○議  長  
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 総務部長。  

○総務部長  

 ２点再質問いただきまして、具体的な販路の開拓ということでございますけ

ども、南都銀行との連携協定の中で南都さんとこの件についてどう協議してい

るかということにつきまして、申し訳ございませんが、具体的な策を持ってる

わけでないところでございますけども、こういった協定もありますので、いろ

んな面で本町のいろんな課もありますんで、そことも確認しながら対応してい

けたらと思います。  

 それから、二つの町内の信用金庫との動きにつきましては、特に連携協定の

動きは今現在あるわけではございません。それと、そういう話があったら対応

するのかということで、もちろん町内の信金さんとも良好な付き合いをしてい

かなあきませんので、そういった話があるならばもちろん連携についても前向

きに検討して協議していきたいと考えております。  

○議  長  

 下中議員。  

○１１番  

 ちょっとたまたま特産品の例を出しましたけれども、こういうのも企画提案

と、それはそれしか言いようないと思いますけれどもね、やはり、具体的な成

果も上がるように今後とも一生懸命、交渉もしていただいてね、何とか力にな

っていただくようによろしくお願いしたいと思います。  

 それと信金については今のところは動きはないということですねけども、そ

ういう動きがあればきっちりと対応していくということですので、どのような

動きがあるのかどうか分かりませんねけども、もしあれば、部長言われたよう

にきちっと対応していってほしいと思います。よろしくお願いします。  

 それと、ちょっと町長に聞きますねけどね、今、川西部長が言いました日本

郵便と、かなり大きな母体ですねけども、との提携ということで話があるとい

うことですねけど、その点について町長のほうからちょっと考え方、ありまし

たらよろしくお願いします。  

○町  長  

 それでは、下中議員の質問にお答えさせていただきます。  

 今いろいろ民間との連携というような形で御提案を頂きました。確かに南都

銀行と３郵便局の連携協定を結んでおります。今回新たに日本郵便としての地

域にある郵便局と継続的に地域の方に向けた活動が行うことができるように包

括連携協定に向けた締結を進めております。また、今、信用金庫というふうに

言われたんですけども、現在結んでおりませんが、平群町内にある事業者、金
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融機関との連携をすることで企業の知恵や経営のノウハウ、企業の持つ情報ネ

ットワークを活用した平群町の施策やまちづくりに生かすことができるよう

に、日本郵便等についても連携を進めていきたいというふうに考えております。 

 以上です。  

○議  長  

 下中議員。  

○１１番  

 町長のほうから今、日本郵便についても地方活性化に向けて提携に向けて進

んでいきたいということがございました。また、信金についても町内の金融機

関でありますので、いろいろなネットワークも生かしていって、協定があるか

どうか分かりませんけれども、その点についても十分に対応していくというこ

とであります。今後ともやはりこういう町内の金融機関ともきちっと提携を結

んで、先ほどありましたように持続可能なまちづくりのために頑張っていって

ほしいと思います。  

 以上で私の一般質問を終わります。  

○議  長  

 それでは、下中議員の一般質問をこれで終わります。  

 １０時１５分まで休憩をいたします。  

（ブー）  

休    憩  （午前１０時０３分）  

 

再    開  （午前１０時１５分）  

 

○議  長  

 それでは、休憩前に引き続き再開いたします。  

（ブー）  

○議  長  

 発言番号２番、議席番号９番、山田議員の質問を許可いたします。山田議員。 

○９  番  

 議長の許可を頂きましたので、通告に基づいて質問させていただきます。町

当局並びに町長のお考えをお聞きします。  

 平群町道の駅のさらなる活性化と情報発信について、３月議会に引き続き、

駅周辺整備事業と町財政状況について、以上、大きく２点についてお伺いいた

します。  

 まず１点目は、平群町道の駅のさらなる活性化と情報発信についてお伺いし
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ます。  

 道の駅は、情報発信の基地として、観光促進、地元産野菜の販売促進、もっ

と言えば、定住促進等まで地域活性化の拠点としての役割の充実をますます期

待する施設でもあります。数年前、視察研修に伺った道の駅「但馬のまほろば」

では２０１４年度に年間約２００万人が訪れ、売上げは８億円超え、２０１５

年９月には道の駅ランキングで全国２位に選ばれ、さらなる集客につながって

いるとのことでした。２００６年の開設以来、特に評価を得た取組は、日本３

大ネギの一つである朝来の岩津ネギの普及に努め、名物化したことや、但馬地

域の有名店と連携したイベントなどを企画し、地域ブランドの掘り起こしにも

努めてきたとのことでした。そのほか、情報発信拠点としての取組も強化され、

地域の空き家情報や就労情報も発信していることや、その他、地方の道の駅と

も連携を図り、お互いにそれぞれの産品を置くなどして、産地交流を進めてい

きたいとのことでした。  

 平群の道の駅の今後の指標として、さらなる町の情報発信拠点として「但馬

のまほろば」のように、観光案内以外にも地域の空き家情報や就労情報も発信

すると一時休憩的利用目的施設でなく、一定時間滞在型利用目的の施設を目指

す必要もあると考えますが、そのことについて今後の課題としてどのように考

えていただいているのでしょうか。  

 現在、道の駅は、ふれあい広場の改修による外部店舗の売上げ増やかき氷、

古都華パフェ等の話題性や品質向上、「古都華の聖地」というキャッチフレーズ

を掲げ、商品価値に対する工夫をされる等、これまで以上に大変盛況であるよ

うに聞いています。しかし、その反面、町内外の方々からは、とれたて市の品

数が少ないので午前中になくなる、朝一番しか農産物がないなどの午後には品

物が少ないという声が多く寄せられていると耳にしています。利用者からのア

ンケート調査も実施されたと聞いていますが、どのような意見が寄せられてい

るのでしょうか。品数が少ないと来客数、リピーターの減少傾向になってくる

ことにつながり、売上げの低下という結果にもなってくると思われます。  

 しかし、道の駅とれたて市はスーパー形式のように、店舗側が発注するシス

テムではありません。生産者組合が主導となり、製品を提供するシステムです

が、出品者の高齢化や後継者不足等の問題もあるのかもしれませんが、何らか

の手だてを講じる必要もあると思います。どのようにお考えでしょうか。  

 一つの対策として、相乗効果を上げるためにも、これまで比較的出品の少な

い品種等については、補足的に近隣自治体の生産者からの出品受入れも視野に

入れ、検討していく必要もあると思われますが、いかがお考えでしょうか。  

 次に、ここ数年の農産物の売上げ状況について、年度別の売上げ出荷数並び
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に売上額及び来客数はどのようになっているのでしょうか。また、売上げに対

する道の駅への還元率はどのようなシステムになっているのでしょうか。法人

格と個人では少し差異があるように以前、耳にしました。全て同率ではないの

でしょうか。  

 数年前、道の駅に出品されている小菊に対して「平群の小菊という割にあま

り良い品質とは思えなかった」と言われたことがあります。品質向上のための

品質管理及び衛生管理の手法はどのようにされているのでしょうか。平群の小

菊ブランドとしての商品価値管理はどのようにされているのでしょうか。  

 昨年１１月に実施された広場の改善は大成功だと思います。今後、駐輪場の

改善を実施していくと耳にしていますが、その他の改善等、改善必要箇所はど

のようになっているのでしょうか。  

 そのほかライトアップ、イルミネーションはこれまでも実施されているよう

ですが、これまで以上の規模を１２月限定で行い、少し難しいかもしれません

が、クリスマスシーズンのレストランの予約限定夜間営業等も実施すれば、話

題性もあり、知名度もますます上がる要因になると考えます。御検討いただけ

ればと思いますが、いかがでしょうか。  

 大きな２点目は、３月議会での駅周辺整備事業と町財政状況についての質問

及び答弁について、平群駅西土地区画整理事業に関連する財政出動と町財政状

況について、整理して再質問したいと思います。  

 １点目は、駅周事業完了後の現状分析についてお伺いいたします。  

 平群駅西土地区画整理事業の事業目的は、土地開発公社の抱えた土地の処置

や、丘陵地の住宅開発に比べ、道路、公園、駅前広場などの都市基盤が立ち後

れており、防災面、環境面で問題の解消、また商業施設が停滞傾向にあるため、

地区全体も停滞傾向にある状況の中で、駅前広場を含めた道路網の整備、公園

の整備等、都市基盤整備を行い、良好な市街地の形成を図り、かつ商業の活性

化を図ることを本事業の目的とすると聞いていました。  

 しかし、実際はどうでしょうか。ただきれいになっただけで、事業地内の居

住人口が増加した様子もなく、税収増にもなっていない状況で、人が張りつき、

活気あふれる町並みになっていない状況です。事業目的は半減しているように

感じるのは私だけでしょうか。土地評価額は減歩されても変わらないが、土地

利用が促進され、人口増となり、税収が上がると聞いていました。しかし、途

中で公共敷地取得が増え、方向性が変わっていってしまったのか、現在の状況

になってしまいました。  

 公共用地を増やすための駅周事業とは、少なくとも私は聞いていなかった。

当初計画にもなかったとのことですが、現実には事業前の役場、学校や土地開
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発公社用地の道路、公園以外の公共用地は約２万６，０００平方メートルであ

り、平均減歩率２５．６％を乗じると約１万９，３００平米となってしまうは

ずが、現在の公共用地約３万６，０００平米に対し、約１万６，７００平米増

加したことになり、そのうち文化センター用地が約１万平米となっています。

そのため、事業地内の公共用地を除く宅地等の面積は、事業前では約７万５，

０００平米で、現在約４万７，０００平米となり、約２万８，０００平米の減

少となっており、道路等の拡幅や公園、駅前広場の設置で公共用地が約１万１，

３００平米、その他の役場用地が約１万６，７００平米増えたことも要因とな

っています。  

 税収から見たとき、土地の固定資産税の収益は上がる見込みだと聞いていま

した。ところが、事業地内全体の税収は事業前の１，３６７万円が事業後には

１，２５９万円となり、１０７万円の減となっています。課税対象面積が減り、

税収増になっていないことについて、予定どおりなのかどうかも含め、どのよ

うな見解をお持ちですか。  

 次に、駅周辺整備事業に対する用地取得に関する町の負担についてお伺いし

ます。  

 事業に伴う用地取得費の合計が３３億５，５００万円。事業当初から予定し

ていた土地開発公社用地分の土地買戻し額、当初からの計画は平成２０年度と

２１年度で１２億８，５００万円で、当初計画からは予定していなかった学校

用地や文化センター用地等の土地取得費は約２０億７，０００万円。その財源

内訳は、国庫補助金約２億７，０００万円、起債充当額約１４億４，５００万

円、町単独負担額約３億５，５００万円であると思われますが、このことにつ

いては間違いはありませんか。  

 また、保留地処分の組合に対する損失補償の限度額は５億円であり、最終的

損失補償はこの６月議会で提案された補正予算を含み、２億５，７００万円に

なる見通しですが、特に当初から計画、予定していなかった土地１万６，７０

０平米を約２０億７，０００万円で購入したとなると、土地単価は平米１２万

３，９５０円となり、保留地売却の平均単価、平米７万２，１００円と比較す

ると、その単価の差額が平米５万１，８５０円となり、全てを民間売却してい

たとすると８億６，５００万円の損失補償金になってしまっており、総額１１

億２，３００万円の損失補償同様の手だてであるという考え方はあまりにも乱

暴な考え方でしょうか。町長の見解をお聞きいたします。  

 ４点目に、駅周辺整備事業に対する町の負担額についてお伺いします。  

 駅周事業に関連する町の負担額は事業補助金約３１億６，０００万円、うち

地方債約３０億６，０００万円、土地取得費２０億７，０００万円、うち地方
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債約１４億４，０００万円で、合計約５２億３，０００万円、うち地方債約４

５億円かかっています。その上、文化センター建設費は約１７億円、うち地方

債約１４億６，０００万円で、合計すると６９億３，０００万円、うち地方債

５９億６，０００万円の負担額となっています。  

 また、公債費残高を見たとき、平成３１年度、令和元年末の公債費残高は１

５１億３，４００万円に対し、平成２２年度から平成３１年度、令和元年の１

０年間の起債額は１４８億１，３００万円であり、償還額合計は１１１億８，

６００万円で、起債額のほうが償還額より３６億２，７００万円も多くなって

います。ただし、この中には過去からの負の遺産である土地開発公社用地の買

戻しに伴う起債額１９億２，１００万円や、ゆめさとこども園開園に伴う起債

額１１億６，５００万円、平群小学校大規模改修工事に伴う起債額５億１，３

００万円と重要政策も含まれていますが、結果的には起債額が償還額を大きく

超える多大な借入金をつくってしまう結果となってしまい、実質公債費比率が

１６．１％の県下ワースト２位、令和元年度、平成３１年度決算で将来負担比

率が２４１．３％で、夕張、宮津に次いで全国ワースト３位、後ろから３番目

という結果になっています。  

 公社の清算以外の文化センター建設関連や駅周事業関連での起債額が償還額

を大きく上回っていた状況について、これまでの町政の在り方も含め、この現

状についてどのようにお考えでしょうか。また、３月議会では公債費について

「公社の清算や文化センター建設など、将来に向けたまちづくりへの投資であ

る」との答弁でしたが、本当に将来投資だとして、将来展望も見据えた計画だ

ったのでしょうか。それでは、このような財政状況も予測の上、想定内の結果

だと言えることになると思われます。  

 私は現在の場所への文化センター建設には反対をし続けましたが、現在の場

所に文化センターが本当に必要だったのか、庁舎用地は必要だったのかは今で

も疑問です。駅周事業終結のため、文化センター用地を購入しなければ駅周事

業の終結は見えなかったのか、今でも疑問ですが、見解をお聞きします。  

 以上、大きく２点について明確な御答弁をお願いいたします。  

○議  長  

 事業部長。  

○事業部長  

 まず、大きな一つ目の道の駅に関する御質問です。  

 道の駅の活性化と情報発信について今後の課題はということなんですが、道

の駅くまがしステーションにおける情報発信については、農業振興と観光振興

が本旨でありまして、活性化につながるものと考えております。特にマスコミ



 

－１１０－ 

への情報発信について力を入れており、読売、産経、毎日、朝日、日経、奈良

新聞、読売奈良ライフ、月間奈良、ＮＨＫなら放送、奈良テレビ、ぱーぷる、

ならどっとＦＭなどに取り上げていただいております。直近では、今週６月２

６日の土曜日、奈良テレビにおきまして、夜９時半から「加藤雅也の角角鹿鹿」

という番組で平群町の特集を取り上げられております。道の駅、信貴山、バラ、

小菊、それから町内の古墳などが紹介される予定です。よろしければ見ていた

だきたいと思います。  

 こういった情報発信の効果として、例えば、イチゴ古都華といえば平群町と

いったイメージの定着がされており、とれたて市場では古都華を買い求める来

客が開店前から列をなすということも見受けられておりました。また、観光振

興に関しては、ＷＥＳＴ  ＮＡＲＡを中心として近隣１市５町を巡る日帰り旅

行商品や宿泊商品の開発を行い、滞在型観光の拠点として道の駅を位置づけて

いく考えであります。  

 次に、とれたて市の利用者からの声と品数不足の対策はということですが、

とれたて市について、アンケートで利用者の声を把握しております。やはり午

後からの品数の少なさについて、「遠くから来たのにがっかりした」とか「もう

来ない」といった厳しい御意見が多く寄せられています。  

 こういった状況から、生産者との懇談会を行い、なぜ午後から必要な品数を

納品できないのかという理由を聞き取りしたところ、朝に納品する際、午後か

らの販売量も見越して多くの品物を納品したり、午後から追加納品した場合、

売れ残ったものをまた夕方に引取りに来なければいけないのが負担になるとい

う声が多かったようです。よって、売れ残り品を引取りに来なくても済む方法

を探っているところでありまして、翌日まで野菜を保存するためには野菜の鮮

度を保つ冷蔵設備の設置などを今年度内に検討したいと考えております。  

 また、生産者の努力、出荷方法の改善、冷蔵設備の設置などを実施してもな

お出荷品数が不足する場合については、平群町外の近隣市町などからの出荷に

ついても検討する必要があると考えております。とれたて市はくまがしステー

ションの集客の要でありまして、午後からも豊富に農産物が出品されていると

いう状態にすることは、最重要課題と考えておりますので、よろしくお願いい

たします。  

 次に、出荷数、来客数の現状についてですが、出荷点数の比較では、平成２

８年度を１００％とすると令和元年度が９２．６％、令和２年度はコロナの影

響で８８．５％と大幅に減少しております。来客数も若干の減少傾向にありま

すが、売上げについてはイチゴ古都華の販売額に支えられて、平成２８年度と

の比較では令和元年度は９５．９％、令和２年度は９７．３％といった状況で
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す。  

 生産者からの手数料率についての御質問ですが、売上額に対する生産者から

の手数料率に関しては一律１５％としております。  

 小菊の品質管理についての御質問ですが、ブランド名である「平群の小菊」

というのは、ＪＡに共選出荷され、一定の規格基準を満たした良品に対してつ

けられる名称です。一方、平群町内で作られた小菊は言葉の上では平群の小菊

と言えるわけです。とれたて市場に出荷される小菊はＪＡの規格基準で審査さ

れたものではありませんから、品質にはばらつきがあり、品質の悪いものにつ

いてはブランドとしての「平群の小菊」に対するイメージダウンを与える心配

もあります。  

 とれたて市場では小菊に限らず、出荷品の品質管理については生産者に任せ

ておりますが、陳列している商品の中に劣化が見られる場合は職員が陳列から

外すということを行っております。しかしながら、出荷納品時点で品質に難が

あるものもまれにあり、売値に見合ってないこともありますので、こういった

ことのないよう、生産者任せにしない厳密な選定も必要になると考えておりま

すが、生産者の意識改革も併せて必要と考えます。  

 今後における施設の改善必要箇所はとの御質問ですが、建物の屋根と外壁塗

装については今後必要と考えております。外部トイレについては築年数も古く、

老朽化しておりますので、将来的には建て替えたいと考えております。当面は

照明、洋式トイレへの改修、換気扇の増設などについて、奈良県に要望してい

るところです。とれたて市では葉物野菜などの保管に適した設備の増設が必要

です。また、建物内での密を避けるため、外部の広場を整備しましたが、これ

は大変好評で、利用客の憩いの場所となっております。最近ではキッチンカー

の出店の希望が多く、全ての出店に応えられない状況ですので、キッチンカー

スペースの増設にも取り組みたいと考えております。  

 次に、ライトアップ、イルミネーション、それとレストランの夜間営業につ

いての御質問ですが、現在ライトアップは行っておりませんが、イルミネーシ

ョンについては一部広場において年中実施しております。また、１２月にはク

リスマス仕様でツリーの電飾などを追加し、にぎわいを演出しているところで

す。  

 次に、レストラン「ｈａｎａｎａ（ハナナ）」は６月１日より平日を休業とし、

土日祝祭日のみの営業としております。これは、大阪などの緊急事態宣言や奈

良県緊急対処措置が発令される中、来客数が大幅に減少しており、特にレスト

ランの売上げが大幅に落ち込み、４月については１か月に３０万円程度の赤字

営業となったための措置です。なお、７月１日からは平日も通常営業を再開し、
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午前１１時開店、午後５時閉店とします。  

 また、コロナ禍が終息し、通常営業となったとしても、そもそもレストラン

での利益率が低いため、今後の営業方法については改善が必要であると考えて

おります。コロナ禍の状況にあっても売上げに影響が少なかったファストフー

ドの強化を考えているところですが、夜間営業に関しては飲食業界全体を見て

も落ち込みが顕著であり、もともと道の駅での夜間営業に対するニーズが低く、

レストラン以外の夜間営業も含めて人件費に見合う利益を見込めず、困難と考

えるところです。  

 以上、よろしくお願いします。  

○議  長  

 山田議員。  

○９  番  

 それでは、何点か再質問させていただきます。  

 まず１点目から、農業振興と観光振興が道の駅の本旨であるという御答弁を

頂いたんです。確かに設置条例にも農業の振興という方面での設置目的になっ

てるんですけどね、せっかくの人が集まってくる平群の道の駅という、ある意

味、それ、有名なブランドになってるんで、ちょっと片隅にでも空き家情報で

も載せていただいたらなあという思いなので、これは本来、今いろいろ頑張っ

ていただいてる目的も達成しなければならないのでね、今後の参考として、ま

た検討いただければと思いますので、御答弁結構です。  

 それから、２点目ですが、売れ残り品を取りに来なくても済む方法を探って

いるところであるということで、翌日まで野菜を保存するためには野菜の鮮度

を保つ冷蔵設備の設置など検討したいということですが、確かに行っても品物

がない、もう午後から品物がないということで、もう二度と来ないという意見

もあったみたいな話でですね、せっかく道の駅へ来るために、それが一番の目

的として来ていただいてる方々にとっては非常に残念なことであって、それを

ニーズがあるということもやっぱり供給として応えていくためにはそういった

設備。ただ、また出す側にとっても何度も手間をかけて、出しては引き上げる

ということで、売上げについてもいろんな方がおられると思うんですよね。そ

れで生計を立てるまではいかないですけども、それが農業を主体としてやられ

てる方、その売上げで生活が成り立ってるんじゃないという方もおられる中で

それだけの労力が、お願いしてもそこまでの労力を費やすこともままならない

という方にとっては毎日毎日大量の物を出しては、時には天候によっては大量

の物を引上げていかなければならないということの労力を考えると、お客さん

のニーズに応えるためにそれをどうするか。また、出品者側にとって、お客さ
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んのニーズに応えるためにいかに労力を省くかということが相乗効果として、

道の駅のますますの繁栄といいますか、活性化につながっていく一つの大きな

要因にもなると思うので、その辺は生産者組合ともしっかりと協議した上で検

討していただくということは今後のためにも大いにいいんじゃないかなと思う

ので御検討いただきたいと思います。  

 それから３点目ですが、売上げですが、いろいろと部長、比較していただい

て分かりやすくなっているんですが、この令和２年度の平群町活性化センター

の事業報告にも売上げや利用者数が明記されているんです。コロナ禍の中です

が、令和２年度は元年度に比べてとれたて市の売上げが増えた。これは古都華

の人気もあってのことだということの御答弁ですが、やはり人気のある部分は

伸ばしていただいて、それに付随してほかの野菜ももっと売れる、もっと集客

できるようなそんな施設になっていくように、大変御努力いただいてるんだな

というふうに感じました。これもこれで結構です。  

 ４点目ですが、還元率なんですけど、以前ね、バラ組合のほうで出品しよう

としたときに、組合としての法人格は２０％頂きますよという生産者組合で、

そういうお話を聞いて断念をされたという経緯も、もう何年か、かなり前です

けど、ありました。そういう意味で個人は１５％、法人格が２０％だというふ

うに聞いてたんで、その点どうなってるのか。  

 今、法人格でも出店されている方がおられるのは確かで、その方々は聞くと

ころによると個人として出店されていると。今こういう状況の中で法人格を排

除するような動きというのはあまりよくないのではないかな。一律で１５％で

あれば１５％の還元率で進めるべきではないのかなと私個人はそう思うので、

今、現状一律１５％だということですが、その点について、過去の法人格に対

しての還元率というのはもうなくなったのかどうかも含めて確認をしたいの

で、再答弁よろしくお願いいたします。  

 ５点目ですが、生産者のブランドですが、生産ブランドですが、本当に私も

ショックです。私、今、小菊を見る目はあんまり持ってないんですけど、その

方はよく見られたのか、「平群の小菊とよう聞くねけど、行ったらそんなあんま

り大したことなかったわ」と聞かされたときにはちょっとショックでした。い

ろいろ小菊農家にも聞くと、専業として小菊農家で生計立てられてる方はあま

り出してないということも聞きましてね、看板にも、夏秋期日本一の平群の小

菊とか出てるので、どうしても来られた方はブランドの小菊だと思われますよ

ね。その辺についての品質管理をどうしていくのかということでこんな質問に

なったんです。  

 農薬の問題もありますし、いろんな、植物ですから問題もある中で今後も、
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衛生管理も含めて品質管理というのはどうしてるんだということが問われてい

く時代になってくる。ますます繁栄、繁盛というんですか、活性化というんで

すか、それを目指すと一緒にそれがついてくると思うので、今、御答弁の中で

は、生産者任せにしないで厳密な選定も必要になると考えている、農家生産者

の意識改革も必要と考えているという御答弁を頂きました。品質もあまりにも、

少し標準から低下するものは外しているとかいう御答弁もございましたけど

も、どのような意識改革というか、生産者の方々にどのような面で意識改革を

目指されているのか、再答弁をお願いいたします。  

 それから、あとは駐輪場の改革や外壁、屋根の改修も行っていきたいと、や

はりイメージというのも大切でございます。以前、予算委員会、何年か前にな

るんですが、トイレの掃除について私、意見を申し上げさしてもうたことがご

ざいました。いつ行ってもトイレの下がもうびしょびしょで、天井を見上げる

とクモの巣だらけで、変な話、おしっこしてたらクモが下りてくるんじゃない

かなと思いながら、上を見ながらおしっこせんといかんという状況だというこ

とで、もう少しお掃除をしっかりやっていただきたいという質問というか意見

を言ったときに、今は大変きれいな状況でございます。下がびしょびしょに濡

れている状況でもなし、クモの巣をいつも、どうしても張ったら取れるように

長い竹ぼうきも置いていただいてたりですね、そういったおもてなしといいま

すか、来ていただいた方が気持ちよくなっていただくということもこれ、大変

大切で、今は特にトイレなんかは高速道路のサービスエリアなんかでも、先進

国として大変トイレをきれいにするという、国の動向が見えます。そういう意

味では、トイレを快適に使えるようなそんな施設であって、イメージもしっか

りとよくなるような、そんな手だてを今後もしていっていただきたいというこ

とで、これは引き続いてのお願いということで、よろしくお願いいたします。  

 以上、２点かな、再質問いたします。よろしくお願いします。  

○議  長  

 事業部長。  

○事業部長  

 まず、再質問の生産者からの手数料率についてなんですが、くまがしステー

ションではあくまでも一律１５％ということでやらしていただいてます。ただ、

御質問にあったような話がですね、生産者の会の中で法人の手数料は高く設定

するというようなことが言われていたという話も確かにお聞きしております。

しかし、現在、いろんな農業者の方が法人化されておりまして、生産者の会に

加入されてる方も法人名で加入されてる方もおられて、これについても、手数

料率については１５％としておりますので、生産者の会の過去の話はあったか
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もしれないんですが、今後とも一律１５％ということで運営していこうという

ふうに考えております。  

 それと、生産者の意識改革ということでの再質問ですが、確かに道の駅の前

には小菊の大きな看板がありまして、それを見て中に入られて小菊を買われる

方ということもあると思います。そんな中でですね、きちっとした規格基準を

満たしたような小菊の品質ではないということで、これについてはかなり重要

視して、今後の品質改善につなげていきたいと思います。  

 また、生産者の意識についてですが、そもそも道の駅ができる前にテント販

売の青空市のようなものがございまして、これが起源となって生産者の会に続

いてるということです。青空市をやっていた頃といいますのは、やっぱり規格

が外れたような農産物であっても平群で作られた農産物を平群の人に消費して

もらうと、新鮮な物を消費してもらうんだということで喜ばれてたということ

で、あまり、もともと規格だとかいうことについてはこだわりがなかったわけ

です。ただし、新鮮で安い物を町内の人に消費してもらうというところからの

流れですが、ところがですね、最近は、当時はあまりなかったんですが、県内

にも農産物の直売所というのが各地にできております。そういった直売所では

新鮮で品質の良い品物が豊富に販売されているという状況です。  

 やはり消費者の立場に立った品物というのを、品ぞろえというのが非常に大

切になっておりますので、生産者の方にも他の直売所に見劣りしない品ぞろえ

が必要だということをしっかり考えていただいて、品質の向上に向けて意識を

高めていっていただきたいというふうに考えております。  

 再質問ではないですが、トイレについてですが、やはり道の駅に来られたお

客さんというのが、まずトイレを使われるということもあります。やっぱりト

イレの美しさというのは重要だと思いますので、できるだけ改善に努めたいと

いうふうに考えております。  

 以上です。  

○議  長  

 山田議員。  

○９  番  

 ありがとうございます。還元率というんですかね、還元率については一律１

５％で今は進んでいっているということなので、その辺は明確になるように、

今後、いろんな文言も含めて、書類も含めて整備していっていただきたいとい

うふうにお願いをしておきます。  

 それから意識改革ということも含めて、いろんな今後、今も生産者組合とも

いろんなお話をされているようですが、ある意味、せっかく平群の道の駅の野
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菜、古都華は、古都華ブランドとしても、野菜も新鮮でということの認識を頂

いているお客さんに対してですね、品数が少ないというのがやっぱりあまりに

も申し訳ないかな、せっかく来ていただいてるのにという。相乗効果としてほ

かのもんも買っていただけるんではないかという意味でね、やはり時期的、季

節的なこともあるんですが、例えばイチジクなんかも置いておられるんですけ

ど、品数もあまり多くないんでね、例えば、私の知る拙い知識では斑鳩のほう

ではもう大変イチジクも有名で行列ができるような農家の方もおられるんで

ね、平群町の道の駅で品数の少ないもんについては、あくまで道の駅です、活

性化センターですから、遠いところの産地の物を入れるんではなしに、例えば

生駒郡内の農家の限定して、物であるとか、生駒郡生駒市の農家の物であると

かいうのもですね、品数をそろえるという意味でも、平群町の品数の手薄な部

分について補足してもらうとかいう意味でもですね、その辺のことも今後検討

いただきたいと思います。それは答弁結構です。  

 それから最後の７番目のライトアップ、イルミネーションなんです。あえて

先ほど触れませんでしたけど。おっしゃってることはよく分かります。ただ少

し残念ですけど。私たちはね、利益目的ではなく話題づくりとして、知名度ア

ップとしてですね、若い人たちに「あそこの道の駅がすごいイルミネーション

だぞ」という、１２月限定でもね、そんな話題づくりも少し考えていただきた

いなと。当然、利益目的じゃないので、夜のレストランなんていうのは本当に

話題づくりで人が集まってくるような、予約すればクリスマス２日間限定で食

事ができる。条例的には９時から７時までの開館時間というのは決まってます

けど、特に町長が認めればこの限りではないという文言もございますし、今後

ですよ、今すぐではなしに今後、そういうイルミネーションも含めてやって、

順次検討いただきたいなと。  

 せんだっての６月６日でしたっけ、サプライズの花火も大変、住民の方々か

らも好評で、よかったというお話を聞いています。いろいろ御尽力いただいた

方には本当に感謝を申し上げる次第でございますが、そういった話題づくり、

うちの町に来ればこんなものがあるよというような話題づくりも必要ではない

か。そういう意味では、通告しておりませんので答弁は結構なんですけど、私

は平群の駅にもイルミネーションを１２月限定で高々と上げるということも町

長、検討いただきたいなと。疲れて帰ってきて、財政厳しい平群町というイメ

ージの中でもちょっとほっとするような、人がそれを鑑賞しに見に来るような、

そんなものが行政主体であってもいいのではないかなというふうな感じもいた

しますんで、９月議会の補正予算には検討いただいてですね、１２月には実行

できたらいいと思いますので、御検討いただくことをお願いをいたしまして、
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この件についてこれで結構です。  

○議  長  

 事業部長。  

○事業部長  

 それでは、大きな二つ目の御質問の駅周辺整備事業について、その中の一つ

目ですね、町財政状況についての御質問にお答えいたします。  

 まずですね、公共用地についてですが、区画整理事業では道路用地や公園用

地が増えるのは当然のことですが、議員お述べの公共用地で非常に面積が増え

たというのは文化センターと役場庁舎用地、小学校用地のことだと存じます。

これにつきましては、言うまでもなく事業着手時点での計画にはなく、事業途

中で発生したものですから、当初計画と比べれば予定どおりではなかったとい

うことになります。  

 結果として事業前と事業後での面積については、道路・公園等が８，９５７

平米から２万６１４平米が増加し、２万９，５７１平米となり、文化センター・

庁舎用地及び小学校用地は２万６，５１９平米から９，６５８平米増加して、

３万６，１７７平米となっております。  

 なお民有地では８万７，５９９平米から３万２４２平米が減少して５万７，

３５７平米となりました。民有地面積の減少分については、減歩により公共用

地を創出したことと、経済状況の変化や土地価格の下落などの影響で、当初に

予定していました大手デベロッパーなどの集合住宅や商業施設の建設が進まな

かったことが原因であり、結果として文化センター・庁舎用地などの公共施設

用地が増加したものです。  

 ただし、この文化センター・庁舎用地というのは損失補償のような形ではな

くですね、町の財産、町民の財産として後々まで残るものとして用地買収をし、

公共施設として今、現、あるわけです。よって税収面においては用地面積の減、

土地価格の下落などの影響で減少したものでありまして、当初予測とは乖離は

生じておりますが、将来的には住居家屋などの町並みがもう少し形成されてい

きまして、税収面でも若干改善されていくものと考えております。  

 小さな一つ目については以上でございます。  

○議  長  

 総務部長。  

○総務部長  

 それでは、山田議員の大きな２項目めの２点目以降について答弁させていた

だきます。  

 ２点目の駅周事業に対する用地取得と町負担についてでありますが、これに



 

－１１８－ 

つきましては、数字を述べていただきまして、議員述べられた数字ということ

で間違いございません。  

 それから、３点目についてでございます。当初計画に予定のなかった用地取

得費と保留地処分に係る損失補償金についてでありますが、当初予定のなかっ

た用地取得費２０億７，０１２万１，０００円に、増えた面積１万６，７００

平方メートルで単価を算出すると議員お述べの平米単価、平米当たり１２万３，

９５９円となります。また、増えた面積１万６，７００平方メートルが全て民

間売却となったとすると現在の保留地売却単価の平均との差額は平米当たり５

万１，８５０円となります。しかしながら、保留地処分に係る町の損失補償の

限度額はあくまでも５億円であります。仮に組合事業において民間売却し、総

額１１億２，３００万円の損失が出たとした場合においても、町として補償で

きる限度は５億円であるというふうに理解しております。  

 続きまして、４点目の平群駅周辺整備事業の事業執行、また、それに関連し

た事業により多額の起債を発行し、そのことが町の将来負担、公債費を引き上

げた原因であることへの認識についてですが、土地開発公社の清算や駅周事業

により整備された駅前街区に文化センター建設するなど、将来に向けたまちづ

くりへの投資であったと認識しております。  

 この駅周辺整備事業は組合施行の事業としてスタートしたものの、本町の玄

関口である平群駅前の中心市街地を整備し、平群町の活性化につながることを

目的に町主導で事業がスタートしてきました。この事業の成果により町の活性

化が図られなければならないと考えております。  

 特に文化センター建設についてですが、整備構想の段階から現状の未耐震で

あり、老朽化も進み、バリアフリーにも至っていない旧の中央公民館や手狭な

旧の図書館を思うと、できるだけ早い時期に全町民の皆様の利便性や駅周事業

との相乗効果の観点から駅前広場周辺での立地をしていくとしてきました。た

だし、建設時期につきましては、町の財政状況を見極めて実施するとしてきた

ところでございます。  

 現在の厳しい財政状況については、平成２９年１０月に策定しました第２次

財政健全化計画の取組を行いましたが、今なお多額の地方債現在高と１１億円

を超える元利償還金を抱える状況であることから、健全化を確実に実行するた

め、緊急財政健全化計画の策定に至ったところであります。  

 このように、町の取り巻くまちづくり環境と財政状況は切り離して考えてい

くことができないため、今後も行財政改革を推し進め、一日も早く財政が健全

化するように取り組んでまいりたいと思っております。  

 以上でございます。  
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○議  長  

 山田議員。  

○９  番  

 では、再質問をさせていただきます。  

 １点目については現実的に、３月の質問でもしましたが、事業前の収益から

いうと１０７万円の固定資産税の減収になっているというところですが、将来

に、当初予測との乖離は生じているが、税収面でも若干改善されていくものと

考えているとの御答弁を頂きました。３月議会でも、令和６年度課税より文化

センターが路線価に反映されるために税収効果が期待できると、固定資産税自

身も上がる可能性を期待できると、政策ということの御答弁を頂きましたが、

政策としてどうであったのかということもお聞きしているので、なかなか部長

の答弁でも限界があるのかなと思います。４点目でも同じようなことを聞いて

いますので、１番目についての答弁は先ほどの答弁で結構です。  

 ２点目がそのとおりであるということで、それも結構です。  

 ３点目は、確かに私、大変乱暴な言い方をしています。もちろん全てが民間

売却されていればということでなると、そういう１１億２，３００万円の債務

補償になっていく結果になってしまうんですが、５億円以上の債務補償はでき

ないので、それであれば、売却できなければいまだに駅周が終結できない、解

散できないという状況に陥ってしまうということも含めてね、極端に考えてれ

ばこうなってしまいますよということなので、これについてはもうこれで結構

です。  

 ４点目です。文化センター・庁舎用地は将来に向けたまちづくりの投資であ

るという御答弁ですが、本当にそうなのかなという気がします。本当に投資と

して片づけてしまうのであれば、現在の財政状況というのは覚悟の上、計画ど

おりやったということになってしまうわけですよ。確かに今年度、財政は少し

好転しましたが、恐らくそうしなければならないという状況もあったことは一

定理解しますよ。でも、それが私たちには分からない。私たちという言い方は

変ですね。私には分からない。いまだに分からない。本当に覚悟だったんです

かということを後で町長に聞きたいと思います。  

 あと、この事業の成果によって町の活性化が図られなければならないと考え

ている、まさにそうなんですが、ただきれいになっただけで、駅周事業は無事

完了しますが、本当に当初の目的どおりになったのかどうか。当初の目的どお

りでなかったら成功と言えるのかどうか。ある意味ですよ。完了したことは成

功と言えるんですが、町の当初のもくろみとして初めと変わってきたんではな

いかというふうな気がします。  
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 お聞きしたいのは特に文化センター建設についてですが、ということで「全

町民の利便性や駅周事業との相乗効果の観点から駅前広場周辺での立地をして

いくとしてきた」と。いつからですか。当初はなかったわけですよね。今の答

弁ではいつからそういうふうになったのかということもなかったので、いつか

らそういうふうに変わったんでしたっけ。そのことについて、１点だけお聞き

して、また再度、町長にお聞きしたいと思います。  

○議  長  

 総務部長。  

○総務部長  

 今御質問いただきました文化センターの建設につきまして、整備構想の段階

からという、先ほど私、答弁させてもらいました。  

 いつ頃からかということでございます。振り返って少し確認をさしていただ

いた中ではですね、私どものほうで住民説明会というのを前町長のときから行

っております。それを見てますと、平成２２年度に説明さしていただいた中に

は「図書館併設文化センターは駅周辺事業区域内で検討とされており」という

ふうな部分がございます。それから、２３年度の住民説明会におきましては「駅

前広場周辺での立地検討」と書かれており、時期については「財政状況を見極

めてできるだけ早い時期に」というふうに書いておりますので、この時期だと

いうふうに認識しております。  

 以上です。  

○議  長  

 山田議員。  

○９  番  

 平成２２年の住民説明会からそういう話が出てきたということなんですけど

ね、本来はもう少し、私も過去にも一般質問はさせていただきましたけど、今

の保留地の処分金額ではデベロッパーが参入できない、共同住宅を立地誘導、

建設できないということも指摘をしました。そのためには土地の保留地処分を

どうするんだというときに私は提案したのはその損失額を町が補塡する、例え

ば坪３５万円だったのを坪２５万円で、坪２５万円、坪２０万円でないとマン

ション誘致、マンションのデベロッパーは参入しませんよということであれば、

例えば坪１０万、１５万のそんな話もしました。３，０００坪に対して坪１０

万で３億円。そのことによって、投資をすることになるけども、そこに住み着

く住民の税収や固定資産税も含めると、１０年、２０年でその分は元、返って

きますよという質問もさせていただきました。でも、そのことについては、財

政的な難しい問題もあったのか、検討すらしていただけませんでしたけどね。  
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 それを今さら言っても仕方ないんですけど、そういう意味でいくと、今、平

成２２年からそういうことになったということで、そのことを振り返っても仕

方ないんですが、そういうと本当に、町長にお聞きしたいんですけど、財政状

況から見て、この土地の取得というのは計画どおりだったのか。また、ある意

味、駅周事業を終結するためにはそうしなければならなかったのか。町長の見

解をお聞きしたいというふうに思います。  

○議  長  

 町長。  

○町  長  

 それでは、山田議員の質問にお答えさせていただきます。  

 平群町の財政状況の悪化につきましては、土地開発公社の解散、平群駅周辺

整備事業、文化センター・図書館の建設、庁舎用地の取得、学校用地の取得に

よる地方債の発行は町財政には少なからずとも影響を与えたことは否めない事

実であります。また、文化センターを平群駅周辺整備事業の進捗と併せて、中

央公民館が未耐震であり、老朽化する中、あすのす平群が手狭な中、住民の要

望が多かった複合的な文化施設や庁舎用地の確保はかねてからの課題であり、

平群町の中心地である平群駅前に文化センターの建設や将来の庁舎用地を確保

できたことについては町にとっては適切な措置であったと考えてます。  

 ただ結果として、地価の下落という要因により、事前に議決を頂いている中

ではありますが、多額の平群駅西土地区画整理事業への損失補償額を町が負担

せざるを得なかったことについてはおわびを申し上げます。  

 また、議員が述べられているとおり、同じような時期に必要なこども園や小

学校の整備との時期が重なる中で、多額の地方債と１１億円をも超える元利償

還金を抱える状況になったことについては反省すべきものと考えております。  

 その結果、実質公債費比率や将来負担比率が悪化し、県からの町財政に対す

る重症警報を発令されているのが現状であります。そういった反省も踏まえ、

今回、緊急財政健全化計画を策定し、起債の発行を抑制し、また経営支援によ

ります無利子貸付けへの借換えや繰上償還を検討するなど、将来の公債費の負

担軽減を図るなど、町の財政健全化に向けて不退転の決意で取り組んでまいり

ます。  

 以上です。  

○議  長  

 山田議員。  

○９  番  

 町長の言葉の中から今、文化センターの建設と将来の庁舎用地を確保できた
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ことは町にとって適切な措置であったというお言葉を頂きました。本当に適切

であったのかどうか、私も疑問ですが、いろんな財政的なことについてもおわ

びを申し上げますというお言葉もございました。  

 今、財政状況が厳しいこの状況というのは、私は決して岩﨑町長の責任であ

るということは申し上げていません。また、そういうふうにも思っていません。

強いて言うならばこれまでの歴代町長全ての責任であるというふうに、逆転の

考えをしますとね、そういうふうに思いますよ。いろいろなことの積み重ね、

土地開発公社の問題であったり、老朽化した施設を過去にも段階的に直してい

ないである、駅周事業も進めていった。それが責任を取るという問題での責任

ではなく、町長としての責任であったというふうに思います。  

 ただし、皆さんも御存じだと思いますが、平成１９年の町長選挙のときには

中筋町長が財政を悪化させたということを岩﨑町長は選挙の争点にされまし

た。そうなってくると、この公債費の高止まりは岩﨑町長の責任になってくる

わけです。ただ私、先ほど言いましたように責任を追及するわけでもないです。

岩﨑町長は土地開発公社の問題も対処もされましたよ。過去からの負の遺産を

町長が全て引きずっていかなければならない。そして、今の財政が厳しい平群

町があると。公社の問題も解決して、駅周辺整備事業も何とか解散にたどり着

きました。  

 これからの平群町、大変財政も厳しいですが、町長、先ほど不退転の覚悟で

ということでのお言葉を頂きました。今後はこのことを、駅周辺整備事業のこ

とも含めて、これを礎にして平群町をみんなで再建させていかなければならな

いと思います。町長、よろしくお願いをいたしまして、一般質問を終わります。 

○議  長  

 それでは、山田議員の一般質問をこれで終わります。  

 １１時３０分まで休憩をいたします。  

（ブー）  

休    憩  （午前１１時１６分）  

 

再    開  （午前１１時３０分）  

 

○議  長  

 それでは、休憩前に引き続き再開いたします。  

（ブー）  

○議  長  

 発言番号３番、議席番号１２番、馬本議員の質問を許可いたします。馬本議
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員。  

○１２番  

 議長の許可を得ましたので、大きく４点について通告をしております。行政

当局については、簡単明瞭な御答弁をよろしくお願いいたします。  

 まず１点目、デマンド交通についてであります。  

 市町村の裁量に基づいて、地域支援事業の一つとして、既存の公共交通機関

等では支援できない高齢者の交通弱者をデマンド方式で支える福祉事業として

実施されるようになりました。既存の公共交通の利用増を目指し、町の活性化

につなげる、また、本町の要支援認定者１・２、令和２年度１０月で約３８０

人、５．４％であり、全国平均に比較して高い状況であります。公共交通機関

を利用して健康づくりを目指し、重度化を防止するなど、導入に向けての基本

的な考え方であります。  

 そこでお尋ねをいたします。  

 まず１点目、前回の定例議会において、利用者登録証の交付は町が決定する

のではなく、６５歳以上の方々の自己判断にすべきである、また、運転免許返

納者も追加すべきと提案をいたしました。町は検討するとの御回答でございま

した。検討結果はどうなったでしょう。  

 ２点目、対象者約７，０００人の６５歳以上の方がおいでですが、利用登録

者数の予想はどのぐらい思っておられるか。  

 ３点目、町が提示されてる利用料金、１回３００円と設定されていますが、

運行経費は基本的に介護保険料１００％で運営されますので、利用料金は無料

とするのが本意であります。現在、要支援・要介護認定者など介護サービス利

用者負担は１割負担となっており、デマンドタクシーの運行費用も１割負担と

した場合、１回の利用料金が２００円となりますので、１回２００円に設定す

べきと思いますが、いかがでしょう。  

 ４点目、運行期日は月曜日から金曜日、土日祝日、年末年始は休業となり、

運行時間は午前９時から午後４時まで。運行距離ではなく、１日当たりの車両

借り上げの契約とするデマンド業者の選定はどうなりましたか。  

 次、２点目でございます。法定外公共物の管理について。  

 平群町の法定外公共物の定義では、住民が利用している道路や用排水路、た

め池などの公共物のうち、道路法や河川法などが適用されていないものが法定

外公共物といいます。代表的なものでは里道、水路などがあります。これまで

は法定外公共物は、所有権は国、管理は県となっていましたが、地方分権一括

法が施行され、法定外公共物は平成１７年３月３１日までに市町村に譲与され

ました。  
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 そこでお聞きをいたします。  

 １点目、平群町が国から譲与を受けた里道及び水路が何キロメートルですか。

また、ため池の個数と面積は幾らぐらいありますか。  

 ２点目、所有権者は町でありますが、通常の管理は各自治会や水利組合が行

っているところであります。日頃の維持管理を行うための補助金等を交付して

いるのか。また、改修工事等の費用負担割合は。なお、機能をなくした法定外

公共物については売払いや譲渡ができます。売り払った場合、各自治会や水利

組合への売払い配分はどうされてますか。  

 ３番目、公図の地域では境界紛争や無断占用等、財産管理上の問題につなが

っており、早急に国土調査の対応が望まれます。  

 次、大きく４点、公営住宅の管理について。  

 住宅に困窮する低所得者に対し、低廉な家賃で賃貸住宅を供給する目的で平

群町営住宅設置条例が制度化され、管理されております。管理については、町

営住宅管理条例に基づいて運営もされています。また、町の小集落事業により

住居が滅失し、協力者に対して特定入居者として平群町小集落改良住宅が建設

されました。  

 そこで現在の公営住宅及び改良住宅の現状では、下垣内住宅、昭和２９年度

に１０戸建設、現在管理戸数は５戸で、３戸は入所、今後２戸は除却予定であ

ります。  

 下垣内住宅、昭和３３年度に２０戸建設、現在、管理戸数は６戸で６戸が入

居されております。  

 福貴住宅、昭和３７年度に１５戸建設、現在管理戸数は１１戸で、７戸が入

居、今後４戸は除却予定となっております。  

 西宮住宅は昭和４４年度に１２戸建設、現在、管理戸数は１１戸で、１０戸

が入居、今後１戸は除却予定であります。  

 くろもと団地はＡ、Ｂが昭和５１年度に２４戸建設、現在２１戸は入居、空

室が３戸のうち、今年度２戸が改修予定である。  

 くろもと団地Ｃ棟については、昭和５６年度に１２戸が建設、現在１０戸が

入居。空室２戸は今年度改修予定はありません。  

 若井東住宅は昭和６１年度に１２戸建設、現在管理戸数は１２戸で１２戸が

全部入居されております。  

 若井北住宅は平成６年度に１１戸建設、現在、管理戸数は１１戸で１０戸は

入居、空室１戸は今年度特定入居者があるという予定になっているということ

であります。  

 改良住宅は昭和５７年度から平成２年度に５４戸が建設、現在、管理戸数は
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５４戸で５１戸が入居されております。そこで今年度１戸が改修予定でありま

す。  

 そこでお聞きいたします。今後、ストック事業による建て替え計画の予定は

ございますか。  

 ２番目、過去５年間の公営住宅に対する応募状況は。  

 ３番目、管理戸数のうち、令和３年度に改修、除却も入れて空室は１６戸で

ありますが、そのうち老朽化した木造住宅７戸が今後除却される予定でありま

す。しかし、資料を見ますと、今年度３戸の改修と７戸の除却を除いて空室は

５戸となっておりますが、それ以外に家賃徴収をしなければならないが、何ら

かの理由によって空室になってる住宅等、もっと僕は空室があるのではないか

と思います。  

 次、４番目、耐用年数は経過し、耐震基準に適合していない公営住宅に２６

戸が入居されております。東南海地震など災害が発生した場合、入居者の生命

に関わる被害が想定されます。町は、平群町営住宅の老朽化等による住み替え

促進要綱が昨年４月に施行されました。管理者として要綱設置目的をまず、お

聞かせください。また、老朽住宅入居者の実態と今後の対策はどのようにお考

えでありますか。  

 ５番目、今後、公営住宅応募の推移をどのように予測されていますか。  

 次に、６番目、改良住宅の家賃は、事業協力者が入居されていない場合は公

営住宅法に基づき、町営住宅に準ずることとされています。しかし、公営住宅

と改良住宅が建設目的が異なることから、公営住宅の家賃計算には私はふさわ

しくないところもあるのではないかと考えますが、どのようにお考えでありま

すか。  

 ７番目、改良住宅、事業協力者が入居されていない場合の応募基準と今後の

考え方をお願いいたします。  

 ８番目、平成３０年３月に国土交通省は各自治体に公営住宅入居に連帯保証

人等を不要とする通知が示されましたが、平群町営住宅管理条例の第１２条１

項の条文、手続には「入居決定者と同程度以上の収入を有する者で、町長が適

当と認める連帯保証人の連署する請書を提出すること」となっており、なぜ条

例を改正されないのですか。  

 次、大きく次４点目。空き家対策について。  

 適切な管理が行われていない空き家等が地域住民の生活環境に深刻な影響を

及ぼし、地域住民の生命、身体、財産等の保護及び生活環境の保全等を確保す

るために、国では空家等対策の推進に関する特別措置法が平成２７年２月に施

行されました。本町も平群町空き家等の適正管理に関する条例が平成２７年９
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月に制定をされております。  

 本町の条例では、空き家等の適正な管理及び活用促進を図るため、町及び所

有者の責任を明らかにすることによって魅力あるまちづくりの推進に寄与する

ことを目的として設置されました。特に特定空き家等の発生を未然に防止する

対策を実施する町の責務が規定されています。また、特定空き家等の認定は町

の諮問機関として、平群町空き家等対策協議会が設定されています。  

 国による平成３０年の住宅土地統計調査では空き家数は過去最高の１３．

６％を占め、要因は急速な高齢化社会であり、今後もより深刻な問題になって

いくことが懸念されているとの報告であります。  

 空き家の種類では大きく４種類に分類をされるわけであります。一つは、新

築か中古にかかわらず賃貸のための賃貸住宅、二つ目は、新築か中古にかかわ

らず売却の住宅、三つ目は、別荘等のように普通は住んでいない２次的住宅、

四つ目が賃貸用住宅、売却の住宅、二次的住宅以外で、転勤や相続問題等によ

って長期不在となっているその他住宅、国のほうでは４１．１％の分類がされ

るわけでございます。  

 近年最も増加傾向にあるのが、その他住宅で定期的な管理が行われずに倒壊

の危険がある状況、衛生面では著しく有害となる状況などといった要件に該当

すれば、特定空き家等が大きな社会問題になっております。  

 そこでお聞きをいたします。  

 １点目、平成２５年４月に今後１０年間にまちづくりの指針として平群町第

５次総合計画が策定されました。住宅行政の行動指針として、空き家状況につ

いては、定期的な情報収集に努めることになっております。８年目を迎えてお

り、今までの実態調査結果、特に転勤や相続等によって長期不在となり、地域

住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしている特定空き家等の戸数及び苦情と対

策状況をお答えください。  

 ２点目。特定空き家等に指定されれば、例えば固定資産税が高騰、過料発生、

行政代執行等の費用請求等があります。本町では、固定資産税対応をどのよう

にされていますか。なお、空き家の判断は目安は１年が利用されていないとも

言われております。  

 以上、大きく４点について質問いたします。よろしくお願いをいたします。  

○議  長  

 それでは、１時１５分まで休憩をいたします。  

（ブー）  

休    憩  （午前１１時４５分）  
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再    開  （午後  １時１５分）  

 

○議  長  

 休憩前に引き続き再開いたします。  

（ブー）  

○議  長  

 総務部長。  

○総務部長  

 それでは、馬本議員の大きな１点目、デマンド交通について御回答さしてい

ただきます。  

 まず、その中で１点目の御質問にお答えさしていただきます。７月上旬、約

７，０００人の高齢者の方々を対象に介護保険料額決定通知書が発送をされま

す。その際にデマンドタクシーの利用登録に必要な書類、利用者証明証及び利

用案内チラシを同封し、郵送する予定でございます。  

 前回の定例議会において議員より御指摘、御提案ありましたフレイルか否か

の判断につきましては、６５歳以上の高齢者の方々の自己判断、本人の申出に

より、お電話でも受け付けるよう諸準備を進め、高齢者の負担軽減に努めてま

いりたいと考えております。具体的には、来庁での利用登録も行いますが、デ

マンドタクシー利用登録専用ダイヤルを設け、電話での利用登録を推進してま

いります。  

 また、運転免許証返納者につきましても対象者として追加し、明記してまい

りたいと考えております。  

 続きまして２点目の御質問でございます。  

 対象者である６５歳以上の高齢者約７，０００人のうち利用登録者数約１，

５００人程度を見込んでおるところでございます。  

 続きまして３点目の御質問でございます。  

 １回当たりの利用料金３００円の積算根拠についてということでございま

す。町内の公共交通、路線バスに係る利用料金が１９０円から２５０円という

ことのバランスなどを鑑み、平群町地域公共交通会議にて決定された運賃とな

ります。  

 本事業の運行経費は議員の御指摘にありますように、介護保険料で１００％

賄われます。基本的には無料運賃または介護保険サービスの利用者負担と同様

の１割負担とすることも検討材料の一つかもしれませんが、既存の公共交通、

介護サービス等による運行事業との配慮も踏まえ、料金設定としておるところ

でございます。  
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 本年１０月より３年間は実証運行を行い、令和６年度より本格運行の開始予

定ではありますが、その際に実証運行での課題等を検証しながら、利用料金や

利用方法等についても併せて検証してまいりたいと考えておりますので、御理

解のほどよろしくお願い申し上げます。  

 最後に４点目の御質問でございます。  

 運行事業者を決めるため、令和３年４月より約２か月にわたり、平群町デマ

ンド型乗り合いタクシー運行業務におけるプロポーザル入札を実施してまいり

ました。厳正な審査の結果、奈良近鉄タクシー株式会社に決定さしていただい

たところでございます。  

 以上でございます。  

○議  長  

 馬本議員。  

○１２番  

 それでは質問をさせていただきます。  

 第１点目につきましては、３月議会に、利用者の方の自己負担を軽減するた

めに自己判断ですべきやという提案をさせていただきました。その点、御理解

いただきまして、電話の受付もできるようにされ、そして、デマンド利用登録

専用ダイヤルを設けられるということで、高齢者の負担軽減にも努力していた

だくということになりました。それと、もう一つは運転免許証返納者につきま

しても対象者ということで、今度追加していただきましたことは一定の評価を

したいと思います。  

 そこで、専用電話の設置はいつ頃から予定されているのか、そしてまた今後

の予定はということで、再度質問をさせていただきます。  

 それと、２点目につきましては、約７，０００人のうち１，５００人ぐらい

が登録されるのではないかなということを見込んでおられるということ、それ

はそれで結構でございます。一人でも多く、たくさんの方が御利用されること、

登録されることを祈念しております。  

 それと３点目、介護保険料を使っての運行でございますので、皆さん、６５

歳、介護保険料をお支払いされておるので、僕の提案は無料にすべきではない

かということで御提案をさせていただきました。しかし、先ほど御答弁いただ

いたように、地域公共交通会議の中で決定されたということで、現在ある路線

バスとのバランス等を鑑みてということで御答弁を頂きました。  

 しかし、今後３年間は実証運行であって、それに実証運行が終わるにつけて

今度は料金についても一定の課題にしていただくということをただいま発表し

ていただきまして、ぜひ何とか介護保険料を皆さんお支払いでございますので、
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その点、意を踏まえて、３年後には一定の、僕が提案しておったように１割負

担、例えば２００円ということでもひとつよろしくお願いをいたしておきます。 

 それと、この料金の今先ほど言いました、本日から３年後の利用料金を期待

をしておきます。  

 先ほど、僕がもう１回言いましたように、１点目の設定はいつ頃、専用電話

をいつ頃されるかということ、それと、今度はプロポーザル方式によりまして

奈良県の近鉄タクシーさんが決定ということでありまして、その点については

御苦労さんでございました。ひとつ、その点、再度答弁をお願いいたします。  

○議  長  

 総務部長。  

○総務部長  

 今、専用ダイヤルの今後の予定についてということで再質問いただきました

ので、答えさせていただきます。  

 専用回線電話につきましては、７月末までに専用回線を設置し、８月より利

用者登録の確認を開始してまいりたいと考えております。また、運行の予約で

すね、１０月からの運行の予約につきましては９月１５日から受付を開始する

予定というふうに考えております。  

 以上でございます。  

○議  長  

 馬本議員。  

○１２番  

 再度この件についてお聞きいたします。  

 某ミニコミ誌には、予約受付は９月１日ということで報道されていますので、

再度確認のため、お聞きします。７月中旬に高齢者全員に平群町デマンド交通

利用者登録確認証を送付され、その後、８月に利用者登録の確認及び１０月運

行に向け、そして９月１５日から予約を開始するという認識でよろしいですか、

どうですか。その点、再度お尋ねします。  

○議  長  

 総務部長。  

○総務部長  

 予定につきまして、今、議員述べられましたような予定で進めてまいりたい

というふうに考えております。  

 以上です。  

○議  長  

 馬本議員。  
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○１２番  

 デマンド交通運行については、今後も事務局におかれましては御苦労をおか

けいたします。運行までの準備期間が多忙になることが想定されますが、住ん

でよかったと思っていただける高齢者福祉施策の一助として、業務を速やかに

進めていただくようにお願いを申し上げます。  

 この件については、これで結構でございます。  

○議  長  

 事業部長。  

○事業部長  

 それでは、馬本議員の法定外公共物の管理についての御質問にお答えいたし

ます。  

 その中の小さな一つ目の質問の国から譲与を受けた里道、水路のキロメート

ル、ため池の個数について、お答えいたします。  

 平成１７年１月に譲与を受けた法定外公共物は、図面上で里道、水路の場所

や位置を特定し、譲与を受けております。距離や面積については把握しており

ませんが、町道の延長が約２９５キロメートルであることから、それ以上の延

長に及ぶものと考えます。なお、町道認定している里道については道路法に基

づき譲与を受けており、法定外公共物には含まれておりません。また、平群町

内にあるため池は名義が個人や共有地のものであり、譲与を受けたものはあり

ません。  

 次に、小さな二つ目の質問の維持管理の補助金、改修工事の費用負担割合、

売払い時の売払い配分についてお答えいたします。  

 通常の管理は各自治会や水利組合で行っていただいており、水路の泥上げや

農道などの維持管理について、集団的な農地があるところについては、多面的

機能支払交付金の対象となり、補助金を交付しております。また、改修工事に

ついては、事業費の２分の１の補助で上限５０万円の町単独土地改良事業にお

いて補助しており、売払いについては全額町の収入となります。  

 次に、小さな三つ目の御質問の境界紛争や無断占用につながるので、早急に

国土調査の対応をについてお答えいたします。  

 現在、地籍調査事業は財政事情により一時休止しておりますが、土地の境界

の確認など、地籍の明確化を図ることは土地利用が円滑に行われ、地域の発展

にもつながることから重要であると考えております。財政状況が好転しました

ら、また国土調査事業の再開をしたいというふうに考えております。  

 以上です。  

○議  長  
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 馬本議員。  

○１２番  

 まず１点目につきまして、今後、里道や水路の距離、面積について、どのよ

うに把握をされようとしているんですか。その点について御答弁を願います。  

 それと、２点目につきまして、農地多目的機能支払交付金という、交付金制

度があるんですが、それは農地に対する里道、水路があって、そういうときに

申請すれば交付金が頂けるんですが、それ以外に申請することができない地域

についても法定外公共物が多く存在しております。町としては補助金交付をす

べきであると思いますが、再度、御答弁をお願いいたします。  

 それと、今後、３番目でございます。国土調査について、したいけれども財

政上の問題があるんやということをおっしゃいましたけど、やっぱり国調がい

かに大事かというのはなぜ、立証されてますように、旧西和広域農道に事業に

伴い、大阪地裁で平群町が敗訴しており、現在、高裁で係争中でありますが、

このような裁判事例が発生しないためにも速やかに国土調査を計上すべきと考

えますが、再度御答弁のほどよろしくお願いいたします。  

○議  長  

 経済建設課長。  

○経済建設課長  

 それでは、馬本議員の再質問にお答えさしていただきます。  

 まず、１点目の里道や水路の距離の面積の把握についてであります。国土調

査完了地域については境界が確定されているため、個別に延長面積を計測する

ことは可能です。また、占用申請や開発などに伴う境界明示申請時に把握をし

てまいりたいと思っております。  

 次、２点目、町として補助金を交付すべきであるという再質問です。通常、

維持管理は町道など多くの方が利用する道路などは町が行っております。主に

地元の方が利用している里道や水路は受益者である地元の方に利用者として管

理を行っていただいており、地元で管理している里道や水路、全て地元に補助

金を交付となれば、これ、財政上、かなり困難であると考えます。  

 ３点目の国土調査についてです。町財政を見据えながら再開に向けた調整を

していきたいと考えております。  

 以上です。  

○議  長  

 馬本議員。  

○１２番  

 １点目についてはね、国調がいかに大事かということを今、御答弁を頂いた
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なというふうに認識します。それはそれとして、私は３番目で、その国調につ

いて計上すべきやというふうに訴えておりますので、後でもう１回お話ししま

す。  

 それと２点目につきまして、地元の方については、それは地元の方に利用し

ていただいて、利用者、受益者負担として認識してると、地元の管理を行って

いただく水路全て地元の補助金になるのは財政上かなり混乱が生じるというこ

とで御答弁いただきました。それはそれとして分かりますけども、日常、維持

管理は地域に基本的に無料でされておるわけでございまして、売払いの場合は

全額町の収入となるのは私はちょっとおかしいんではないかな。  

 例えば、昔、合併浄化槽設置において水利組合の放流同意が必要でありまし

たが、昔は協力金を受けていましたが、裁判の判例により強制の協力金の制度

はなくなりました。地域の方々は実質的に補助金なしで法定外公共物を適正に

管理していただいております。よって地域の維持管理の補助金を交付するか、

または売払いに財産区財産のように案分率を決めるか、提案をいたしますが、

いかがでございますか。  

 それと、先ほど３点目の財政上の問題で、財政状況を見据えながら再開、協

力を調整していきたいというようなことをおっしゃいましたから、法定外公共

物は各地で一層大事なことでございますので、管理は各自治会が町の依頼を受

けて管理していくなどの町の一層の、私は努力が必要やというふうに思います。 

 それはね、法定外公共物は町の人に、そこの自治会並びに大字に管理してく

ださいねと。先ほど言った、田んぼあった分については交付金来ますよ、もし

くは補助金５０万限度で２分の１、改修する場合は町が負担しますよと。ほん

なら、今度は売るようになったら、法定外公共物がもう要らなくなった、とい

うのは開発とかいろんなことに伴ってなった場合は財産区処分じゃなしに、町

が全部収入に入れるということも非常にちょっとクエスチョンの部分もござい

ますんで、その点も踏まえて、再度御答弁いただけますか。  

○議  長  

 経済建設課長。  

○経済建設課長  

 それでは、質問にお答えさせていただきます。  

 まず、地域により自治会に補助金を交付するか、売払い時に案分率を定める

かという御提案の御意見だったと思います。こちらについては通常、開発など

で払下げ、売払いされる法定外公共物に関しては地元が管理されていないもの

が多く、地元としても不要であると判断されるもので、あえて財産案分率を定

めて売払い金を地元に支払うということは考えておりません。また、維持管理
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の補助金は考えていないんですけれども、他市町村の事例などを調査研究した

いと考えます。  

 以上です。  

○議  長  

 馬本議員。  

○１２番  

 先ほど、繰り返しになりますけど、売払い、維持管理の補助金、考えてはど

うかとかね、法定外公共物の処分については地元の判断が必ず必要やから一定

の権利を有しているのではないかというふうな形は先ほども、再度言いますけ

ども、それについては案分率云々とかいうのは、今、課長のほうから各市町村

の一定の事例を調査研究したいということでございますので、この件について

はね、法定外公共物については、ちょっと各市町村の事例を調査研究していた

だけますか。ということで、よろしくお願いしたいなというふうに思います。  

 それと、先ほど、これも町長には云々ではいきませんけども、財政の問題で

ございますけども、課長は財政状況を見据えながらというふうに国調の件につ

いておっしゃいましたけども、この国調ほど大事な問題はないというふうに認

識してます。それで、大阪地裁で敗訴して、うん百万円の請求が来る可能性も

あるわけ。そのお金をそういうのやったらもっと早く、国調をやってきちっと

整理、今後はせねばならないようなとこもあるように聞いております。この点

については、たしか３月議会で一般質問をさせていただいたと思いますけどね、

そういうことも踏まえながら、ひとつ財政課も、町長はじめ担当部長ね、課長

も、来年度でしたか、来年度に向かってひとつ調整していただきたいなという

ふうに思います。その点、町長、どうですか。  

○議  長  

 事業部長。  

○事業部長  

 議員おっしゃるようにですね、国土調査事業、非常に重要だと考えてますし、

また、今時点で事業を休止しております。非常に中途半端な状況で残っておる

ところがあります。そういったところについてできるだけ早く、財政状況を見

ながらということですが、計画を立てて、事業完了に向けて、予算についても

ですね、努力していきたいと思います。お約束はなかなかできませんが、そう

いう気持ちでやっているということをお答えして、以上、答弁とさせていただ

きます。  

○議  長  

 馬本議員。  
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○１２番  

 法定外公共物の維持管理は各大字自治会、町の依頼を受けてより一層ね、適

正に管理していただくためにも町のより一層の御努力をお願いしたいなという

ふうに思います。予算につきましては一定の努力をするということで、担当部

長がそこまでしかおっしゃらない。当然のことと思いますので、ひとつよろし

くお願いしたいなと思います。  

 この件については、これで結構でございます。  

○議  長  

 事業部長。  

○事業部長  

 次に、公営住宅の管理についてお答えをいたします。  

 まず、一つ目の建て替え計画の予定についてですが、それについては現在予

定はございません。  

 次に、二つ目の過去５年間の公営住宅に対する応募状況については、町営住

宅では平成２８年、２９年度、募集を行っておりません。平成３０年度は２戸

募集で２戸入居でした。令和元年度は２戸募集で、そのうち１世帯が応募をさ

れ、１戸について入居されました。令和２年度は１戸募集しまして、２世帯が

応募ありましたが、１戸入居となっております。  

 また、改良住宅では平成２８年度３戸募集で７世帯の応募があり、３戸入居

がありました。平成２９年度、３０年度には募集がありません。令和元年度２

戸募集で応募もありませんでした。令和２年度は３戸募集で２世帯応募があり

まして、２戸入居であります。  

 過去５年間では、町営住宅で５戸募集し、５戸入居、改良住宅では８戸募集

で５戸入居となっています。  

 次に、三つ目の空き室の実態についてですが、くろもと団地では２戸、改良

住宅では３戸あります。  

 四つ目の要綱設置目的と老朽化住宅入居者の実態と今後の対策についてです

が、老朽化による不良住宅の入居者に対して、他の住宅へ住み替えを促進する

移転料として１０万円を支払う目的に要綱が施行されました。不良住宅は下垣

内住宅、福貴住宅、西宮住宅など、いずれも５０年以上が経過し、公営住宅法

による木造建築の耐用年数は３０年となっておりますので、３地区の住宅は耐

用年数がとっくに過ぎているという状況です。  

 今後は耐用年数を過ぎた町営住宅の建て替え計画はないことから、ほかの公

営住宅への移転を促進していきます。要綱施行後、福貴住宅１戸が町外へ移転

され、また同じく福貴住宅１戸が特定入居の予定をしております。  
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 五つ目の今後の公営住宅応募の推移予測については、１０戸の空室状況があ

りますが、主な理由としては入居者死亡後の事務処理中というものです。また、

町の財政的な問題で必要な改修工事ができておらず、募集ができていないのが

現状であります。今後も入居希望者は現状のまま推移すると思います。  

 六つ目の改良住宅の家賃は公営住宅の家賃計算ではふさわしくないのではと

の御質問についてですが、改良住宅は５４戸建設され、現在、改良住宅の入居

者、これ、事業の協力者になりますが、は２３戸に入居されております。当時

の特定入居者がいなくなった場合は町営住宅の規定を準用し、家賃を計算して

おります。  

 七つ目の改良住宅の応募基準と今後の考え方についてですが、当初の特定入

居者がいなくなった場合、新規申込み条件としては、平群町の住民台帳に１年

以上特定地域に住所を有していることが規定されています。また、特定地域の

応募がなければ公募の範囲を広げ、町営住宅の規定に準用して運用しておりま

す。  

 八つ目の国土交通省通知以降、連帯保証人について、なぜ条例改正をしない

のかとの御質問ですが、近年、身寄りのない単身高齢者が増加していることな

どを踏まえて、今後、公営住宅への申込みに際し、保証人を確保することがよ

り一層困難となることが懸念されておりますので、本町においても条例改正が

必要と考えており、入居者選考委員会の意見を聞いて判断してまいりたいと存

じます。  

 以上です。  

○議  長  

 馬本議員。  

○１２番  

 １点目、ですから、現在ストック事業の予定はということで、現在ありませ

ん、それはそれで結構や思います。  

 ２点目の件につきましては、応募状況はどうやということでお聞きいたしま

した。基本的に町営住宅と改良住宅ありますよと。その間に過去５年間では町

営住宅が５戸募集されて、５戸が入居されてますよ。改良住宅については８戸

募集されて５戸が入居されてるという現状をおっしゃいました。  

 そこでお聞きします。なぜ改良住宅の入居募集に対して約６割しか出されて

いないのかということについて、再度御答弁をお願いいたします。  

 ３点目につきましては、空室の実態はということで、くろもと団地２戸、改

良住宅３戸が存在してるよということで、現在空き家の５戸と何らかの理由に

よる、先ほど一般質問したんですけれども、何らかの理由による空き家状況が
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５戸。現実としては、空き家になった何らかの理由になってる５戸、合わせて

計算すると、それについては１０戸あるということになってますんで、それに

ついて何らかの理由について、詳細に説明をお願いを申し上げます。  

 その次に、老朽化住宅の入居の実態はということでございます。  

 これについては、老朽化をしてるから特定入居ということで、公営住宅へ入

っていただくというふうに進めてますよということで御答弁いただいたんです

けども、僕が一番心配してんのは、もしも自然災害によって入居者に多大なる

被害を受けられた場合、家賃を徴収している以上、町の管理責任が問われる可

能性があるのではないかなと僕は思います。入居者の生命、財産を守ることも、

それから速やかに適正な公営住宅に移転していただくことが町の、私は責務で

はないかなというふうに思います。その点について、再度御答弁のほどお願い

を申し上げます。  

 それと、改良住宅の件でございますが、改良住宅の件で計算なってるから、

その計算方法について、僕は改良住宅は何ら目的、町営住宅とちょっと違う目

的で建てられたから、ちょっとここは家賃設定については公営住宅法に基づく

家賃設定ではちょっとクエスチョンちゃうかなということでお話ししました。

実は改良住宅に住んでおられた方が、お母さんかな、の関係で、お母さんと住

んではって、お母さんがそのときの家賃５万円、お母さん亡くなって、今度８

万円の家賃が二戸一に払いなさいということで、残念ながらその方は出ていか

れました。二戸一で８万円やったら、ここら辺のもっと近いとこで便利のええ

とこやったら８万円出したらあるんちゃうかなというふうに想定もします。  

 後でちょっと話、しますけど、そういう点もありますんで、そこら辺をどの

ように思っておられるかということで、それで今回、改良住宅は設置目的が違

うからということをね。よその市町村もちょっと調べました。よその市町村は

ね、これ、いろいろあんねけど、ある市にも行ってきました。実は公営住宅法

に基づいて積算してないとこ多いよ。多いよ、まだ。政策的な積算多いよ。そ

こら辺もちょっとね、考慮していただきたいなと。それはなぜっていったら、

また後で言うけども、こっちのほうの宿題、また次の答弁で頂くけども、その

点についてちょっと調査研究していただきたいなと。よその市町村もね。その

ように思いますので、その点についてちょっと部長のほうで御答弁をお願いし

たいなと思います。  

 次に、７番目、改良住宅の応募状況はどうですかとこう聞いたわ。ほんなら、

いろいろあるわけやん。その応募基準ですね。応募状況の基準。要するに特定

地域に住んでおって、１年以上住んでおかなあかんよという、その一定の基準。

それは改良住宅が協力者がもうおいでにならなくなって、行かはった場合のと
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きですね。その方がそれになったときの応募という、そういう一定の基準が改

良住宅はあります。この改良住宅についての一定の基準についてね、特定地域

の規定についての見解は行政はどういうふうに思っておられるのかなというふ

うについてちょっと再度、部長か課長の御答弁いただきたいなというふうに思

います。  

 次、８番目。この連帯保証人の必要性。これについてはね、町営住宅管理条

例の第１２条の３項に、「町長は、特別の事情があると認める者に対しては、連

帯保証人の連署を必要としない」と明記されているが、私は連帯保証人を必要

としないことに改正を提案しますと思います。今後の入居者、これについては

ね、今後、入居者選考委員会の意見も聞くということやから聞いていただきた

いなというふうに思います。よその市町村もちょっと調べていただいたら分か

りますけども、今はお独り暮らしで身寄りのない方、住居に困窮されて、所得

の低廉な方がおいでになる場合は入居基準として、もしもそこへ入ります、い

けるようになりましたよと、必ず連帯保証人をつけなければならないというふ

うに条例化されてますんで、そこら辺は運用の問題もいろいろあると思います

けども、ちょっと調査研究をしていただきたい。それと入居者、今度、選考委

員会もあれば、そこでちょっと協議していただきたいなと思います。  

 再度御答弁をよろしくお願いします。  

○議  長  

 経済建設課長。  

○経済建設課長  

 それでは、質問にお答えさせていただきます。  

 まず、２点目のなぜ改良住宅の入居者割合が６割の入居しかないのかという

ことですけれども、改良住宅と町営住宅につきましては基本的に入居条件が異

なっておりますので、改良住宅については若干厳しくなるような入居条件にな

っていることからだと考えます。  

 続きまして、空き家の５戸の何らかの理由ということの説明をということで

す。入居者がお亡くなりになりました。しかしながら、家財道具等が放置され

たままの状態にあると。まず、入居者の相続人並びに連帯保証人等を調査し、

対応をしているところでございます。  

 続いて４点目ですか、自然災害による入居者の被害は町の管理責任を問われ

るということですけれども、入居者に対しては移転を要請してるんですけれど

も、入居者の意見として、高齢であることから住環境の変化を好まない意見が

強く、移転に賛同してもらえないのが現状でございます。なお、今後も移転要

請を強くしていきたいと考えております。  
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 次、６点目です。改良住宅の家賃計算の再質問であったかと思います。こち

らについては議員お述べのように市町村でばらつきがございますので、その辺

は調査研究してまいりたいと思っております。  

 最後、特定地域の規定の見解についてですけれども、今後、特定地域の規定

については入居者選考委員会に諮問したいと考えております。  

 以上、再質問の答弁とさせていただきます。  

○議  長  

 馬本議員。  

○１２番  

 私の質問させていただいている２点目、次に、応募状況で、先ほど改良住宅

はなぜ６割しかないかと、入居条件が町営住宅と異なって難しなってるから。

それは僕が先ほど言うた改良住宅の一定の基準ということを想定されて御答弁

していただいたと思いますけども、その点についてもう１回、後の基準につい

て御答弁願えますか。それと詳しくお願いいたします。もう１回言うてくださ

い。  

 それと、３点目については空室の状況。これについては非常に、先ほど、こ

れはこれで調査研究は市町村にやっていただくということで、これはもう調査

研究するということで今、御答弁いただいたから、それはそんで結構です。調

査研究してくださいね、改良住宅の家賃についてはね。よろしくお願いします。 

 それと、改良住宅の積算根拠、それで言ったら。改良住宅の応募基準で先ほ

ど言いましたけども、これ、特定入居の基準、先ほど述べていただいたんやけ

ど、これについてはね、極端に言うたらね、その地域に住んでおられる方が、

地域の方しか入れないよと。それは１年以上住んでんなあかんよということで、

先ほど改良住宅は６割しか応募がなかったよということにつながりますよとい

うことをおっしゃったと思いますねけど、これについては、今言うように選考

委員会で協議していただくということで、一つ基準をね、どうなるかは知りま

せんよ、また内部で協議してください。ほんで、それもひとつよろしくお願い

いたします。  

 それと、一番最後の問題はね、それ、家賃ね、身近な方のことや入居者の選

考に聞くということやけど、これは実は保証人の関係です。この保証人の関係

についてはね、先ほど言いましたけども、今後もそういうこともありますから、

国土交通省の関係で来てますんで、それもよう御存じやと思いますけども、取

れない人がいてはるわけ。連帯保証人を、もう身内もいてはれへんということ

で、知人もいてはれへんということで、困ってはる方もおいでになるのが、基

本的には住居に困窮し、低所得者の方が入居する資格を持っておられる方でご
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ざいますんで、その点の趣旨もより一層踏まえていただきましてね、今後、入

居者選考委員会で意見いろいろ聞いてください。ひとつよろしくお願いいたし

ます。  

 公営住宅については、多々いろいろ、まだ細かい部分もありますけども、一

応調査研究するということでございますので、ひとつよろしくお願いしたいな

と。今後も公営住宅を法を遵守していただきましてね、住宅に困窮する低所得

者に対して低廉な家賃で安全な住宅を供給していただきますように、特に老朽

館に入居されてる方についてはね、早急にいろんな各関係機関に聞いてくださ

いね。調査研究してください。ひとつよろしくお願いいたします。  

 この件については、これで結構でございます。  

○議  長  

 事業部長。  

○事業部長  

 次に、空き家対策についての御質問にお答えいたします。  

 まず、一つ目の特定空き家等の戸数及び苦情と対策状況についてお答えしま

す。  

 平成２６年３月の空き家の実態調査結果は５３４戸、空き家率は７％であり

ました。現在、町では周辺住民や自治会より、空き家等が適正に管理されてい

ないために苦情があった場合、現地調査をして地権者に適正管理指導を行って

おります。今年の４月３０日に指導通知を９件郵送し、１件の返信がありまし

た。町全体の実態調査や定期的な情報収集は行っておりませんが、町民からの

情報を基に把握をしている状況です。今後、空き家等対策計画の策定が必要と

考えており、協議会の設置に取り組みたいと考えております。  

 以上です。  

○議  長  

 総務部長。  

○総務部長  

 私のほうからは固定資産税の対応につきまして、御答弁させていただきます。 

 特定空き家等につきましては、地方税法第３４９条の３の２の第１項におき

まして、空家等対策の推進に関する特別措置法により、所有者等に対し勧告が

された土地については、住宅用地に対する固定資産税の課税標準の特例から除

外される旨規定されておるところでございます。これに基づきます本町の実績

は今のところ、ございません。仮に町条例により、特定空家等に認定され、勧

告がされた場合の対応は、その翌年度より課税標準額の６分の１の軽減や３分

の１軽減といった、住宅用地に対する固定資産税の課税標準の特例を除外する
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ということになるところでございます。  

 今回、議員のほうから御質問いただいたことにつきまして、適正な課税に向

けた重要な課題提起と受け止めまして、これを機に空き家対策の関係課と連携

を強化して取り組んでいきたいというふうな考えを持っているところでござい

ます。  

 以上でございます。  

○議  長  

 馬本議員。  

○１２番  

 再度質問します。  

 １番目、基本的には平成２６年３月以降には実態調査されていないというこ

とだから、僕は今後のこと大事やから、それはそれとして置いときます。  

 現在、町内のその他住宅、ということは、その他住宅の戸数は何件ぐらいあ

りますか。僕はその他住宅、四つの種類あるよと先ほど質問したね。空き家住

宅の四つあるよと。その他住宅で何件ぐらいありますかと。それと、町内に迷

惑をかけているその他住宅の把握は、先ほど言わはったの、住民から情報とは

情けない話でございますと、私はその点、行政はより一層認識せねばならない

というふうに思いますよ。第５次総合計画ではそう書いてないよ。  

 それと、指導通知を９件郵送され、今、言わはったのに１件の返送があった

ということで、経過報告とその後の対応、お聞かせください。  

 それと、空き家等対策計画の策定が必要であるということで、協議会の設置

に取り組むということはそれは大切なことかも分からへん。けれども、行政と

して速やかに取り組むことがもっとほかにあるん違うかというふうに思います

が、その点どうですか。  

 それと、２番目やね。税の関係で、特定空き家等に認定によって固定資産税

の課税標準の特例から除外されることにより所有者の認識、僕は変わるんちゃ

うかなと。ということはね、これ、何で言いたいかってね、税法上特例、住民

が住んでて特例があるわけでございまして、行政はね、今までそのやつを一つ

もやっていない。住んでないおうちでも、近所に非常に迷惑をかけてるおうち

でも６分の１軽減してるわけや。これが許されるんかなというふうに私は思い

ますよ。この税金の固定資産税の課税は町長の権限やで。それは認識しておら

れると思うから。そういう迷惑かけてはるおうちについては、そら、すぐそう

いう委員会とかあるんやから、ほんなら、そういうことをもって対応していか

なあかんのちゃう。それはそれこそ横の連絡ちゃうかな。やっぱり事業部長と

総務部長の税務の関係と経済建設課長ですか、その横の連携と思いますよ。そ
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んな迷惑はかける、固定資産税は６分の１軽減されてると、これは理に合わな

いというふうに思いますんで、その点について速やかに対応していただくよう

にお願いいたします。  

 この税金についてはね、今言うた隣接してる住民にとっては非常に大変です

よ、生活。夏になったら虫がようけ発生したり、台風来ていろんなもんが飛ん

できたり、それから植木ね、隣でかぶったり、大変でしょう、これ。その他、

そういうことを僕はね、どういうふうにしていくんかって言ったら、僕の一つ

の提案させてもらいますわ。そのぐらい自分ら大事に思ってくれんやったらね、

目視。町内全域を担当課が目視していったらええねん。目で見ていったらええ

ねん、１日。お金がなかったらないでええやんか。行政、速やかに、あしたか

らでもええやん。あさってからでもええで。隣の人は大変やねんから。住民に

住みよいまちづくりをしますと口ではあかんで。だから、この家はこういうこ

とで使うてると。今、聞きますと、自治会の連絡とか隣接の方々の報告によっ

て対応してますと、そんなんあっかいな。目視でまず全体像をつかんでくださ

い。その点、どうですか。再度御答弁願います。  

○議  長  

 経済建設課長。  

○経済建設課長  

 それでは、再質問にお答えさせていただきます。  

 その他住宅の戸数の件数です。平成２６年度以降で町全体では実態調査をし

ておりません。よって、その他住宅の件数についても正確には把握しておらな

いところです。こちらについては非常に申し訳なく思っております。  

 また、指導９件の御質問であったかと思いますけれども、返事のなかった所

有者８件のうち１件は対処するというようなことで回答をもらっております。

残り７件につきましては、再指導の通知を送付していきたいと思っております。 

 また、状況をつかむのに全体の目視をするということの御提案です。こちら

につきましては、通常の調査委託であれば財政上の問題が生じますが、こちら

については速やかに実行できるのではないかと考えております。  

 以上です。  

○議  長  

 馬本議員。  

○１２番  

 ２６年以降は全体の把握をしてないて、その他の住宅の件数は今、分かれへ

んよと、こういう御答弁。それについて申し訳ないですよとこうおっしゃって

るわけや。けれども、僕はそれでええんかなあと。それはそれでええとしたっ
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て、近所に毎日生活をされてる方、その他住宅の近所に、隣に住んでおられる

方のことを考えれば速やかに目視してくださいね。目視して、速やかに対応し

てください。  

 それと８件について、残り７件については１件は一定の回答をもうたけど、

あとの方については何の変化もないよということやね。それについては再指導

していくということで、恐らく郵便物で送らはるか、いろいろされると思うん

やけど、果たしてそれだけでええのかなあというふうにも思います。やっぱり

ね、厳しいとこは厳しい言わなあかん。僕は思うよ。口だけではあかんで。実

行したらええねん。  

 それにはね、今、協議会もでけてるからね。そこの協議会にこういうおうち

ありますと、調べたらええねん、全部。こうこうして何ぼ手紙を送っても届か

へんねんと。そこでこういうふうにして、ほな固定資産税からいったらええね

ん。基本的には６分の１やけど、こっち、非住宅地やったらね、課税において

はね、計算したらね、大体やで、４倍ぐらいになんねん。例えば１，２００万

円やったらね、その計算してんで。ほんなら４倍ぐらいに固定資産税が上がん

の。上げたらええねや。  

 これね、隣の人ね、いや、私のうち、こうやと。６分の１、そらええよと。

隣の家は住んでないのに６分の１軽減受けてんねんと言ったら、知らはったら

怒らはんで。町長、怒らはりまっせ。そんなもん速やかに、それこそ税の公平

性ちゃんとせなあかんと思うよ。だからそこら辺もわきまえてね、速やかに目

視するのは、ここでそれだけ約束して。税の対応するために、まず、その他住

宅の近所に迷惑かけとるおうち、平群、何件あるか速やかに対応、探してくだ

さい、調査してください。その結果、税務課にこうこうというて、写真撮って、

税務課にこの辺りですよと言うてください。そこで、その地権者に全部、５０

件あったら５０件送ってくださいよ。分かるから。普通は１年家が住んでなか

ったって、ガスの、水道メーターなんてすぐ分かるやんか、使うてなかったら。

そやろ。そやから、そういうことも皆、調査されてね、そこら辺からやっぱり

もう１回原点へ戻ってくださいよ。そういうことで住みよい平群町のまちづく

り、してくださいよ。  

 空き家対策いろいろありますよ。僕はね、その他住宅が一番今、平群にとっ

てはせねばならない、住民にとっては解決せねばならない問題と思いますよ。

そこで再度、もう１回約束してね。もう速やかに目視をもって、その他住宅を

調査する。その上に税務といろいろ対応もする。それと、その対策協議会につ

いて諮問するような条件、文書いろいろ書くということで、その点、再度ここ

で約束できるんやったら約束して。自分ら、住民からの声だけではちょっと情
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けないよ。その点どうですか。  

○議  長  

 事業部長。  

○事業部長  

 議員御指摘、御提案のことについては非常にもっともな話だなというふうに

思います。税務課からも答弁ありましたが、今後、居住が見込まれないことの

明確な判断基準が確立されていないという状況でもあります。ただし、我々、

町のほうでもですね、他人に迷惑をかけてるような空き家については、やはり

できるだけ早く調査をしてですね、適正な管理をしてもらうように通知も出し

ております。出している中で、やっぱり返事も返ってこないというようなこと

についてはですね、やはり一定空き家として何らかの手だてが必要になるのか

なというふうに思います。  

 御提案については、非常にもっともなことですし、迷惑を被っておられる近

隣の住民の方についてのお気持ちについてもよく分かりますので、議員言われ

たような形で早急に調査もして、どういった対応ができるかということについ

ても、速やかに検討していきたいというふうに思っております。  

 以上です。  

○議  長  

 馬本議員。  

○１２番  

 それはそれで結構でございます。それ、もう行政として判断基準が非常に難

しいということは御認識されてると思う。その場合、空き家対策協議会あるや

んか、諮問委員会ね。そこへ出したらええねん。そこに諮問をされて、答申を

受け、そこで対応されたらどうですか。  

 税金については、今言うたように１年後になりますけどもね、何らかのペナ

ルティーじゃないけどね、当然のこと、せんなあかん。町長、頼んますよ、ほ

んまに。皆さん、平群に来て、住みよいまちと言うていただくのん大変ですよ、

それ。いろんな、固定資産税の件もちゃんとこれまだ１件も対応したとこない

と、まだみんな６分の１の減免対応してるんやって、これ聞いて情けない話や

なというふうに思います。  

 今後ひとつ、空き家のその他特定空き家がなくなること、適正に管理してい

ただくことをね、なくなりはせんけど、適正に管理していただく、所有権者が

ね、になることを祈念をしております。  

 今後、担当部長並びに課長、いろいろ御足労をかけますが、ひとつよろしく

お願いをしたいなと思います。  
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 私の一般質問はこれをもって終わります。本日はありがとうございました。  

○議  長  

 それでは、馬本議員の一般質問をこれで終わります。  

 ２時２０分まで休憩をいたします。  

（ブー）  

休    憩  （午後  ２時０６分）  

 

再    開  （午後  ２時２０分）  

 

○議  長  

 それでは、休憩前に引き続き再開いたします。  

（ブー）  

○議  長  

 発言番号４番、議席番号７番、山口議員の質問を許可いたします。山口議員。 

○７  番  

 それでは、通告に基づいて大きく３点について質問いたします。  

 まず１点目は、櫟原山林へのメガソーラー開発についてであります。  

 この問題については昨年６月議会以降、毎議会取り上げてきました。計画が

明らかになってから２年近くなります。この間、事業者は住民説明会を全町民

を対象に２回と、希望する八つの自治会に行ってきましたが、災害の危険や環

境破壊などについて、参加者はもちろん、多くの住民の理解を得られるどころ

か、不信を増殖しています。  

 事業者が信頼できない事例を挙げると、高圧送電線について同意のない自治

会の町道にも埋設を強行しようとしていること、西向の町道への高圧送電線埋

設工事に必要となる迂回路について、車両が通行不能な道路を迂回路として町

議会に提出していたこと、町の「測量、伐採その他の準備行為を行おうとする

ときは周辺住民に周知」とする指導要綱に違反して、今年２月に伐採を強行し

たこと、今年２月１６日、県へ放流水路や調整池などを変更する林地開発許可

変更申請を提出したにもかかわらず、新たな放流水路に隣接する椿台自治会へ

の３月７日の説明会でそのことを一切説明しないだけでなく、調整池は一切変

更できないとうその説明をしていた、これらのことです。  

 さらに、これらの虚偽、不誠実な事例とは異次元の森林法に基づく林地開発

許可申請書に偽装の数値を記載する、こういう重大な違反が明らかになりまし

た。  

 そこで何点か町長にお尋ねします。  
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 まず１点目は、林地開発許可申請書の偽装について。  

 申請書の下流河川流下能力の算定、そこの勾配が１５か所の測点全てで１８

０パーミルになっています。延長１キロ、１８０メートルの標高差があると。

要するに測点全てで勾配が１８％の急流という数字です。自然地形の現在の櫟

原川において、測点全ての勾配が１８％の急流というのはあり得ません。また、

この算定で測点Ｋ－１３の流速は１秒３０メートルとなっており、これもあり

得ません。この点について、町長の見解を伺います。  

 ２点目は、なぜ測点全ての勾配を１８％にしたのでしょうか。  

 下流河川の流下能力は下流域の災害に直結するため、県は放流比流量、開発

面積１ヘクタール当たり１秒間に水を流せる水路の容量ということですけれど

も、この基準を０．１立米以上としています。勾配１８％はこれをクリアする

ための数字と考えられます。なぜなら、同じ大きさの水路でも勾配が大きくな

れば流れが速くなり、流せる量が大きくなるからです。この分野に詳しい人が

勾配と粗度係数、これは水路の流れやすさ、にくさということですけれども、

その粗度係数を見直して流下能力を再計算したところ、測点１５か所のうち９

か所の比流量が０．１立米未満で基準を満たさないという結果でした。この点

についても町長の見解を伺います。同時に、事業者の責任で下流河川流下能力

の算定、これをやり直す指導をすべきですが、いかがでしょうか。  

 ３点目は、この流下能力算定の偽装は人命に関わる重大問題です。比流量０．

１立米以上の河川、水路なら計算上１時間に３６ミリの激しい雨が降っても氾

濫しないとされています。言い換えれば、この基準を満たさなければ大雨で下

流の河川、水路が氾濫して災害が起こり得るということです。先ほどの再計算

では０．０３３で基準の３分の１のところもありました。この点についても町

長の見解を求めます。  

 ４点目は、事業者が２月に県に提出した林地開発許可変更申請書についてで

す。  

 ３号、４号の調整池の放流先を新たに椿台住宅地に隣接する水路としていま

す。県が大和川流域における氾濫シミュレーションの条件として用いる想定雨

量は１日１９５ミリだということですが、この想定雨量に達した場合、椿台隣

接の水路は氾濫しないのでしょうか。  

 ５点目、また、変更申請書では４号調整池からの放流管は１，３５０ミリで

設計されていますが、そこから接続する広域農道横断の既設管は６００ミリで

す。これでは放流水が広域農道にあふれることになると考えますが、どうでし

ょうか。さらに、事業者の図面ではこの既設管の勾配が１０％になっています

が、実際はどうでしょうか。  
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 ６点目、事業者の林地開発許可変更申請に対し、町長は県から意見を求めら

れ、４月１３日付で「林地開発変更申請において、新たな放流先となる水路の

下流域にある周辺住民等への説明会等を開催し、周辺住民等の理解を得るよう

事業者へ指導をお願いします」、こういう意見書を県知事宛てに提出されまし

た。また、平群のメガソーラーを考える会の申入れを受けて、町長は県の森と

人の共生推進課長に対し、水路勾配が実際と違う、粗度係数が低い値で設定さ

れている、その結果、流速、流量が過大に算定されている、こういう疑義につ

いて精査確認と、その結果の説明を求める要望書を提出しました。県の回答は

どうなっているのでしょうか。  

 ７点目、１点目から３点目で指摘したように、事業者が林地開発許可申請書

の下流河川流下能力の計算を偽装したことは明白です。このような偽装をチェ

ックせず、開発を許可した県に最大の責任があり、許されないことです。県に

対して下流河川、水路の安全確保ができない現状から、林地開発許可を取り消

すよう強く要請すべきです。同時に、許可取消しに時間がかかるならば、今す

ぐ県に工事の中止命令を出すよう強く要請すべきです。町長の見解を伺います。 

 ８点目は、事業者が２月中旬から計画地で大規模な伐採を始めたことから、

私は３月議会で、防災の観点から、まずは調整池などの防災施設を設置すべき

と指摘しましたが、担当課長は造成工事の準備行為と強調して、その必要を認

めませんでした。しかし、現場ではショベルカーが土を削り、摩崖仏の岩も切

り取られました。これらの行為も準備行為なのでしょうか。町長の見解を伺い

ます。  

 ９点目は、３月議会では、町が事業者、共栄ソーラーステーション合同会社

と結んだ生駒平群太陽光発電所建設事業に伴う協定書、これについて質問しま

した。災害、事故等の事故時の対応や補償等の担保として具体性がないと私は

指摘しました。副町長は「もし、その情報の中で不足があれば、情報の追加と

いうのは、相手方のほうの協力もありますけれども、そういうことはもちろん

視野に入れて考えていく必要があろうかと思います」と答弁しました。この協

定書について３月議会以降、事業者とどのような話合いをされたのか、説明し

てください。  

 最後、１０点目ですが、高圧送電線の町道埋設について、西向など複数の自

治会が埋設に同意していないと聞きますが、現状はどのような状況になってい

るんでしょうか。  

 大きい２点目は、町広報の配布方法についてということです。  

 町が毎月発行している広報「マイタウン平群」は自治会を通じて配布されて

いますが、様々な理由で自治会未加入の世帯があります。自治会未加入世帯に
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は広報が配布されません。それぞれが役場の窓口等に取りに行くということの

ようですが、それでよいのでしょうか。何らかの方策を取るべきと考えますが、

いかがでしょうか。  

 ３点目は、椹原地区の農地への不法投棄の改善を。  

 この不法投棄については、ちょっと字を間違うてますが、改善を求める質問

を５年前の２０１６年６月からしていますが、現場を見る限り、ほとんど進展

がない状況です。１年半前の２０１９年１２月議会の答弁は「県と連携して問

題解決に向けて指導を続ける」とのことでした。その後の指導内容と解決に向

けた進展についての説明を求めます。  

 以上、大きく３点について町当局の明確な答弁を求めます。  

○議  長  

 事業部長。  

○事業部長  

 それでは、櫟原山林のメガソーラー開発についての御質問にお答えいたしま

す。  

 まず、林地開発許可申請の偽装についてとのことですが、この点については

４月１６日付で奈良県水環境・森林・景観環境部森と人の共生推進課長宛てに、

水路勾配、それと粗度係数の数値の取り方によって流下能力が過大に算出され

ていることがないのか、精査確認していただくよう要望書を提出しており、現

在奈良県の関係部局で審査されていると伺っております。水路の流量計算に誤

りがあれば、当然として災害の危険がありますので、町としても間違いのない

よう、重視してまいりたいと考えております。  

 なぜ測点全てを勾配１８％にしたのかとの御質問ですが、それはなぜされた

のかというのは私どもに聞かれても分かりませんが、想像するしかないわけで

すが、少なくとも流下能力の計算式に誤りがありましたら当然正確な算定式で

再計算をするべきであり、町としてもそのように指導してまいります。  

 次に、流下能力算定への町の見解ですが、これにつきましても、お答えした

とおり間違いがあれば正すという姿勢で臨んでまいります。  

 椿台隣接水路は氾濫しないのかということですが、メガソーラーによる林地

開発許可申請では、５０年確率、降雨強度１１６ミリパー時間で計算されてい

ますが、そもそもこの流量計算が現地の水路状況と整合しているのかどうかに

ついて、奈良県において審査中でありますから、この結果が出された時点で一

定結論が出るものと考えております。  

 次に、４号調整池からの放流先、広域農道横断管の能力と実際の勾配はとの

御質問ですが、これについては事業者より４月２３日付で平群町に対して、広
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域農道、町道西山麓線の既設横断管、口径６００ミリに事業地内の排水路を接

続する申請が出されておりますが、流量計算が添付されておりませんでしたの

で、提出するよう指示し、これの提出待ちの状況です。  

 また、同様に法定外公共物である町が管理する水路への事業地排水を接続す

る申請も５月２７日付で提出されておりますが、これについても流量計算書を

添付するよう指示し、この計算書の提出を待っているところです。  

 なお、既設横断管、口径６００ミリの勾配については、測量した結果３．９％

でありました。  

 町長から県への要望に対する県の回答はとのことですが、文書での回答では

ありませんが、奈良県河川課の担当者からは、水路の流下能力について審査中

であるとのことであり、林地開発許可変更申請については、令和３年の２月１

６日に申請が出されておりますが、現在のところ保留中とのことです。申請が

出されて４か月余りが過ぎてると、この間、審査をされてるということでござ

います。  

 次に、流下能力偽装に対して県の工事中止命令はとの御質問ですが、先ほど

申し上げたとおり、林地開発許可変更申請の審査中であることから、奈良県か

らは事業者へ工事を中断するよう指示があり、現在は造成工事を中断しており

ます。これについては、先週１５日に町の担当者による現地パトロールでも確

認しております。  

 次に、八つ目と九つ目の御質問については、後ほど他の担当より答弁させて

いただきます。  

 １０番目の高圧電線埋設に対する自治会同意はとのことですが、自治会から

の同意書の添付がなされておりませんので、同意を得られていない理由につい

て書面で提出するよう指示しておるところであり、道路占用許可については、

現在保留中でございます。  

 以上です。  

○議  長  

 住民福祉部長。  

○住民福祉部長  

 それでは、山口議員の大きな１点目でございます櫟原地区のメガソーラー建

設事業につきまして、お答えを申し上げます。  

 私のほうからは８点目のどこまでが準備行為になるのかという、まず御質問

でございます。  

 ３月議会での答弁を踏まえまして時系列で申し上げますと、この事業につき

ましては、令和元年１１月１日に宅地造成並びに林地開発行為の工事許可があ
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り、令和２年１月１７日に事業者より宅地造成並びに林地開発行為の工事着工

届が奈良県に提出をされております。  

 本年２月２４日に住民の方より、２月の１８日頃から工事区域内の伐採を行

っているとの連絡がございました。建設工事に伴う協定書を２月２２日付で締

結していることから、２月２１日以前の現地測量等を行うための樹木伐採行為

等につきましては準備行為として、２月２２日以降、いわゆる協定書の締結日

以降につきましては本工事ということで整理をしておるところでございます。  

 次に、９点目の３月議会以降、事業者としてどのような話合いを行っている

のかという御質問でございます。  

 ３月議会での議員からの御指摘を踏まえまして、２月２２日に締結をいたし

ました協定書を補完し、具体的にすることを目的に、本年６月７日付で指示書

を事業者に送付をしております。この指示書の内容でございますが、工事の進

捗管理につきましては、職員による定期的な現地確認の実施、事業関係者との

定期的な打合せの開催を、土質、水質検査については搬入土砂の土質基準の設

定、工事期間中の水質検査の実施回数並びに検査項目の設定を、災害等の対策

につきましては、気象警報等による具体的な参集基準や災害発生時の作業対応

など、それぞれ定めております。  

 以上です。  

○議  長  

 山口議員。  

○７  番  

 もう今の答弁で、今日、傍聴者も多いですけれども、議員の皆さんもよく分

かったと思うんですけれども、とんでもない業者なんですね、はっきり言って。

でたらめの書類を出して平気なんですから。公文書、数字の計算間違いという

ようなもんじゃないからね。最初に言いましたけど、流下能力の計算で水の速

さが秒３０メートルなんてあるわけないでしょう。そんなことを平気で公的な

機関に出す書類として出すような業者ですよ。信用できるのかというのが、ま

ず最初に言っときます。これは後で町長に聞きますけど、信頼できんの、こん

な業者。この件の経過を見ただけでむちゃくちゃじゃないですか。  

 そんな業者が今、平群の谷筋から見たら何か所も、北から南に１．２キロに

もわたって、木を伐採したのがむちゃくちゃ見えるんですよ。景観が悪いとい

ったらないでしょう。それでよく、この前、住民全員に配った緑が何とかとい

う冊子配られましたけど、どこ写してるんですか。全くあそこなんか写ってな

いじゃない。言っときますけどヤマトタケルが言ったのはこっちの山ですよ、

詠んだのは。梨本あたりからずっと櫟原のほうへのあの山筋ですよ。昔、これ
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だけ住宅開発がされなかったときに、私は平群中学、今の平群小学校あるとこ

ですけど、あそこの運動場からずっと全部山やったんですよ、下から見たら生

駒山まで。その谷、あの山の形が「たたみこも」ですよ。だからね、まず、そ

こ。そこはね、住民に優しいとか緑豊かなとか言うんだったら、そんなとんで

もない業者にあんな山削るのを任せるなんて言語道断ですよ。先にそのことを

言っときます。  

 それからですね、順番に聞きますけども、既に県のほうは流下能力計算の偽

装について調査をしてると。町が出した質問、先に読みましたけど、町長のほ

うからはとにかく椿台自治会に対して、基本的には椿台自治会ですね、放流す

る新しい水路、そこに説明会を開くよう業者に指導してほしいと。その回答に

ついては今、答弁なかった。その流下計算のことはもちろんあって、とんでも

ない業者ですけども、町長が意見書として上げた、住民にちゃんと説明してく

ださいねという、それを業者、全く無視してるんじゃないですか。いまだにあ

ったとは聞いてませんよ。何日にしたいという呼びかけがあったとも聞いてま

せんよ。これについて町は４月１３日に出して、今日は６月の２２日ですよ。

２か月以上たって業者が何も言ってこないってどういうことなんですか。町も

県もなめられてるんですか、業者に。そうでしょう。２か月ですよ。事業者は

２月に変更許可出してるわけでしょう。もうそっから言ったら４か月以上です

よ。  

 当然県が許可してないということですから、それで、さっきの答弁があった

ように工事の中断をさせたと。でも、もう既に、広域農道行って見たら分かる

けど、直角近くに山削られてるんですよ。摩崖仏も、教育長が喜んで、何かよ

そに保存してもらえる言うて喜んでましたけど、あの岩、取っちゃってるんで

すよ、削って。摩崖仏だけ残ったって、全く意味ないことはないけども、違う

でしょう。本来、その岩肌にあるからいいんであって、取りあえずどっかに直

して、ある程度できたらほこらか何か作ってそこへしますと。全く壊してしま

うよりはいいんかも分かんないけど、これはちょっと住民生活課に聞きますけ

どね、こんな状態で準備行為、さっきの答弁ちょっと分からんかった。さっき

は協定結んでからはもう本工事言うたか。３月議会でそんなこと一言も言って

へんやんか。何を言ってんの。３月議会、あれ、２月２２日に協定書結んだで

しょう。それちょっとちゃんと答えてください。町は本工事認めてんのかいな。 

 それやったら３月議会で言った準備行為であったって、本来、防災施設造ら

なあかんのですよ。まだ測量やから、測量するための伐採だけやから防災施設

はまだ要らんというのが県の答弁じゃないですか。本工事やってんのやったら、

その前に防災施設造ってないでしょう。あれだけ大規模な伐採やって、広域農
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道の溝は至るところで土で埋まってるそうじゃないですか。どんなこと考えて

るん。住民の命なんかどうでもええんかいな。全然話にならないでしょう、今

の答弁。びっくりしたわ、そこについては。とにかくめちゃめちゃな県の、こ

れについては県が今、取りあえず中止してると、きちっと精査すると。それは

そんでええです。そしたら、今の準備行為云々のとこについては納得できない。

そこはどういうことなんですか、もう１回答弁してください。  

 ほんで、協定書については、何て言ったっけ、指示書を送ったと言いました

よね。その指示書の文書を出してくださいよ。これ、出したのが６月７日付と、

まだ最近じゃないですか、これもう。２週間前、１５日前でしょう。まだ返事

も来てないと思うけどやね。この点についてもそうです。この点についてもも

う１回答弁してください。  

 それと、もう一つは町長に答弁求めます。こんないいかげんな事業者、偽装

をいっぱいするような事業者、平群町は許可権がないのでできないということ

ですけれども、知事に対して、まともな書類出るまで、それと最初の申請書が

虚偽なんで取消しをしてほしいというのを町長名で出してください。それがで

きるかどうか、町長、答えてくださいね。  

 高圧送電線について、今のところ同意のない理由を書面で求めてると、要す

るに櫟原以外どこも同意してないということですよ。なのにもう工事するとい

う看板を広域農道のちょうど送電線下ろすとこですよね。櫟原の自治会が農地

を造成した、あそこに立って、令和５年５月３１日まで工事しますと書いてあ

るんですが、下のほう全然決まってないのにそんなこと平気で書いて出してる

業者。櫟原でやるからということだけでいえば間違いでないんかも分からんけ

ど、それもいいかげんです。それについて、いつ求めたのかというのはさっき

なかったと思うんですが、それを求めてほしい。いつ求めたか、ほんで業者は

どう言ってんのか、その点も答弁してください。  

 

傍聴席からの声あり  

 

○議  長  

 少し待ってください。  

 傍聴の皆様に申し上げます。傍聴人は議場内で拍手やお話しされること、騒

がれることは禁止されておりますので、静粛にお願いをいたします。  

 それでは、答弁を求めます。  

 

傍聴席からの声あり  
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○議  長  

 今もお声が。傍聴席、傍聴の心得が書かれておりますので、傍聴される方は

決まりをお守りいただきたいと思います。  

 住民福祉部長。  

○住民福祉部長  

 それでは、山口議員の再質問にお答えをさせていただきます。  

 まず１点目の私のほうからお答え申し上げました、どこまでが準備行為かと

いうふうな御質問でございます。  

 この答弁の中で、当然私も３月議会の答弁を踏まえてということで、３月議

会の答弁書を読み返しながら対応させていただいておるところでございます。

このときに御指摘いただいたことの主な中身というのは、協定書を２２日に巻

いていると。当然１８日頃からということで御指摘を頂きました。その中で協

定書を巻くまでに行為をやってる行為についてはおかしいんじゃないかという

ふうな、どういう認識なんだというふうな御質問であったかなというふうに理

解をしております。  

 そこの部分の行為につきましては時系列で申し上げたとおり、この事業者に

ついては、当然協定書巻くまでにそれぞれの林地開発であったりとか宅地造成

等の許可を全て取っておる。また、着工の届け等についても所管官庁でやるだ

けの提出をしている、既にされておるというふうな状況でございます。  

 あとは協定書までにやった行為というのは何なのかというふうな御質問であ

ったかというふうにこの議事録を見ながら理解をしておるところでございます

が、その行為についてはこの議事録のときに、３月議会のときにも申し上げて

ますように、木を切るであるとか草を刈るといった行為については、大きな工

事をする前に基本的に工事着工までの必要な行為ということで準備行為として

認識をしているというふうな答弁を申し上げております。そこは今、改めて申

し上げたところでございます。  

 ２２日以降でございますが、これはもう全ての許認可が整った上で町との協

定も結んでるということでございますので、工事等については事業者のほうも、

着工するというふうな運びになってるのかなというふうに理解しております。  

 あと、ちょっと防災の関係でありますとか工事の、何て言いますか、施工監

理につきましては、それぞれ事業者のほうが、どういう形で業者、工事をやっ

ていくのかということについては、そこまで具体的な中身については、私ども

のほうでは承知しておりませんが、そこはそれぞれ宅地造成なり林地開発等で

許可を得られたときの施工方法に準じてやっておられるのかなというふうな理
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解はしております。  

 ２点目でございますが、３月以降にどのような話合いを持った、特に指示書

の関係でございます。  

 これにつきましては、先ほど指示書の内容について簡単に御説明を申し上げ

たところでございます。当然事業者のほうに対して町のほうから申し上げたこ

とでございますので、一定の手続していただきましたら、書類等についてはす

ぐに開示させていただけるような状況でございます。  

 以上です。  

○議  長  

 事業部長。  

○事業部長  

 ４月１３日に出しました意見書、下流住民への説明をするようというふうに

県のほうに意見を出しました。ところが、下流の椿台のほうへの説明がされて

いないということでの御指摘ですが、現在、先ほど申し上げました２月１６日

の変更申請の中身、水路の流量計算について県のほうから間違っているという

ような指摘があったと思います。それの審査を県がしている最中ということも

あって、事業者としてはですね、その水路の流量計算について、そういった状

態で下流側に説明に行くことが難しいということだろうと思います。要は説明

がし切れないということだと思いますので、そういうことで今、まだ説明会等

をされてないと。  

 町のほうからは当然、変更申請のときに事業者にも下流側の住民への説明を

するよう指示しております。そういった理由でまだできてないんだろうなとい

うふうに思っております。  

 以上です。  

○議  長  

 山口議員。  

○７  番  

 今の住民福祉部長の答弁はちょっとけしからんよ。何でかいうたらね、準備

行為じゃなくて本工事だったら防災施設、先、造らないと駄目だというのは森

林法でもそうやし、林地開発でも許可でそうなってるわけやろ。それせんと工

事しとるわけでしょう。それに対して、その地域の行政である町が全く認める

ような発言をするんですか。すぐ県に通報して、こんなことやってますよと言

わないと駄目じゃないですか。  

 準備行為ということで測量するためやと、本工事のための。そのためにちょ

っとは道路をつけたりするけども土は動かさないと言ったじゃない。３月の県
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議会の委員会でもおんなじようなこと言ってんのよ、県は。準備行為と言って

るんやで。違うかったんなら全くでたらめや。その３月議会のときに私の聞き

方が甘かったか分からんけども、ずっと準備行為ということで聞いてんのよ、

伐採は。そこ全然違うじゃないですか。もう本工事やったらもう全く法令違反。

もうここでもとんでもないことやってるじゃないですか、業者が。その業者に

一言も物言われへんのか。初めっからそうや。どういうことや。住民が言って

いったら、資料も出せないと言ったりするくせに何なの、それ。見に行ったと

きに工事をやってるでしょうが。本工事と認めたんやったらおかしいでしょう、

それやったら。  

 来週月曜日、県会の一般質問で取り上げますから、このことも連絡しますけ

ど、本工事やってんのに防災施設造らんかったら、それこそ、いつ災害起きた

って不思議じゃないんですよ。それは町、認めるわけやな。どういうことやね

ん。住民生活課は一体最初から何やってんのや。一昨年の１月から全然住民を

守るという立場、開発の場合、災害が起きたらいかんから細心の注意を払うわ

けでしょう。許可は県であったって事故起きたときは平群町が一番、副町長も

言ったように広域農道以下、町の財産だってあちこちでずたずたにされるわけ

ですよ。ましてやその下には４００戸もある椿台の住宅地もあるわけですよ。

それをそんな防災施設も造ってないのに本工事ですて、よく言えたな。今まで

詭弁で……。  

 

傍聴席からの声あり  

 

○議  長  

 山口議員、少しお待ちください。  

 傍聴人に申し上げます。先ほども申し上げましたが、議場内で騒がれる、お

声出されることは禁止されておりますので、静粛にお願いします。  

 なお、議長の命令に従わないときは、地方自治法第１３０条第１項の規定に

より退場を命じますので、念のために申し上げさせていただきます。  

 どうぞ。  

○７  番  

 私は今の話、大浦部長、おかしいよ。おかしないか。おかしないんやったら

おかしないと言って。本工事やったら防災施設造らなあかんのでしょ。平群で

開発する場合はそんな防災工事なしで、４８ヘクタールのうちどんだけか分か

らんけど、あんだけ森林伐採したり、土削ったりすんのはオッケーということ

を言ってるわけで。町長はそれでええですね。私はそう今、理解しました。  
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 それからさっきちょっと聞くの忘れましたけど、既にさっきの、要するに放

流水路、櫟原川とそれから椿台のほうへ行くあの水路について、最近メジャー

テクノという会社が測量しておるらしいんですが、これは町のほうは何か聞い

てて、当然偽装してあるわけやから、うそ書いてあるわけやから、そのうそを

正すのに県から指導入って、それでやってるんだと思うんやけどね、その辺、

町は確認してんのかどうか、お聞かせください。それと今言った、まず答弁し

て、それからこっちも答えてくれるか。  

○議  長  

 住民福祉部長。  

○住民福祉部長  

 私のほうから山口議員の再質問にお答えをさせていただきます。  

 私、４月以降、この担当させていただいて、ずっと申し上げてることなんで

すけども、当然、今回の太陽光発電事業、かなり大きな事業でございます。そ

れぞれの許認可事項というのがこの行為の中でそれぞれございます。当然町で

許認可なりをすること、町と約束事として守っていただくこと、また県のほう

の許認可に基づいて工事がされる、また許可を取られるというようなことが当

然ございます。それは１回申し上げておりました。  

 今、確かに議員のおっしゃってることも非常に理解はさせていただいており

ます。ただ、それぞれの権限者の中で、今回、今、問題にされておられる林地

開発であったりとか、宅地造成等の行為については当然奈良県の許可を取られ

て事業者が実施をされてると。当然そこの許可を取られるに当たって、一定、

技術的な知見であるとか工事の施工方法であるとかというものについては、当

然事業者のほうが県なりの指導を受けてやっておるというのが、そういうふう

に理解を我々はしております。当然工事の中で、こういうことが危ないから、

こういうことを懸念せねばならないからというようなことは当然分かるんです

けれども、工事本体の許認可権者というのは我々平群町ではございませんので、

そこは一定、平群町で物が言えるとこ、当然県に指導していただくとこという

のがあるのかなと、そこは私、分かった上で対応はしておるようなところでご

ざいます。  

 以上です。  

○議  長  

 事業部長。  

○事業部長  

 何か測量作業に入られてるということで、奈良県のほうから町には審査中で

あるということしか聞いておりません。しかし、それで４か月ほど経過してい
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るというところから、恐らく測量作業等は県の指示によるものだろうと推察し

ております。  

 以上です。  

○議  長  

 山口議員。  

○７  番  

 大浦部長、ちょっとね。もちろん県が指導するんですけど、本来、本工事に

入ってたら防災施設を造らないと駄目だ、当然知ってますよね、この開発許可

出てからそういうことを勉強されてるはずだから。後ろにいる浅井課長なんて

ずっと担当してるんだから知ってるでしょう。ほな何で県に言わないの。何で

県に言わないんですか。町長、どう思いますか。本工事やってると知ってるん

ですよ、２月２２日以降。で、防災施設、本来なら調整池も含めてですけども、

沈砂の池とかですね、そういうもん造って下流域に災害が出ないようにするわ

けでしょう。何で県に、じゃあそれ伝えないんですか。本工事してますよと、

沈砂池やってませんよと。それで２月以降４か月もほったらかしかいな。浅井

課長、どうなん。あんた、ずっと最初から担当してるやんか。知らんかったん

ですか。本工事入る前に防災施設造るということは知らなかったんですか。大

浦部長、浅井課長、どうなんですか。それ、答えてください。  

 それから、測量についてはそういう分からん、町のほうは聞いてないという

ことなんだろうけども、ちょっとその辺ね、きちっと整理して住民に知らして

もらわないと、さっきも言ったように町長が提出して２か月、その偽装がある

という点についてはすぐ回答、調査してからということになってもね、下流域

にちゃんと説明してほしいという町長からの県への要請についてね、それにつ

いて全く、県は言ったけど業者がしてないとかいうんだったらまだ分かるけど

も、２か月も全然それに対して返事ないというのはどういうことなん。町から

も聞かないと駄目でしょう。町長の名前で出してるんですよ、荒井知事宛てに。

もう一つのほうは県の課長宛てに出してるやつやからね。いや、それについて

はそら調査するのは分かりますよ。何で町が正式に出してる意見書に対して、

意見書で言った要望に対して事業者が全く答えてないのを県はほったらかしに

するんですか。単に工事中止しただけでええわけじゃないでしょう。中止して

るんだったら余計、その間暇なんだから業者にちゃんと住民に説明させるべき

でしょう。住民のところに説明行かせるべきでしょう。それをよう言わないん

ですか、県に。物言えないんですか、県に。全部県がやるから町は全く知らん

と言ってるんですか。それやったら協定書も要らんわね。でも協定書とかつく

って住民の命を守ろうとしてるわけでしょう。災害起こらんようにしたいわけ
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でしょう。言うまでもないですけど。それやったらきちっとやってくださいよ。 

 何点か一遍に答えてください。  

○議  長  

 事業部長。  

○事業部長  

 まず、本工事前の調整池という言い方なんですけども、伐採工事のときです

ね、仮設の沈砂池というものは施工されております。仮設沈砂池で土砂の流出

を防ぐ手だてを行って、土砂が堆積した際はその都度しゅんせつするという作

業をやられているというのは現地で確認しております。  

 それと、下流側の住民への説明ということですが、現実、今、県で審査中と

いうこともあって、水路の関係、これは推測の部分もあるんですが、開発許可

の変更申請に上げた水路の流量、流下能力が違うかもしれないということを前

提になかなか説明に行くということが難しいのかなと。そもそも流下能力、流

量計算、これを間違いがあれば正した上で、それで防災上大丈夫であるという

ことであれば説明にも行けるのかなと。それがない限り、間違ってて危ないか

もしれませんというような説明できないと思いますから、そういうことでなか

なか行けてないのであろうかなと思っております。そもそも変更申請あって、

もう４か月過ぎてると。通常でしたら林地開発の開発許可の申請なんていうの

は一月なり一月半ぐらいで大体許可が下りるもんですから、それに４か月も手

間取ってるということから、そういう理由があるのかなというふうに考えてお

ります。  

 そういう状況の中で町からも事業者に説明に行けと言ったところで、どんな

説明ができるのかというのも疑問ですから、そこら辺は県の審査をしっかりや

ってもらう中で、町のほうもそちらの審査をしっかりやってくれというような

ことで言ってるわけです。  

 また、審査した結果についてもですね、町に何も言わずに許可を出すという

ようなことのないように、我々、町のほうでも県の担当部局には審査の結果に

ついて、しっかり聞いていきたいというふうに考えております。  

 以上です。  

○議  長  

 山口議員。  

○７  番  

 沈砂池、今造ってるみたいなこと言うたけど、北から南まで１．２キロです

よ。谷筋何ぼあるか知りませんけど、水路ね。もう既にこんな土管も入れて、

だから１，３５０の土管も入れて、下の水路を潰してですね、さっき言ったよ
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うに岩も削って、事務所建ってるとこから、道路から見たら一番真っすぐの山

がすとんと削られてるわけですよ。泥もいっぱい出てきてるわけですよ、もう、

櫟原川のほうにも、あちこちにね。今、事業部長がかばうようなことを言って

るけど、あの伐採に見合った防災施設になってますか。そんなん推測、要する

に流速３０メートルって平気で書く業者ですよ。そんな見合ったもんしますか。 

 だから最初に全く信用できない事業者に対して町がかばうようなことばっか

り言って。かばってるんですよ、あなたたちは、大体。町長だってそうじゃな

いですか。住民と事業者のどっちの味方でもありません、中立ですって、そん

な中立ないんですって。災害起こったらそんなこと言ってられません。こんな

いいかげんな業者相手に。だからさっき最初に町長に聞いたことも、これ以上

言ったって同じような話になりますけども、いずれにしてもあれですよ、住民

生活課が最初に許可して、だーっといろいろ言ってたけども、全部向こうは、

町なんて丸め込むの簡単やと思うてるわけですよ。簡単にもうあんなん、うそ

いっぱい書いて。もちろんあれは県に出した書類ですから町のほうが見てるか

どうかは別問題としてですよ。県に対してだってそんな調子ですよ。そんな業

者相手にやってるわけですから、ちょっとどっちにしたって町長、もうこれ以

上、また時間来たら長くなりますから、最初に聞きましたよね。このような事

業者、信用できるんですかと。直ちに県に対してですね、許可の取消しを町長

として求めてくださいよ。  

 

傍聴席からの声あり  

 

○議  長  

 お静かにお願いいたします。  

○７  番  

 住民の代表として、こんな偽装をやってる事業、もう最初から間違ったこと

を出して、県もむちゃくちゃですけどね、それをチェックもせずに通して許可

した県もどうかと思います。でも、分かった時点でやっぱり正すのが本来ある

べき姿です。最初の書類が重大な間違いがあったわけ。ちょっとした間違いじ

ゃないですよ、重大な間違いがあったわけだから、県に対して、平群町の住民

の命と財産を守る町長の立場として荒井知事に対して、こういうことがあった

ので許可は取り消していただきたい、このように意見を提出していただけませ

んか。その点、町長どうですか。  

○議  長  

 事業部長。  
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○事業部長  

 そもそも林地開発許可の申請の中の調整池だとか水路の計算、これが審査し

た結果、そもそも間違ってるとか修正不可能であれば、当然許可を出さないよ

うにということになりますし、その以前に奈良県も許可を出さないことになろ

うかと思います。水路の計算だとか調整池の計算が、例えば修正した結果、妥

当だとすれば県も許可を出しますでしょうし、開発許可について正当なもので

あれば町としても、もうそれ以上は申し上げることはできないと思います。修

正不可能な間違いがあればですね、何回も言いますが、県も許可出せないでし

ょうし、町もそのように、県には当然意見を言うということは仮定の中では十

分あり得ることだというふうに考えます。  

 以上です。  

○議  長  

 山口議員。  

○７  番  

 仮定の話じゃないですよ。間違いははっきりしてるんですよ。県も認めてま

すって、もう。現場見たら分かるでしょう。櫟原川全部勾配が１８０パーミル

なんてあり得ないでしょう、１５か所全部。下のほうなんて緩やかじゃないで

すか、ずっと。櫟原川で竜田川へ行くまでのとこで１５か所、調査してるわけ

でしょう。上のほうは急でしょう、当然。流速３０メートルなんてそんなもん

流れるわけがないじゃないですか。計算上は流速３０メートルと出てくるわけ

ですよ。でも実際にそんなもん流れたら、人間に当たったら吹っ飛びますよ。

吹っ飛ぶどころじゃない。風でも３０メートルいうたら前へ行けないんですか

ら。水ですよ。秒速３０メートル流れる水なんてありますか。聞いたところ、

華厳の滝でもあれ、秒速１０メートルぐらい。華厳の滝ってまっすぐ落ちてま

すよ。栃木県の日光の。中学校の修学旅行に行きましたけど。ちょっと。３０、

そんなんうそに決まってるんやからもう初めっから偽装じゃないですか。  

 もうそんなもん考えるもなく、それをちゃんと見てみて、知ってる人がもう

偽装。ほんなら、そんな偽装で通ったやつやから当然やり変える前にまず一旦、

取り消しして、許可を取り消して、ほんで全部また新しい、そこをその間違う

てるとこ全部やり直して、それをもう１回県がチェックして正しかったら許可

するということになってもやね、間違いが出てる段階で許可してしまったわけ

やからそれは取り消したらええわけじゃないですか。部長、今の詭弁やで。だ

から町長に聞いてんねんやんか。知事に出してくださいよ。出すんですか、出

さないんですか。どっちでも、出さないんやったら出さないと言ってください

よ。その答弁だけ。  
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○議  長  

 町長。  

○町  長  

 それでは、山口議員の質問にお答えさせていただきます。  

 許可権限については奈良県のほうで申請されておるということで、今回、調

整池と放流水路の勾配とかの計算が現場と異なってるため、奈良県が事業者に

は一旦工事を中断するというようなことを指示が出てるというふうに聞いてお

ります。当然、許認可を行う奈良県において認可基準に基づき判断されるもの

であるというふうに考えております。  

○議  長  

 山口議員。  

○７  番  

 だから町長として意見を述べてほしいと言ってるわけですよ。奈良県として

ちゃんとやってもらえると思いますて、あなたは平群町の住民に責任持ってる

わけですよ。許認可権は県にあったとしたって、平群町の面積の２％の山林を

あれだけずたずたに、乱暴に伐採したわけじゃないですか。あんな準備行為で

あんな伐採なんかしない。ほんで準備行為かって確認したら、もうそんなん、

２２日以降は本工事って何を言ってるんですか。でたらめも甚だしいじゃない

ですか。住民をばかにしてるんですか。一体どこ向いて仕事してきてるの、こ

のことについては、もう理解不能。  

 町長ね、今の答弁だったら、県のほうがちゃんとするだろうとそんな人ごと

みたいなこと言ったら駄目ですよ。緑を守る、住民の命を守る、平群を住みよ

いまちにする、当たり前のことですけど、そういうふうに言ってたんなら、こ

の問題はそんな小さな問題じゃないですよ。町長の家からも見えるでしょう。

ちょっと南行ったら下垣内あたりやったらよく見えますよ。大井手路線なんか

全部どっから見たって見えますよ。１．２キロにわたって削ってるんですよ。

あれ見て痛々しい気持ちになりませんか。やってることはでたらめやし。まあ、

もういいです。もういいですけど、県のほうはもうはっきりと言ってるんです

よ。今、事業部長が言ったように数字が間違ってたら止めると。ほんで、既に

今、中止、さっきの答弁やったら中断の指示をしたということですけど、それ

でもこちょこちょ何かやってるんですよ、こちょこちょね、やってます。数字

が合ってないものについては認めては駄目なんで、計算が合うように変えても

らいますと言ってるわけやから、多分、業者、また全部、河川全部やり替える

んかね、大変やと思いますけど。  

 最後にね、担当課長は計算が合わない、また、今のままだったらもう取り消



 

－１６１－ 

しますとこう言ってるわけですよ。県もここまで言ってるわけですから、町長

も言いやすいと思いますよ。一旦取り消してください。ほんで数字全部新たに

申請書を出し直してもらってください。それぐらいは町長、言ってくださいよ。

もう答弁はええですけど、そのことはお願いしておきます。  

 それから、もう詭弁は許さないという態度を取ってくださいね。何ぼ町は許

認可権なかったって本来なら事前審査するわけですから。県に出す書類につい

て、やっぱり専門家にそれぞれの、この間、住民生活課だけやったから私はこ

んな間違いが起きたと思うんです。ちゃんと事業畑のほうの、平群町には技術

職の専門職員はいませんけども、ある程度技術職の仕事をして、なれてる人た

ちにも、また外部の信頼できるそういうところにね、ちゃんと書類も見せて間

違いないかどうか、そういうチェックも本来すべきだったというふうに思うん

ですよ。もう、はっきり言って平群町だけでやってたら何を相手に、有象無象

の事業者にやられるか分からない。そのことで住民が迷惑するということは申

しときます。それから、町長に対してはさっき言いましたように毅然と、県で

あろうが国であろうが、平群町の住民の命と暮らし、財産を守る、その立場で

なら敢然とどんな相手であっても立ち向かっていただくことをお願いして、こ

の１問目については終わります。  

 

傍聴席からの声あり  

 

○議  長  

 先ほどから再三、拍手等々、注意させていただいておりますが、本当に御退

場いただかなければならない事態を、それは回避したいと思いますので、傍聴

人の方はどうか、そちらに書かれております決まりはお守りいただきたいと思

います。次に、もしかそういうことになりましたら御退場いただきますので、

どうかよろしくお願いいたします。  

 総務部長。  

○総務部長  

 それでは、山口議員大きな２点目の町広報の配布方法についてお答えいたし

ます。  

 議員お述べのとおり従来の地方の広報紙「マイタウン平群」については、大

字・自治会の協力を得ながら各戸配布を行っているところであり、脱退された

方も含めて大字・自治会の未加入の方には基本的に広報紙が配布されていない

という現状を聞き及んでおります。  

 そこで、町に対して未加入の方から広報紙の相談を受けた場合には、三つの
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方法により情報を取得してもらうように御案内させていただいております。  

 まず、一つ目でございます。広報紙を直接受け取りに行っていただくという

方法でございます。設置場所につきましては役場を含めた公共施設、町内の金

融機関、駅等に備え付けております。  

 二つ目は、広報紙を個別郵送する方法でございます。これは事前に申請して

いただき、郵送料を負担していただくということになりますけども、部数に関

わらず、希望の住所地に郵送させていただいております。  

 三つ目は、紙媒体ではございませんが、町のホームページよりパソコンやス

マートフォンから閲覧していただく方法がございます。  

 現状としましては、おおむねこれらの方法により広報の情報を取得していた

だいているところであり、未加入の方から苦情等は数件頂いておりますが、お

おむね御納得いただいてるものと考えております。  

 町といたしましては、現在の広報紙の配布方法が地域でのコミュニティーが

薄れている中、広報配布を通じてコミュニケーションの機会の創出でもあり、

現時点では従来の方法で配布していきたいと考えております。しかしながら、

情報化社会の発展とともに、インターネットを活用すれば一通りのことは済ま

すことができ、昨今の少子・高齢化問題や核家族化問題が進み、社会情勢の変

化に対応する中で、将来的にどのような配布方法が適しているのかを以前から

検討しておるところですけども、答えには至っていない現状でございます。  

 以上でございます。  

○議  長  

 山口議員。  

○７  番  

 いや、言ってることは分からんことないけどね、これまでは個人で自治会に

入らないというのはあったと思うんですが、最近一部で一つの、要するに１０

軒とか２０軒とかの単位でですね、自治会とどういうもめ事があったのか分か

りませんが、自治会を脱退するというようなことも起きてるわけですよ。ほん

で取りに行くとかいっても、南のほうだったらプリズム、北のほうだったら、

公共施設全部って言うけど、駅に置いてあるって駅まで行かなあかんわけでし

ょう。それとホームページで見ろと言ったって、そんなん全然しない人もまだ

まだ少なくないですよ。ほとんどの人がパソコンや、スマホなんて年寄り見た

ってあんな小さい字読めないですし。  

 だからね、私は前から言ってるのは、斑鳩は自治会じゃなくって、ですよね、

いまだにそうだと思うんですが、シルバー人材センターが配ってるみたいです

けど。それをやれというわけじゃないんですけどね、自治会が配ってもええん
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ですよ。ただ会に入っていない人にも配れるような体制をつくれるわけじゃな

いですか。  

 要するに自治会に入ってなかっても広報、例えばですよ、ほかのもあるかも

分かんないけど、広報だけは入れると。それじゃどういう方法があるかといえ

ば、一つだけ言えば、要するに自治会に補助金、町が、要するにいろんな協力

してもらってることで世帯数に見合った補助金出してますよね。だからそれを

要するに広報の分だけ、そのうち幾らが広報の配る部分になってるんだってあ

る程度計算できるんだったら、その分については広報配ってる人数分のお金を

出して自治会にそれを納得してもらうとか、例えばですよ。こんな方法がええ

のかどうか分かんないですけど、そんな方法もあるという。それと思い切って、

もう自治会も高齢化して配るの大変なってるから、斑鳩みたいにシルバー人材

センターに全部委託するか。その分については自治会に払ってる分を、引き上

げても当然シルバーのほうが高くなると思いますけども、そういうことも検討

する。  

 いや、これね、もうほんまこれからどんどん出てきますよ。ほんで広報なん

てもう年寄りで、うちの自治会でもそうですけど、もう８０以上の人が夫婦と

か１人で住んではったら当然配布免除ということになって、どんどんどんどん

配る人も少なくなる。大きい団地だったらもう仕分けするだけでも大変なんで

すよ。だから、そういうことも含めて率直に私は自治会の意見を聞くべきやし、

入ってない人で苦情そんなにないというふうに言ってるけどね、そんなことな

いですよ。もう入ってないから言わないだけでね、もう取りにも行けないから。

で、忘れるしね、本人取りに行こうと思ったって。ほんで、いつも見たいこと

ない。ただ大事なものが載ってる場合があって、それを知らないまま行くとい

うことにもなるんで、そこはやっぱりちゃんとやってほしい。  

 もう答弁ええですけど、それはもう１回、全国的にどんなやり方やってるか、

ほかにもっとええやり方やってるとこもあるかも分かんない。さっき言った私

のような意見も含めてね、もう１回検討してください。今のままでええという

ことでは絶対ないので、この点についてはもう答弁要りませんが、その検討は

ぜひしてください。お願いしておきます。  

 ２点目、これで結構です。  

○議  長  

 事業部長。  

○事業部長  

 椹原地区の農地への不法投棄の改善をという御質問です。  

 町が行っている毎月のパトロールのほか、県関係部局と合同の立入り指導を
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令和２年６月１８日に、県担い手・マネジメント課、建築安全推進課と、令和

３年５月１９日には、県担い手・マネジメント課、建築安全推進課、廃棄物対

策課と実施し、現場内の状況確認と行為者への指導を行いました。  

 指導内容は建築物の撤去、土砂とガラの選別、これらを片づけることで農地

性の回復でございます。行為者も高齢ですぐには改善できないが、少しずつで

も片づけなければならないという認識は持っております。今後も関係部局とも

定期的にパトロールを行い、指導を行う中、状況の変化などの情報共有を行い、

継続的に指導していきたいと考えております。  

 以上です。  

○議  長  

 山口議員。  

○７  番  

 １年半前のコピーと全く一緒の答弁。ほとんど変わらない答弁。その答弁を、

５年前に初めてやってますから、それから３年半ほど大体毎議会やってます。

だから最低１０回ぐらいやってると思うんですよね。途中からずっとその答弁

なんです。県と一緒に指導したと。本人もちょっとずつやりたい。高齢である

がちょっとずつやりたい、何にも変わってないですって。私、毎週新聞配りに

椹原へ行きますので、毎週上からと、それから横通って見るんです。上から見

たら見えるんです。何にも変わってないです。何にもしてません。犬がいなく

なったぐらいです。本当に何もしてませんよ。県もなめられますって。  

 もうはっきり、要するに法律違反ですからね。ちゃんとやったら、訴えたら

ええんですよ、法律違反なんですから。農地を勝手に産業廃棄物場にしてるわ

けだから。産廃とは言わへんな、産廃じゃないね。土砂入れてるわけやからね。

産廃じゃない、産廃かどうかは別にして、農地に土入れてるわけですから、そ

れをもう６年も７年も放置してるわけですから。ほんで、ずうっと５年前から

指導したって一向に変わらない。建物もある。トラックもそのままほってある。

土はどんどん積み上がって今の状態になって、ここ５年前からは増えてません

が、私が取り上げてからはほとんど増えてないですけども、土そのものを１回

か２回やっただけで、もうその後はほったらかし。だんだん固まって汚い、農

地というより小山になってますよね。  

 だから、もうこれもおんなじ話になりますけど、もう生ぬるい指導じゃ駄目

です。県に対してきちっと、このままじゃもう質問せんかったらもうほとんど

何もしてないでしょ、はっきり言って。質問したらちょっとは県と行ってとい

うことになるんやけど、ここ１年ほど質問してなかったら行く回数も減ってる

じゃないですか。言わないとやらない。ちょっとどうかしてほしいですよ。ほ
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かにもあるんだと思うんですけどね、あそこはちょっとひどいですよ、どっち

にしたって。聞いてますか。全然聞いてくれへんね。そういう住民が困って、

あそこ通んの、横、怖いというのもあるし、ほんで通学のバスもあそこ通るわ

けでしょう。すぐ倒れるということはないでしょうけども、ああいうことを平

然とほっとくという町の体質がね。私は担当者ころころ変わるから、今の事業

部長が悪いわけじゃないんですけど、ちょっとその辺ちゃんとやってほしい。  

 これも何回言ったって一緒だから、もう１回だけ町長に聞きます。もっと県

に強く働きかけて、県の強力な指導をしてもらってください。ほんで期限を切

って、その指導に全く従わないんだったら法的措置も取ってください。それぐ

らいの強い気持ちでいかないと全く前へ進みません。その点はどうでしょうか。

それだけ再度答弁お願いします。  

○議  長  

 事業部長。  

○事業部長  

 パトロールについては廃棄物対策課、県のほうがですね、ほぼ毎月パトロー

ルに行っているという状況です。確かに数年前からほとんど状況が変わってい

ないということも事実ですし、今、議員が言われたように、もう１回、県の関

連する部署とも協議して、改善に向けてどういうことができるかについても協

議していきたいと思います。  

 以上です。  

○議  長  

 山口議員。  

○７  番  

 ぜひよろしくお願いします。  

 以上で私の一般質問を終わります。  

○議  長  

 それでは、山口議員の一般質問をこれで終わります。  

 ３時４０分まで休憩をいたします。  

（ブー）  

休    憩  （午後  ３時２８分）  

 

再    開  （午後  ３時４０分）  

 

○議  長  

 それでは、休憩前に引き続き再開いたします。  
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（ブー）  

○議  長  

 発言番号５番、議席番号８番、森田議員の質問を許可いたします。森田議員。 

○８  番  

 ただいま議長の許可を頂きましたので、駅周事業の第三者検証、災害時の安

全な避難、調整池の管理責任、安全な町道の４点を質問いたします。町長はじ

め理事者側の皆さんには質問に真摯に向かい合っていただくことを冒頭お願い

いたしまして、質問に入ります。  

 １点目は、駅周事業は第三者で検証すべきでは、です。  

 駅周事業は平成１８年、区域の地権者、組合員１８０名が平成１８年９月２

５日付で奈良県知事に設立認可申請を行い、同年１２月５日に認可を受けてス

タートしました。当時の町の説明によりますと総事業費７５億５，０００万、

町の負担は起債も含め３２億１，８７９万となっておりました。  

 この事業は全体の事業費を算出して、国の制度による補助金を差し引き、残

りを保留地の処分金で事業を賄って、道路、公園などの面整備を行う事業であ

ります。当時の全戸配布冊子によりますと、この事業によって駅前には立派な

ビルが建ち、区域の人口が増え、建物が新築され、住民税、固定資産税、軽自

動車税、たばこ税によって、事業完了時の税収効果は約１億５，０００万程度

見込まれる。また、国交省のパンフレットによる経済波及効果は７．５兆円と

なっておりました。  

 事業執行途中で道路、街区、公園、調整池、保留地などの変更や事業費、財

源内訳等も変更になり、令和２年３月２１日付の全協資料によりますと、総事

業費８６億４３３万、町の負担は起債を含めて３１億５，９７７万円となって

おりました。当初より５，９００万減少したことになっておりますが、その実

態はどうかといいますと、事業進捗に伴いまして町の組合への財政出動等、た

びたび手を差し伸べてるように私には思えてなりません。  

 変更事項につきましては、その都度、議会で説明を受けており、今議会でも

保留地処分の損失９１５万円を町が駅周組合に補塡することになっておりま

す。今回で町の駅周への支援は完了、終わることを願っておる次第であります。 

 町の駅周組合の財政出動をもう少し詳しく述べますと、先ほどの３１億５，

９７７万で、うち起債は３０億６，４８０万、一般財源は９４９万７，０００

円、区域内の土地開発公社の用地買戻しを平成２０年、２１年に１２億８，５

４９万、これは全て起債で賄われました。小学校用地買増しが平成２３年、２

４年、３０年に９億２，１６８万、うち起債は８億９，９９０万、一般財源は

２，１７８万、総合文化センター・将来庁舎用地を平成３０年に１１億４，８
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４４万円で、起債は６億４９８万、一般財源は５億４，３４７万円で、保留地

処分補塡として令和２年、３年に１億６，５１８万、全てこれは一般財源であ

ります。関連工事としましては、平群幼稚園解体で２，５９３万、暫定平群西

線道路で５，４３５万、梨本の換地工事で１，２９４万など、９，３２０万円

で、全てこれは一般財源であります。  

 これを合計しますと、町の負担は約６８億円で、うち起債は５８億円、一般

財源は約１０億円の財政出動を行っております。表に表せませんが、これ以外

に町職員が２名、駅周を担当しておりましたので、人件費が２億円程度かかっ

ておるものと見られます。今日の町財政の悪化の一因になっていると言わざる

を得ません。逆に駅周事業組合から町に幼稚園移転補償金２，２１７万、防災

倉庫等の移転費５３７万、よく分かりませんが、清算交付金が４億８６２万円

のお金が入っております。  

 このようなことから駅周組合の設立経緯、街区の変更、町の駅周関連事業、

減歩率、換地不交付、第三者換地、保留地税収効果など、それだけじゃなく、

駅周組合の役割、責任、そして、町の役割、責任、ガバナンス、推進プロセス

といいますか、背景が全く見えない状況にあります。区画整理、移転補償、法

律、経理などの専門家で構成する第三者による検証を行い、住民に説明する責

任があるのではないでしょうか。  

 ２点目は、災害時に安全に避難できるのか、です。  

 令和２年３月作成、全戸配布の防災ハザードマップ土砂災害版は、奈良県が

土砂災害防止法が改正されたことにより、町内の土砂災害の危険性を再調査し

た結果に基づき、新たに土砂災害警戒区域などを指定を行ったものに、町も避

難所等の見直しを行って制作されたものと認識しております。  

 このハザードマップによりますと、町内の竜田川のほぼ両岸が家屋倒壊等氾

濫指定区域（河岸浸食）に、また平群橋下流域は５０センチから３メートル未

満浸水するとなっており、そして、指定避難所及び指定緊急避難所１１か所の

うち６か所、福祉避難所７か所のうち４か所、一時集合場所の３５か所のうち

１１か所が水害時に使用できない場合があるとなっております。  

 そこで４点お尋ねします。  

 １点目は、土砂災害警戒区域などは従来からどのように変更になったのか。  

 ２点目は、早期立ち退き避難が必要な家屋倒壊等氾濫想定区域に指定された

経緯はどのようになっておるんでしょうか。  

 ３点目は、水害時使用できない施設を指定避難所及び指定緊急避難場所、福

祉避難所、一時集合場所に指定した経緯はどのようになっておるんでしょうか。 

 ４点目は、広域避難所７か所のうち３か所は水害時に使用できない避難所に



 

－１６８－ 

併設されております。なぜ広域避難所を併設したのでしょうか。  

 ３点目は、防災調整池の管理責任です。  

 奈良県では大和川流域では下流河川の洪水負担を軽減することを目的に、一

定規模の開発を行う場合、大和川流域における総合治水の推進に関する条例に

基づき、防災調整池の設置を義務づけており、平成３０年にその面積が引下げ

られました。都市計画や宅造法の開発面積は０．３ヘクタールから０．１ヘク

タールに引下げられました。森林法の開発は１ヘクタールで、これは変わって

おりません。これらの特定開発で設置された防災調整池は堆積土砂のしゅんせ

つなど、日常管理をきっちりしないとその機能を果たされなくなり、河川の氾

濫を起こす危険があります。  

 そこで、防災調整池について３点お尋ねします。  

 １点目は、町内に設置されている防災調整池は何基あり、その所有権、課税

はどのようになっておるんでしょうか。  

 ２点目は、防災調整池の管理責任はどのようになっておるんでしょうか。  

 ３点目は、平成３０年１０月１日以降設置された防災調整池はあるのでしょ

うか。  

 なお、法以前に開発されました春日丘、竜田川、北信貴ケ丘、初香台、若葉

台、椿台、緑ケ丘などの住宅団地に防災調整池が設置されていないので、竜田

川の洪水負担が大きいと思われますが、いかがでしょうか。  

 ４点目は、安全な町道に、です。  

 町内を回ると、道路路面がくぼみ、わだち、路肩、側溝、溝蓋等の傷み、歩

道は凸凹で停止線、センターライン、横断歩道等の路面標示が消えてる状況で

あります。お金がない、予算がつかないにしても危険極まりない町道になって

おります。この間、この問題につきましては令和２年３月議会で取り上げまし

たところ、点検は職員が毎月２回、主要道路、国道、県道幹線を補修資機材を

積み込み、目視による点検を行い、点検時に対応が可能な道路の穴ぼこやカー

ブミラーの角度調整は速やかに実施しており、街灯や路面標示等については業

者で対応している。また、自治会や地域住民からの連絡を受けた案件は、現地

確認の上で迅速に対応している。また、町道に起因する事故は平成２９年から

３か年で６件発生していると答弁がありました。  

 昨年、３月から１年以上経過しますが、私的には一向に改善が見られない。

逆に当時よりひどくなっているように思われます。  

 そこで、令和２年度の実績について２点お尋ねします。  

 １点目は、点検、補修実績はどのようになっておるんでしょうか。  

 ２点目は、町道に起因する通学路を含む事故はあったのでしょうか。  
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 以上、４点質問します。簡潔明瞭な答弁をぜひお願いいたします。  

○議  長  

 事業部長。  

○事業部長  

 まず、駅周事業は第三者で検証すべきではとの御質問にお答えいたします。  

 平成１８年１２月、奈良県知事の認可を受けて平群駅西土地区画整理組合を

設立し、組合施行で事業着手しましたが、最後の課題でありました保留地処分

も終わり、間もなく組合も解散され、事業が完結いたします。  

 第三者による検証を求めるとのことですが、事業主体は町の財政出動がある

ものの組合員皆様の減歩や家屋の移転などの御努力、御協力により適正に執行

されたものであり、第三者による検証については考えておりませんが、平群駅

西土地区画整理事業については、町としての意義や成果、財政負担については

改めて事業を総括したものを作成し、住民の皆様にお知らせしたいと考えてお

ります。  

 以上です。  

○議  長  

 森田議員。  

○８  番  

 ありがとうございます。私、この件、平成１９年に議員になって以来、一貫

して駅周は問題だということを述べてまいりました。議員で一番多く一般質問

でも取り上げてまいりました。平成２７年以降、機会あるごとに検証すべきだ

と訴えてまいりました。この事業で駅周組合は、道路等の街区は整備され、町

以外の組合員に追加費用を求めることなく、駅周事業としては、組合としては

成功だと思うんですが、ただ町としては多額の財政出動を強いられており、区

域内の人口は増えることなく、駅前に立派なビルも建つこともなく、空き地、

青空駐車が目立ち、この事業によって税収効果が現れない状況下にあり、私は

町としては失敗ではないかと言わざるを得ません。  

 先ほど申し上げましたが、この事業は関連事業も含めまして６８億円のお金

をかけており、借金は５８億円と、町全体の借金の３分の１にはなるんじゃな

いかと。そして、一般財源もこの間１０億円を使っているわけで、たらればの

話ですが、この事業がなければゆめさとこども園の建設もしなくてよかったわ

けでありまして、固定資産税も超過税率の回収ができ、特別職、我々議員の給

与、報酬も元に戻せたのではないかと思います。なぜ、第三者による検証が不

要というふうに言われてるのか、その辺が分かりません。  

 御手元に、職員の方に配って、皆さんはこんなビルが建つと、こんな町にす
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るということで全戸配布されてるんですよ。こんなビルが建つということで全

戸配布されてるわけじゃないですか。ましてですね、先ほど山田議員からもあ

りましたんですけども、多額のお金を使ってるわけですね。資料、また職員の

方には配ってます、私は時系列で皆さんに分かるようにですね、こんだけお金

を財政出動してますよということをお配りしてるので、機会があることは見て

いただきたいと思います。ねえ、町長、こんだけお金を使うてるわけじゃない

ですか。  

 もう一つは、一番よく分かるのは、山田議員からもありましたが、これ見り

ゃ一目瞭然だと思うんですよ。資料３を見ていただいたら。町のですね、当初

が２万６，５００平米だったものが換地してですね、換地後、町の面積が３万

６，０００平米になってるわけじゃないですか。換地がなければ、換地はいろ

いろ土地によって変わりますが、平均換地ですると４万８，０００平米の土地

を、だから２万６，０００から４万６，０００になってるわけじゃないですか。

だから、私はこういうことも含めて検証すべきじゃないかなと思うんですね。  

 特にですね、この間、先ほど言いましたように、私は一般質問や会議録、委

員会の会議録をずっとつぶさに、今回質問するに当たって読んでみました。特

にちょっとおかしくなってきてるのが、文化センターを建てるというときから、

少し皆さん方の発言とか内容は変わってきてる。場当たり的になっておると言

わざるを得ません。人間ですね、行き詰ったり困ったりすると冷静に物事が判

断できなくなって保身に走ると言われております。皆さんは公務員です。国民

の奉仕者であるわけであります。  

 もう少しお尋ねしたいことがございます。私は駅周設立総会の議事録を読み

ました。ぜひともこれは読んでいただきたい。読めばどういう経緯でこの設立

されたのか。設立当時にもう１億何千万のお金をかけてたわけですから。それ

ともう１つ、大事なことは駅周の担当者、駅周と町の役割、責任、これをきっ

ちり整理しないとこの問題は話ができない。私はあるとき、当時の担当者に質

問したときは、町の担当は補佐的な業務で、メインの換地交渉とかそのような

ことは駅周組合がやる、そのように言ってたわけですけども、実際は地権者の

お話であれば、町の職員が来て換地交渉もやってましたよと。総会の司会も自

治会の司会も全部職員がやってました。そういうことの反省も私は必要じゃな

いかなというふうに思います。  

 先ほど言いましたように、これでもう一つは保留地が増え、換地が減った。

そして一番問題なのは、換地不交付はべらぼうに増えてる。これは駅周、区画

整理の一番問題なのは、駅周組合は組合員がお互いに土地を出し合って、それ

でまちづくりをするという基本理念がここで崩れてる。そういうことでござい
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ます。そういうことで、いろいろそのことを検証していただきたい。  

 最後はこれは西脇町長にお尋ねしたいんですけども、答えられる範囲で先ほ

どのことも含めて答えていただきたいんですけれども、平成３１年２月８日付

で駅周組合に増額の負担について申入れをされました。結果、議会に報告もな

かった、委員会にも報告なかったと思うんですけども、その辺のことが分かり

ましたら、お答えいただきたい。併せて、町が第三者による検証をしないとい

う理由をもう一度報告していただきたい。第三者の検証が必要ないという、そ

の理由をもう一度詳しく述べていただきたいというふうに思います。  

○議  長  

 事業部長。  

○事業部長  

 すみません、増額ですか、について、ちょっとよく分からないところがある

んですが、第三者による検証をしない理由なんですが、そもそも、一般的に第

三者による検証というような話についてはですね、例えば何らかの不祥事が起

こったとか、何らかの法令違反があるとか、そういう問題があったときに第三

者による検証、世間でよくある話だと思うんですが。今回、区画整理事業に関

しては、いろいろ当初の予定とは違った部分も出てきてるわけですが、何か法

令違反があるとか不祥事があるとか、そういったものではありませんので、事

業としての総括は必要ですが、第三者に検証をお願いするといった事例のもの

ではないというふうに考えておりますので、先ほども申しましたように、事業

の意義や成果だとか、これまでの財政負担だとか、そういったものについては

実績について事業総括したものを作成し、それをもって住民の皆様にお知らせ

するという考えでございますので、そういうことで御理解いただきたいと存じ

ます。  

 以上です。  

○議  長  

 森田議員。  

○８  番  

 残念ですね。それであればその検証というんですか、総括のスケジュールが

どのような時期にどのような総括をするのか、その辺のことを答弁ください。  

○議  長  

 事業部長。  

○事業部長  

 区画整理事業の組合につきましては８月ぐらいには完全に解散という見込み

でおります。よって、それ以降になりますが、できるだけ早い時期に議会、あ
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るいは町の広報等で御報告するというふうに考えております。  

○議  長  

 森田議員。  

○８  番  

 ぜひともお願いしたい。私は第三者で検証すべきだと、こんだけ町の今の財

政危機を招いているのは私は駅周事業じゃないかというふうに思います。皆さ

んはどう思ってるか知りませんが。広報じゃなくて、コロナが収まれば住民説

明会で説明すべきだというふうに思います。そのことは申し上げておきます。  

 この問題はこれで結構です。  

○議  長  

 総務部長。  

○総務部長  

 森田議員の大きな２点目の御質問、災害時に安全に避難できるかについてお

答えをさせていただきます。  

 まず、１点目の御質問でございます。昨年、全戸配布させていただきました

平群町ハザードマップにおける土砂災害警戒区域、いわゆるイエローゾーンで

すね、及び土砂災害特別警戒ゾーン、レッドゾーンにつきましては、平成１６

年から奈良県が実施しました現地調査に基づき、平成３０年１２月現在の調査

結果により指定された区域に図示したものでございます。  

 土砂災害警戒区域、イエローゾーンの土石流、急傾斜地崩壊危険区域につき

ましては平成２０年２月に作成しました前回のハザードマップからほぼ変更は

ございません。しかし、土砂災害特別警戒区域、レッドゾーンにつきましては、

山間部、特に民家、住宅地に影響を及ぼす区域が新たに指定されている状況で

ございます。  

 ２点目の御質問にお答えさせていただきます。  

 従来の浸水想定区域は計画規模降雨、２４時間１９５ミリを対象としたハザ

ードマップにおいても公表しておりましたが、近年の豪雨の発生状況から平成

２７年に水防法が改正されまして、想定最大規模降雨、１２時間３１６ミリを

対象とした洪水浸水想定区域図を作成するものとされました。そこで、家屋の

流出、倒壊をもたらすような洪水時の河岸浸食が発生するおそれがある範囲を

示す早期立ち退き避難が必要な区域、いわゆる家屋倒壊等氾濫想定区域が指定

され、新たに作成したハザードマップにおいて図示したものでございます。  

 ３点目、４点目の質問について、併せてお答えをさせていただきます。  

 現在、指定避難所及び指定緊急避難所が１１か所、福祉避難所が７か所、合

計で１８か所、及び広域避難地を７か所、一時集合場所を３５か所指定してお
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ります。これらの避難所及び避難地におきましては、平群町内にある限られた

公共施設を指定し、また一時集合場所は各自治会内の集会施設や公民館等で、

避難所に避難する前に近隣の避難者が様子を見る場所、一時的に集団を形成す

る場所として指定させていただいたものでございます。また、広域避難地は地

震などによる大規模な災害発生時に避難するためのオープンスペースであり、

火災発生時の火災旋風から命を守ることを最大の眼目としておりますので、水

害での避難場所として指定しているわけではございません。  

 議員御指摘のとおり、これらの避難所及び一時集合場所の中にはハザードマ

ップ上、水害時に使用できない表記の施設も含まれていることも事実でござい

ますが、想定最大規模降雨による河川の氾濫、浸水等が想定された場合の住民

に対する周知、注意喚起するものでありますので、降雨規模に応じて避難所と

して使用できる施設であると認識しております。また、水害以外の震災時にも

対応するための避難所として指定していることも御理解いただければと思いま

す。  

 台風や豪雨による水害は、事前の気象情報や我々が発信します情報により状

況に合わせた判断が可能であると思います。避難は難を避けることであり、住

宅が安全であると認識されれば、必ずしも町が指定する避難所等に避難する必

要はなく、また、避難所以外の安全な場所、親戚や知人、友人宅への避難する

分散避難についても検討していただければと思います。このことにつきまして

は、広報折り込みによる全戸周知等により情報発信をしているところでござい

ます。  

 我々といたしましても、あらゆる災害が想定される中、避難所に危険を及ぼ

すなどのリスクもございます。いざ災害が起こり得る場合には、迅速な対応が

求められる中、平群町災害対策本部を中心にあらゆる情報収集を行い、住民の

皆さんへの安全、安心な判断、行動ができるよう、また住民の皆様の命を守る

ための情報を各種媒体、例えばメール配信システムや緊急速報メール、防災行

政無線、防災アプリ、このものを通じまして発信してまいりたいと考えており

ます。  

 以上でございます。  

○議  長  

 森田議員。  

○８  番  

 ありがとうございます。皆さんも御存じのように避難情報が先月の２０日か

ら避難勧告が廃止され、避難指示で必ず避難するように改正されました。また、

消防庁の大雨情報も今月３日から、みなされることになったとのことでござい
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ます。  

 それでは、再質問します。  

 １点目のことですが、イエローゾーンの土石流急傾斜崩壊危険区域は平成２

０年２月のハザードマップから変更がないということで、これはよく分かりま

した。ただ、特別警戒区域、レッドゾーンについては、山間部で民家、住宅に

影響を及ぼす地域が新たに指定されたとのことですが、具体的にどこの地区で

何か所か、何平米か増えたのでしょうか。今回の指定は県が指定したのでしょ

うか。  

 ２点目のことですが、水防法が平成２７年に改正されて、計画規模水量が２

４時間１９５ミリだったものが、想定最大規模降雨が１２時間で３１６ミリに

変わったことによるものとよく分かりましたが、それでは、該当自治会や住民

への説明はされたのでしょうか。また、浸水が５０センチから３メートル未満

となっておりますが、これは現状地盤からの数値でしょうか。何か基準がある

のでしょうか。これも県が指定したのでしょうか。  

 ３点目、４点目でございますが、やはりですね、災害避難所が水害時に使用

できない避難所を指定しているのは私としては理解できません。平群町の場合

は、平群谷、竜田川の両岸に住んでいる方が少ないと思いますが、検討の余地

があるのではないかと思います。住民の生命を守るための情報として各種媒体、

メール、防災無線、防災アプリを使った指示をするということでございますが、

全ての方に享受できるのは防災行政無線ではないでしょうか。ほかの議員から

も指摘がありますように聞こえない、聞こえにくい、この辺の見直しが必要だ

と思いますが、いかがでしょうか。  

 それと、今年こういうものが、このハザードマップが全戸配布されました。

地域版ということでございますが、これには制作年月日、避難所の凡例も載っ

ておりません。ハザードマップはいろいろ作るんじゃなくて、こういうものは

一つにまとめて、１家庭に一つ、ハザードマップにすべきだと思いますが、こ

れは意見として申し上げておきます。こんなものはたくさん作ったところで、

家庭に絶対置いてもらわなあかんもんでしょう。できたら、こういうものは一

つにまとめていただいて、していただく、これはお願いだけしておきます。  

 再質問で答弁をよろしくお願いします。  

○議  長  

 総務防災課長。  

○総務防災課長  

 失礼いたします。今、何点か再質問いただきましたので、順次、答弁のほう

をさせていただきたいと思います。  
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 まず、１点目でございます。特別警戒区域、レッドゾーンに指定がされたと

いうことでございます。この区域についてですね、具体的に箇所がどこで何か

所、また平米数ということでのお尋ねであったかと思います。この特別警戒区

域、レッドゾーンにつきましては、以前よりイエローゾーンとして指定されて

いた区域の中で特に民家や住宅等の影響を及ぼす区域に内数として指定をされ

たわけでございます。  

 具体的に箇所数といたしますと、イエローゾーン、警戒区域に指定されてお

りますのが１８０か所でございます。そのうち特別警戒区域、レッドゾーンと

して１５７か所が指定をされておるということでございます。地域におきまし

ては、それぞれ町内各地域に数か所ということでございますので、それについ

ては、ここで今申し上げるよりもまた資料のほうを御確認をいただけたら、防

災計画の中で指し示させていただいているということでお願いをいたしたいと

思います。これにつきましては、県が指定を行ったというものでございます。  

 次に、２点目、水防法の改正によって雨量のほうですね、ハザードマップ上

の雨量が改正がされております。  

 前回のハザードマップから今回、想定最大規模降雨ということで１２時間３

１６ミリという想定の雨量が示されておるわけでございます。これについて、

自治会などに説明を行ったのかということでございますが、これにつきまして

は説明会などは開催をさせていただいておりません。ハザードマップのほうを

全戸配布をさせていただいております。想定最大規模降雨によって災害の危険

性、浸水の危険性がある地域について確認を願っておるというところでござい

ます。これらにつきましても県が指定をしたものということでございます。  

 次に、３点目、４点目、水害時に利用できない避難所を指定するのはいかが

なものかということでございます。  

 これにつきましては、最初、部長の答弁でもありましたように、限られた町

内での公共施設を避難時に避難していただく場所ということで指定をさせてい

ただいておるわけでございます。併せて、水害のみならず震災などでも御利用

いただける避難所ということで指定をしておるとこでございます。特に水害と

いうことになりますと、先ほど議員もおっしゃられましたが、警報の区分も今

回改正もされました。水害は事前の気象予報などである程度の予測が可能でご

ざいます。避難時に正しい行動で御自分の生命を守っていただけるということ

でそれらも可能。それらをハザードマップ上で、想定最大規模降雨が降ったと

きにはこの避難所が利用できない、そうなればどこに避難すればいいのかとい

うことで、先ほど最初の答弁にもありましたように、分散避難、垂直避難とい

うことも、避難方法についても事前に御自身で確認をしていただきたいとこの
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ように考えておるところでございます。  

 町からの情報を皆さんに伝え得る方法として防災行政無線、これがやはり一

番の手段であるというのは我々も認識をしております。以前より、それぞれ各

議員、また住民より聞こえない、聞こえにくいというお声、頂いております。

それにつきましては、その都度、防災行政無線の放送間隔、それぞれの無線の

スピーカーから流れる区域ですね、これを分割したりであったりとか、また、

その放送する言葉の速度を調整したり、さらにはスピーカーの向きを調整をし

たりということで、その都度、頂きました住民様からのお声に対しまして前向

きに取り組んでおるところでございます。ただ、全ての皆様方に今まだクリア

に聞こえるということになったわけではございませんけれども、今後もそれぞ

れお声を頂いたときに前向きに改善のほうに努めさせていただきたいというふ

うに考えておりますので、よろしくお願いをいたします。  

 以上です。  

○議  長  

 森田議員。  

○８  番  

 ありがとうございます。私、聞き漏らしたかも分かりませんが、これは５０

センチ、３メートルというのはどこからの基準ということ、お答えなかった、

聞いてないのはごめんなさいね、なかったと思うんですけどね。それと、これ

は県が指定したということ、よく分かりました。  

 それとですね、このような質問を私ですね、以前ですね、いつだったかな、

２７年だったかな、２７年のときに同様の質問をさせていただきました。その

ときはですね、信貴山、久安寺のほうは地元説明会を終えたと。越木塚、櫟原、

福貴畑のところは説明会はされてなかったと。それとですね、今回、新たに水

没するという地域が指定されたわけですが、これはぜひともですね、どういう

形か分かりませんが、説明をしていただきたい。過去の水害を見た場合ですね、

短時間に水かさが増して人身に影響がある、家屋に影響があるというようなこ

とがございますので、それはぜひともお願いしたい。  

 併せてですね、防災無線、これは何とか改善いただきたい。改善なければ戸

別受信機の方法もぜひとも考えていただきたいと思いますので、その辺はお願

いしておきます。  

 再度答弁をお願いいたします。  

○議  長  

 総務防災課長。  

○総務防災課長  
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 申し訳ございません、答弁漏れがございました。浸水深でございます。どこ

を基準とするかということでございますが、その場所の地盤から測ったセンチ

メートルということでの御理解をお願いしたいと思います。  

 あとそれと、それぞれの説明会ということでございます。ハザードマップを

作成させていただきまして、全戸に配布をさせていただいております。これら

のハザードマップを基にしてですね、住民の皆様方に今後、より、どのように

避難、安全に命を守っていただけるかという部分も含めて、何らかの形で住民

さんに対して周知なりをしていきたいということを申し上げておきます。  

 あと、防災行政無線、聞こえにくい部分で、戸別受信機ということでの御提

案でもございます。今、限られた方々ではございますけれども、高齢者の方、

独り暮らしの方、また、聴覚障がいの方などにつきましてはですね、戸別受信

機の設置ということで進めさせていただいておりますので、その辺りも御理解

いただけたらと思いますので、よろしくお願いいたします。  

○議  長  

 森田議員。  

○８  番  

 浸水が５０センチから３メートル未満を浸水するということですね。これに

はそのエリアに町の施設があったり、避難の施設があったり、老健施設があっ

たりするわけですね。一方ですね、企業進出をお願いしております椿井のエリ

アもこのエリアに入るわけですね。その辺がちょっと私も非常に危惧しており

ますが、それはそれとして住民に周知は必ずお願いしたい。  

 先ほども山口議員からもありましたが、やっぱり住民の生命、財産を守るの

は自治体の一丁目一番地であるわけだと思います。住民周知はもとよりですね、

行政無線の改善をぜひともお願いしたいということで、この質問はこれで結構

でございます。  

○議  長  

 事業部長。  

○事業部長  

 防災調整池の管理責任についての御質問です。  

 まず、町内に設置されている防災調整池は何基か、また、その所有権、課税

についての御質問です。  

 町内に設置されている調整池は、住宅地開発行為等により設置され、町の所

有となっているものについては１１基、そのほかは大規模店舗、スーパーマー

ケットなど民間の地下式の貯留槽等が４基と、山間部の林地開発等により設置

されているもので２基あります。こういった大規模店舗などの調整池の課税は、
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敷地内の舗装だとかフェンスだとか、そういった工作物などの資産合計に対し

て償却資産税がかかっておるということです。  

 防災調整池の管理責任についてですが、管理責任は所有者及び事業者にあり

ます。平群町が所有者となっているものに関しては、地域住民などの連絡や状

況を監視し、必要であればしゅんせつ作業を行っております。過去に行った箇

所は約１０年前に上庄３丁目の防災調整池のしゅんせつ作業を実施しておりま

す。  

 次に、平成３０年１０月１日以降設置された防災調整池はあるかという御質

問ですが、それと防災調整池が設置されてない住宅団地の分の洪水負担がどう

なってるかということですが、住宅開発では平成３０年１０月１日以降に設置

された調整池はございません。林地開発では１基あります。  

 昭和５７年の大和川大水害を機に大和川流域を洪水被害から守るため、奈良

県と市町村で流出抑制に取り組むことに合意し、流域全体で奈良県と市町村合

わせて約１８０万立方メートルの貯留対策に取り組むこととなっております。

本町に割り当てられた貯留対策量は２万２，０５０立米となっていることから、

平成３１年４月１日施行の平群町農業用ため池維持管理事業補助金交付要綱を

制定し、大雨等に備え、農地への取水が必要な時期については、ため池の水位

を可能な範囲で減水し、取水の必要がない時期は常時満水時のおおむね３分の

２以下の水位を維持することで流出抑制を行い、令和２年度末現在、１５か所

の減水ため池と令和元年度に２か所の治水工事を行ったものと合わせて、平群

町に割当てられた治水対策量の約２００％が達成しており、大和川流域貯留対

策量はもちろん、竜田川の水量も抑制できるため、洪水負担が軽減されている

ものと考えております。  

 以上です。  

○議  長  

 総務部長。  

○総務部長  

 調整池への課税はということで少し答弁させていただきます。  

 住宅開発行為等により設置された防災調整池で町へ移管されているものにつ

きましては非課税となっております。それ以外のものにつきましては、基本課

税になっているということでございます。  

 以上でございます。  

○議  長  

 森田議員。  

○８  番  
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 ありがとうございます。もう少しですね、どこの団地に調整池を造られてる

のかという答弁をお願いしたいんですけども。  

 それとですね、林発には２基ほど造られてということなんですね。ほんで、

住宅につきましては、管理責任は法律によって町に移管されてるので町が所有

になってると。当然町のものですから非課税だよと。ただしですね、管理責任

は町にありますということですね、町にあるということはしゅんせつも１か所

だけやったということなんですけども、そこのほかのところは設置されてると

思うんですけども、そういうしゅんせつとか、そういう管理はされたのでしょ

うか、それ以外にですね。  

 それとですね、３０年以降ですね、１日以降で設置された調整池はないと思

うんですけども、椣原のバンビ寺口の跡地も住宅開発はされててですね、平群

駅東側にも、下垣内ですかね、住宅開発がされてたと思うんですけども、それ

が平成３０年以前の開発なのか、面積が小さかったのでしょうか。  

 それとですね、調整池は３０年１０月１日から県条例で報告を義務づけてお

ります。きっちり管理をしてくださいということなんですけども、法以前のも

のもしっかり管理しないと、竜田川の洪水の対策にならないと思うんですね。

その辺のことが分かればお答えください。  

 それとですね、平群町の貯水能力は、ちょっと聞き漏らしたんですが、もう

２００％達成してるから万々歳だというふうに理解していいんでしょうかね。

私は足らないことを心配したんですけども、平群町の場合はため池も含めて２

００％達成してるということでいいんでしょうか。その辺ちょっとお答えくだ

さい。  

○議  長  

 経済建設課長。  

○経済建設課長  

 再質問にお答えさせていただきます。  

 まず、調整池の位置の確認であったかと思います。どこにあるのかいうこと

で、住宅地で言いますと、北のほうから順番に椣原地区内に３基、菊美台に１

基、フローラル西向の分として１基、上庄に上庄の調整池と上庄バイパス調整

池ということで１基ずつ、吉新地区については駅周の関係で公園の下に設置さ

れてます。三里に１基と、下垣内も新しい住宅開発のところに１基。あと公共

施設でいいますと、ゆめさとこども園の地下に１基あるということでございま

す。  

 最近の開発での申請日のことですけれども、椣原につきましては、平成２８

年５月の申請、下垣内の、バイパス西側ですけれども、の申請につきましては
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平成２９年の１月に申請ということで、３０年１０月１日の適用を受けてない

というミニ開発となっております。  

○議  長  

 森田議員。  

○８  番  

 ありがとうございます。住宅地の設置のがよく分かりました。  

 ただですね、私は最初ちょっとお尋ねしたんですけども、平成３０年１０月

以前のやつもきっちり管理する方法を、手だてを講じなければ洪水になるんじ

ゃないかと。３０年１０月１日以降については県が義務づけておりますので、

これはきっちり管理していただけると思うんですけども、その辺のことを条例

化するのか、規則か何かつくるか、そういうことで管理をきっちりする方法を

おつくりになったらどうですかという質問したんですけども、その辺の答弁を

お願いいたします。  

○議  長  

 経済建設課長。  

○経済建設課長  

 規則化をすべきではないかというような御意見だと思います。ただ、現実的

には町のほうに管理義務が発生しておりますので、それはもう適正に今までど

おり管理していきたいというふうに考えます。  

○議  長  

 森田議員。  

○８  番  

 今さっきですね、町以外のところがあるというふうにおっしゃったじゃない

ですか。店舗とか山間部があるというふうにおっしゃったじゃないですか。今

まで１か所しか町はしてないというふうにおっしゃったわけですけども、本当

にそれでいいんですかということですわ。私も回ったら草ぼうぼうのやつも見

受けるし、土砂が堆積したところも見受けるので、この質問をしたわけですけ

ども、その辺のところをもう一度御答弁ください。  

○議  長  

 事業部長。  

○事業部長  

 民間設置の調整池に対する管理責任についてですね、何か規則なりというこ

とでおっしゃっていただきました。それについてはちょっと検討させていただ

きます。  

 町が管理してるものについて、最近では上庄の調整池をしゅんせつ作業した
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ということで、それ以前に関して言えば、私の記憶では三里の調整池のしゅん

せつをした、これはたしか２回ぐらいにわたって過去にされてるというふうに

記憶しております。それ以外、町が本来管理している住宅地の調整池について

はその都度ですね、必要なしゅんせつについては行っていきたいと考えており

ます。  

 以上です。  

○議  長  

 森田議員。  

○８  番  

 ありがとうございます。ぜひとも調整池は管理が大事だと思いますので、規

則化とかどういう要綱かどうか知りませんが、そういうことをぜひつくってい

ただくことをお願いいたしまして、次の答弁をお願いいたします。  

○議  長  

 事業部長。  

○事業部長  

 安全な町道にという御質問についてお答えいたします。  

 森田議員の令和２年度の点検、補修実績についての御質問ですが、令和２年

３月議会でお答えさせていただきましたとおり、幹線道路を中心に毎月２回、

職員による目視による点検を行いました。補修実績につきましては、社会資本

整備総合交付金を活用して、交通量の多い１級路線を２路線で２６７メートル、

自治会の集落内道路４路線で４２１メートル、舗装版の打ち換えは６路線で６

８８メートル実施いたしました。路面のくぼみ等による補修箇所は３０か所で、

路面標示は８路線で２，０２０メートルの工事を実施いたしました。そのほか

歩道改修工事や橋梁補修工事の工事施工範囲につきましても、舗装版打ち換え

や路面標示工事等も併せて実施しております。ただし、横断歩道や停止線等の

道路標示については奈良県公安委員会の管理となっております。限られた財源

の中で効率的かつ効果的に道路管理に努めてまいりたいと考えております。御

理解を頂きますようお願いいたします。  

 次に、二つ目の質問の令和２年度の道路に起因する事故はについてお答えい

たします。  

 本町で管理する町道を起因とする令和２年度の事故件数についてはございま

せんでした。また、平成３０年度と令和元年度の事故件数はそれぞれ５件ござ

いました。内訳につきましては、路面のへこみや陥没による事故が４件と支障

木による事故が１件でございます。  

 最後に、今年度の事故件数でありますが、路面のへこみによる事故１件と集
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水ますのます蓋の跳ね上がりによる事故１件で、計２件ございます。  

 以上でございます。  

○議  長  

 森田議員。  

○８  番  

 ありがとうございます。私は道路の打ち換えとかそういう大規模な補修はお

金がないからできないというふうに思っております。それより、町内回りまし

てね、くぼみがあったり、路盤が剥がれてたり、先ほども部長からありました

ように溝蓋が跳ねたりとか、そういうところが見受けられるので、そういうと

ころの点検とか補修が大事ですよと。  

 それであれば、年２回の点検ですね、どれぐらいの時間をかけて、どれだけ

の、先ほど言うような穴ぼこを埋めるのにどれぐらい費用をかけてるのかです

ね。それと先ほどですね、路面標示は公安委員会の管理ということですけども、

公安委員会はお金を出してくれるんじゃないと思うんですよね。ですね。出し

てくれるんですかね。本当にこれはですね、町道だけじゃなくて県道、国道も

本当にひどい状況です。もう本当に停止線が消えてたり、センターラインが消

えてる、横断歩道の標示が消えてる。皆さんには本当に写真でお見せしたいと

思ったんですけど、真っ黒で見れないもので準備しなかったんですけども、本

当にひどい状況ですね。  

 それと、事故については今年度ないということなんですけども、何か予算で

町のパッカー車が破損したと。パッカー車、当然町道走ってるわけだと思いま

すので、どこで具体的なこと、ちょっと分かりませんが、町道に起因してる破

損じゃないことを願っておりますけども、そら、答弁結構です。  

 先ほど言いましたことについてですね、どれぐらいの時間をかけて、どれぐ

らいの補修をしてるのか、分かるんだったらお答えください。  

○議  長  

 経済建設課長。  

○経済建設課長  

 道路パトロールについてですけれども、基本的には月に２回の実施というこ

とであります。都度都度、主に主要幹線走ってるんで、全てが全て行き渡って

るわけではないんですけれども、発見した場合については速やかに補修工事を

やって、昨年度かな、こちらのほうは３０か所をやってると。これは住民から

の通報といいますか、お知らせもあって対応しているいうところです。  

 パトロールの所要時間ですけれども、おおむね半日以上ということで、その

都度、水路の状況等も変わってきますんで、時間はそれぐらいで対応している
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ということです。  

○議  長  

 少しお待ちください。  

 ここで時間延長を行いたいと思います。午後７時までといたします。  

 森田議員。  

○８  番  

 ありがとうございます。本当にね、詳しくは言いません。一番大事なことは

町の職員が見回って、本当に補修していただいてるかということが私は疑問で

す。  

 先ほどどなたか、町道のメートル数があったと思うんですけど、質問でです

ね、本当に停止線が消えてる。これで事故起こったらですね、本当に大変なこ

とになると思いますので、これはぜひとも町長ね、お金をかけていただきたい。

町長も毎日散歩されてるというふうにお聞きしてますけども、もう散歩してた

ら一目瞭然だと思うんですよ。年いったらつまずくわけですやんか。そういう

ことはぜひとももう一度、場合によっては点検だけは外注をするとかね、補修

も外注をもう年間契約でするとか、いろいろな方法を考えてください。知恵を

出してください。  

 そういうお願いしまして、私の質問、これで終わります。  

○議  長  

 それでは、森田議員の一般質問をこれで終わります。  

 ４時５５分まで休憩をいたします。  

（ブー）  

休    憩  （午後  ４時４５分）  

 

再    開  （午後  ４時５５分）  

 

○議  長  

 それでは、休憩前に引き続き再開をいたします。  

（ブー）  

○議  長  

 発言番号６番、議席番号１番、岩﨑議員の質問を許可いたします。岩﨑議員。 

○１  番  

 発言番号６番、議席番号１番、岩﨑真滋でございます。ただいま議長から発

言の許可が出ましたので、先般通告しました困窮者支援について質問させてい

ただきます。  
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 初めに、連日ワクチン接種に御尽力されている医師、看護師、それに携わっ

ておられる方々、そして町職員の皆様、心より感謝申し上げます。引き続き夏

に向けて、くれぐれもお体、御自愛ください。  

 それでは、一般質問に入ります。  

 新型コロナウイルス感染症の影響により生活が厳しくなる人が増えました。

新聞報道などによると、国は困窮世帯に最大３０万円を給付することを決め、

２０万世帯が対象になると見込んでおり、今年度予算で５００億円を確保しま

した。昨年の高所得者も対象となった全国民一律の１人１０万円の特別定額給

付金とは違い、今回は所得が激減するなど、著しい困窮状態にある世帯に支給

されます。支援金は月額で、単身世帯は６万円、２人世帯は８万円、３人以上

は１０万円で、７月以降に３か月間支給するとのことです。  

 対象となるのは、総合支援資金など国の特例貸付制度を上限まで使い、返済

義務のある貸付制度をこれ以上利用できない人で、同時に就労意欲があり、ハ

ローワークで求職の相談をしているといった条件があります。  

 また、国は緊急事態宣言などの延長に伴い、休業者らに２０万円を貸し付け

る緊急小口資金と失業者らに月２０万円を貸し出す総合支援資金について、申

請期限を８月末まで延長することを決めました。返済時に住民税が非課税なら

返さなくてもよいという仕組みもあります。  

 臨時の支援策だけでなく、生活保護も昨年度は２３万件近くの申請があり、

リーマンショック後の２００９年度以来１１年ぶりに前年度を上回りました。

厚生労働省も自治体に対して、生活保護の申請時のハードルを下げるべく、親

族の援助を受けられる見込みがないと判断されれば扶養照会をしなくてもよい

とする通知を出しました。  

 そこで、平群町の生活保護受給者の人数や相談件数などについてお聞かせく

ださい。  

 また、生活を下支えするため、社会のセーフティーネットを強化するために、

国、県、平群町がどのような連携をされているのか、お聞かせください。  

 答弁よろしくお願いいたします。  

○議  長  

 住民福祉部長。  

○住民福祉部長  

 それでは、岩﨑議員の困窮者支援につきまして、御質問にお答えをいたしま

す。  

 まず、新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金につきましては、支

給対象世帯は、総合支援資金の再貸付けを終了した世帯などで、収入要件、資
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産要件、求職活動等の要件を満たしたものとされております。この自立支援金

の申請手続につきましては、７月以降に奈良県が受付を開始されていますので、

町や社会福祉協議会におきましてもホームページや広報紙などにおきまして周

知を図っていく予定としております。  

 次に、平群町の生活保護受給者の現状についてでございます。  

 現在、町内では８７世帯、１２９名の方が受給されており、年度ごとの新規

受給者数は平成３０年度が７世帯、１８名と、令和元年度が６世帯、１５名と、

令和２年度が７世帯、１０名となっております。  

 また、生活保護の相談件数につきましては、令和２年度では２７件となって

おり、相談内容といたしましては、病気や体調不良などにより収入が減少し、

生活が困窮している相談が大半を占めており、現在のところ、新型コロナウイ

ルス感染症の影響による相談はございませんでした。  

 今後におきましても、新型コロナウイルス感染症が長期化する中で、生活困

窮者を速やかに自立支援につなげるためにも、さらに町と県が情報を密にしま

して、連携を強めながら、必要な自立策などが迅速に受けられるように努めて

まいりたいと考えております。  

 以上でございます。  

○議  長  

 岩﨑議員。  

○１  番  

 ありがとうございます。生活保護受給者の状況について、よく分かりました。

平群町の場合、現在のところ、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う生活保

護の相談はなかったとのことでありますが、コロナ禍が長期化しておりますの

で、引き続き、生活困窮者の方の相談があった場合には速やかに必要な機関へ

つないでいただきますよう、よろしくお願いいたします。  

 それでは、２点再質問させていただきます。  

 １点目、平群町の緊急小口資金と総合貸付資金の貸付件数と生活困窮者自立

支援資金について、どのくらい申請見込みがあるのか、お聞かせください。  

 ２点目、生活保護の申請時に親族の援助を受けられる見込みがないと判断さ

れれば、扶養照会が不要とされましたが、どのような場合か説明をお願いいた

します。  

○議  長  

 福祉こども課長。  

○福祉こども課長  

 それでは、再質問にお答えいたします。  
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 １点目の平群町の特例貸付件数等の御質問についてですが、現在、６月１７

日時点なんですけども、緊急小口資金が９２世帯、総合支援資金が７９世帯で、

このうち重複の貸付けは７０世帯となっております。  

 また、生活困窮者自立支援金の申請見込みについては、支給対象世帯としま

して総合支援資金の再貸付けを終了された世帯が現在３３世帯あり、この世帯

の方が申請されまして、収入要件、資産要件、求職活動等要件を満たされた場

合に対象となります。  

 二つ目の生活保護申請時の扶養照会の御質問でございます。  

 これまで扶養義務者による扶養の可否等が保護の判定に影響を及ぼしていた

んですけども、今の時代に合った形で運用ができるよう見直しがされまして、

当該扶養義務者が主たる生計維持者でない専業主婦、未成年者、おおむね７０

歳以上の高齢者、一定期間、１０年以上の交流が断絶しているような場合など

には不要義務履行が期待できないものとして、基本的には扶養義務者への扶養

照会は行わないという取扱いが出されております。  

 内容については以上でございます。  

○議  長  

 岩﨑議員。  

○１  番  

 生活困窮者の方の相談については緊急を要するものでありますので、今後に

おきましても生活困窮者が早期に自立できるように、さらに各関係機関のセー

フティーネットの連携強化をお願いしまして、私の一般質問を終わります。あ

りがとうございました。  

○議  長  

 それでは、岩﨑議員の一般質問をこれで終わります。  

 あと５名の質問者がありますが、これをもって本日の一般質問を終了し、６

月２３日に改めて一般質問を行いたいと思います。  

 本日の会議はこれで延会したいと思いますが、異議ございませんか。  

 

「異議なし」の声あり  

 

○議  長  

 異議なしと認めます。本日はこれで延会することに決定をいたしました。６

月２３日は午前９時から本会議を開き、一般質問を続行します。  

 本日はこれにて延会をいたします。大変お疲れさまでございました。  

（ブー）  
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延    会  （午後  ５時０６分）  


